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宗教思想専攻
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〈博士前期課程・修士課程〉
修士の学位は、博士前期課程または修士課程に２年以上在学し、所定の単位を修

得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査および最終試験に合格し
た人に対して授与します。ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げた者に
ついては、１年以上在学すれば足りるものとします。
当該博士前期課程または修士課程の目的に応じ適当と認められるときは、特定の

課題についての研究の成果の審査をもって修士論文の審査に代えることができます。
経済学研究科博士前期課程において、長期在学を希望して入学した者の修了要件

は、大学院に３年以上在学することとします。
〈博士後期課程〉
博士の学位は、博士課程に５年（博士前期課程または修士課程を修了した者にあ

っては、当該課程における２年の在学期間を含む）以上在学し、所定の単位を修得
し、かつ、必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査および最終試験に合格した
人に対して授与します。
〈専門職学位課程〉
法務博士の学位は、専門職学位課程に３年（法学既修者は２年）以上在学し、所

定の単位を修得し、最終試験に合格した人に対して授与します。
ビジネス修士の学位は、専門職学位課程に２年以上在学し、所定の単位を修得し

た人に対して授与します。
〈授与される学位〉
各研究科で授与される学位の名称は下表のとおりです。

課 程 の 修 了 要 件

研究科名

経 済 学

ビ ジ ネ ス

人 間 文 化

国 際 地 域 文 化

総 合 政 策

理 工 学

数 理 情 報

法 　 　 務

専攻名 博士前期課程・修士課程

－

－

ビジネス修士（専門職）

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

法務博士（専門職）

経 済 学

経 営 学

ビ ジ ネ ス

キリスト教思想

宗 教 思 想

人 類 学

教育ファシリテ
ー シ ョ ン 専 攻

言 語 科 学

国 際 地 域 文 化

総 合 政 策

数 理 情 報

シ ス テ ム 数 理

ソフトウェア工学

機械電子制御工学

法 　 　 務

修士（経済学）

修士（経営学）

－

修士（キリスト教思想）

－

修士（人類学）

修士（教育ファシリ
テーション）

修士（言語科学）

修士（地域研究）

修士（総合政策）

修士（数理情報学）

修士（数理科学）

修士（ソフトウェア工学）

修士（制御工学）

－

博士（経済学）

博士（経営学）

－

－

博士（宗教思想）

博士（人類学）

－

博士（言語科学）

博士（地域研究）

博士（総合政策）

博士（数理情報学）

－

－

－

－

博士後期課程 専門職学位課程
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人間文化研究科キリスト教思想･宗教思想専攻履修要項

［キリスト教思想専攻］
博士前期課程

Ⅰ．授業の履修について（2008年度以降入学者に適用）
（1）授業科目

人間文化研究科キリスト教思想専攻博士前期課程における授業科目（研究科共通科
目、専門科目、研究指導科目）とその単位数は次のとおりとする。（ ）内は単位数。

（2）履修方法
１）修士の学位を取得しようとする者は、本研究科博士前期課程に２年以上在学し、
所定の科目について30単位以上を修得しなければならない。ただし、在学期間に関
しては、特にすぐれた成績を修め、研究科委員会において承認を得た場合には、１
年以上在学すれば足りるものとする。
２）学生は入学後所定の期間内にその主たる領域に基づいて指導教員を選び、履修指
導全般および研究一般についてその指導に従うものとする。

－ 7 －
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専門科目

［神学領域］
聖書神学概論 （２）
諸宗教の神学概論 （２）
新約聖書研究 （２）
諸宗教の神学研究 （２）
実践神学研究 （２）
［哲学領域］
教父思想研究 （２）
キリスト教文化研究 （２）
中世哲学研究 （２）
［宗教学領域］
宗教史研究 （２）
宗教社会学研究 （２）
比較宗教学研究 （２）
［専門外国語科目］
古典語学（ヘブライ語） （４）
古典語学（ギリシャ語） （４）

組織神学概論 （２）
旧約聖書研究 （２）
組織神学研究 （２）
倫理神学研究 （２）

キリスト教精神史研究 （２）
古代哲学研究 （２）
近世・現代哲学研究 （２）

宗教学研究 （２）
宗教心理学研究 （２）
宗教哲学研究 （２）

古典語学（ラテン語） （４）
現代語講読 （４）

研究科共通科目

キリスト教的人間論 （２）
人間と言語 （２）
文化資源学研究 （２）

文化表象論 （２）
人間関係論 （２）

研究指導科目

研究指導Ⅰ （２）
研究指導Ⅲ （２）

研究指導Ⅱ （２）
研究指導Ⅳ （２）
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３）博士前期課程の必要修得単位は30単位とし、研究指導科目８単位を必修とする。
４）主たる領域から10単位、他の領域から４単位を修得するほか、研究科共通科目の
うちから２科目４単位および専門外国語科目のうちから１科目４単位を必修選択科
目として修得しなければならない。なお、履修する専門外国語科目については、指
導教員と相談の上、決定することとする。
５）本研究科委員会が当該学生の研究上特に必要と認めた場合に限り、学生が本学の
他研究科あるいは本研究科の他専攻において修得した科目を所定の単位数に充当さ
せることができる。
６）本研究科委員会が教育上有益と認めるときは、学生が他大学の大学院（外国の大
学院を含む）において修得した単位を本学大学院において修得したものとみなすこ
とができる。
外国の大学の大学院において修得した授業科目（単位を付与されない場合）につ

いては、試験によって本学大学院の単位を修得したものとみなすことができる。
７）本研究科委員会が教育上有益と認めるときは、学生が本学大学院に入学する前に大学
院において修得した単位を本学大学院において修得したものとみなすことができる。
８）他の専攻、研究科、大学院における修得単位および入学前の大学院における修得
単位は、併せて10単位を超えないものとする。

Ⅱ．試験について
１）本学大学院における正規の授業を受け、所定の授業科目を履修した者に対しては毎
学期末に試験を行う。ただし、本研究科委員会において平常成績をもって試験の成績
に代えることを認めた授業科目については、この限りではない。
２）履修科目に関する試験の方法は、本研究科委員会が決定する。
３）試験の成績は、秀・優・良・可・不可の５種とし、秀・優・良・可を合格として単
位を与え、不可を不合格とする。
４）外国語に関する学力の検定は、各専攻の定める１カ国語又はそれ以上について行う。
外国語検定の申請は、学位規程様式第８による。
５）外国語に関する学力の検定は、研究科委員会において、大学院入学試験時に行う。
ただし、各専攻課程の決定により、前年又はそれ以前に実施した入学試験のうち、外
国語に関する部分をもってこれに代えることができる。この場合は、外国語検定申請

－ 8 －

科目群
研究科共通科目
専門科目

18単位

・主たる領域の科目
10単位以上

・他の領域の科目
４単位以上

・専門外国語科目
１科目４単位以上

履修要件
２科目４単位以上

必要単位数
４単位

研究指導科目 ・研究指導Ⅰ～Ⅳ
４科目８単位以上

８単位

修了に必要な単位数 30単位
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書は提出する必要はない。

Ⅲ．課程の修了と学位授与
（課程の修了について）
１）博士前期課程の最長在学年限を４カ年とする。

ただし、特別の理由のある者に対しては、本研究科委員会の議を経て、更に１カ年
延長することができる。
２）所定の年限在学して、所定の単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、修
士論文または特定の課題についての研究の成果（以下、「修士論文等」という）の審査
及び最終試験に合格したときをもって課程を修了したものとする。

（学位論文の提出について）
１）修士論文等は研究指導４単位を含む16単位以上を修得した者が、予め計画書ならび
に研究計画書（以下、学位論文計画書等という）を提出した上でなければ、これを提
出することができない。
２）学位論文計画書等は、６月20日（９月修了の場合は12月20日）までに指導教員の承
認を得て提出しなければならない。春学期休学者は、学位論文計画書等を９月30日
（秋学期休学者は、４月15日）までに教務課に提出しなければならない。
３）学位論文計画書等は、学位規程様式第７による。
４）学位論文計画書等を提出した者が修士論文等を期日に提出せず、次学期以降に修士
論文等を提出する場合は、学位論文計画書等を再提出しなければならない。３月修了
予定者が学位論文提出を中止し、９月修了を希望する場合は４月15日、９月修了予定
者が学位論文提出を中止し、３月修了を希望する場合は９月30日までに教務課に再提
出しなければならない。
５）学位論文計画書は、研究審査委員会の承認を受けなければならない。研究審査委員
会から指摘または修正の指示を受けた学位論文計画書の再提出の期限は、研究科長が
個別に指定する。
６）修士論文等は、１編３部および要旨３部を教務課を経て、研究科委員会に提出する
ものとする。ただし、参考として他の論文を添付することができる。
７）修士論文の表紙は学位規程様式第５による。
８）修士論文等提出の期限は、１月20日とし、その審査ならびに最終試験は２月末日ま
でにこれを行う。９月修了者については修士論文等提出の期限は７月末日とし、その
審査ならびに最終試験は８月末日までにこれを行う。

（学位論文の審査および最終試験について）
１）修士論文等の審査は、本研究科委員会において学位審査委員会を設けて行う。
２）学位審査委員会は、本研究科委員会において選出された教員３名以上の学位審査委
員（うち１名は主査）をもって組織する。
３）特定の課題についての研究の成果は、当該専門分野一般について、広範な学識と研
究能力を示すに足るものをもって合格とする。
４）修士論文の当該専門分野における精深な学識と研究能力とを示すに足るものをもっ
て合格とする。

－ 9 －
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５）最終試験は、論文審査が終わった後、口頭で行う。ただし、筆答試問を併せて行う
ことができる。
６）最終試験は、学位論文の内容を中心とし、これと関連する学識と研究能力について
行う。
７）学位審査委員会は、修士論文等の審査ならびに最終試験の結果を本研究科委員会に
報告し、研究科委員会は学位を授与すべきか否かを審議決定する。
８）本研究科委員会は、学位の授与についての判定を学長に報告しなければならない。

（学位の授与について）
１）学長は前項第４号の報告に基づいて、学位を授与すべきものについては学位記を交
付して学位を授与し、また学位を授与できない者にはその旨を通知する。
２）修士の学位記は、学位規程様式第２による。
３）本研究科に２年以上在学し、所定の単位を修得し、本研究科において行う最終試験
に合格した者に、修士（キリスト教思想）の学位を授与する。
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［宗教思想専攻］
博士後期課程

Ⅰ．授業の履修について
（1）授業科目

人間文化研究科宗教思想専攻博士後期課程における授業科目（専門科目、研究指導
科目）とその単位数は次のとおりとする。（ ）内は単位数。

（2）履修方法
１）学生は入学後所定の期間内に主たる領域に基づいて指導教授を選び、科目の選択、
論文の作成および研究全般についてその指導に従うものとする。
２）博士後期課程の必要修得単位は18単位とし、研究指導科目12単位を必修とする。

３）標準修業年限は３年を原則とする。ただし、入学時に、修士課程修了後の研究業
績により、１年次の研究指導科目（研究指導Ⅰ～Ⅱ）の単位認定を受けた者につい
ては、標準修業年限を２年とする。また、特に優れた研究業績を上げた者について
は、入学時に研究指導Ⅰ～Ⅱの単位認定を受けていない場合でも、２年以上在学す
れば足りるものとする。
４）本研究科委員会が教育上有益と認めるときは、学生が他大学の大学院（外国の大
学院を含む）において修得した単位を、10単位を上限として本学大学院において修
得したものとみなすことができる。
外国の大学の大学院において修得した授業科目（単位を付与されない場合）につ

いては、試験によって本学大学院の単位を修得したものとみなすことができる。

Ⅱ．試験について
１）本学大学院における正規の授業を受け、所定の授業科目を履修した者に対しては
毎学期末に試験を行う。ただし、本研究科委員会において平常成績をもって試験の
成績に代えることを認めた授業科目については、この限りではない。
２）履修科目に関する試験の方法については、本研究科委員会が決定する。
３）試験の成績は、秀・優・良・可・不可の５種とし、秀・優・良・可を合格として

研究指導科目
研究指導Ⅰ （２）
研究指導Ⅲ （２）
研究指導Ⅴ （２）

研究指導Ⅱ （２）
研究指導Ⅳ （２）
研究指導Ⅵ （２）

専門科目
宗教思想特殊研究（神学）Ａ （２）
宗教思想特殊研究（哲学）Ａ （２）
宗教思想特殊研究（宗教学）Ａ （２）

宗教思想特殊研究（神学）Ｂ （２）
宗教思想特殊研究（哲学）Ｂ （２）
宗教思想特殊研究（宗教学）Ｂ （２）

修了に必要な単位数

〈科目群〉 〈履修要件〉 〈必要単位数〉
専門科目
研究指導科目

・３科目６単位以上
・６科目12単位（研究指導Ⅰ～Ⅵ）

６単位
12単位
18単位
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－ 12 －

単位を与え、不可を不合格とする。
４）外国語に関する学力の検定は、２言語について行う。外国語検定の申請は、学位
規程様式第８による。
５）外国語に関する学力の検定は、研究科委員会において、大学院入学試験時に行う。
ただし、各専攻課程の決定により、前年又はそれ以前に実施した入学試験のうち、
外国語に関する部分をもってこれに代えることができる。この場合は、外国語検定
申請書は提出する必要はない。

Ⅲ．課程の修了と学位授与
（課程の修了について）
１）博士後期課程の最長在学年限を６カ年とする。
２）所定の年限以上在学して、外国語に関する学力検定試験に合格し、所定の単位を修
得し、かつ必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格したとき
をもって課程を修了したものとする。
３）所定の年限以上在学して、必修科目を含めて18単位以上を修得し、かつ必要な研究
指導を受け退学した者は、満期退学証明書の交付を受けることができる。

（課程修了による学位）
１）博士論文は、研究指導８単位および専門科目４単位を含む12単位以上を修得し、外
国語に関する学力検定に合格した者が、予め学位論文計画書を提出した上でなければ、
これを提出することができない。
２）学位論文計画書等は、６月20日（９月修了の場合は12月20日）までに指導教員の承
認を得て提出しなければならない。春学期休学者は、学位論文計画書等を９月30日
（秋学期休学者は、４月15日）までに教務課に提出しなければならない。
３）学位論文計画書は、学位規程様式第７による。
４）学位論文計画書を提出した者が博士論文を期日までに提出せず、次学期以降に博士
論文を提出する場合は、学位論文計画書を再提出しなければならない。３月修了予定
者が学位論文提出を中止し、９月修了を希望する場合は４月15日、９月修了予定者が
学位論文提出を中止し、３月修了を希望する場合は９月30日までに教務課に再提出し
なければならない。
５）学位論文計画書は、研究審査委員会の承認を受けなければならない。研究審査委員
会から指摘または修正の指示を受けた学位論文計画書の再提出の期限は、研究科長が
個別に指定する。
６）博士論文は、１編５部および要旨５部を教務課、研究科委員会を経て学長に提出す
る。ただし、参考として他の論文を添付することができる。
７）博士論文審査のため必要があるときは、提出論文の部数を増し、参考資料または訳
文その他を提出させることがある。
８）学位論文は、学位申請書、論文要旨および履歴書とともに提出しなければならない。
９）学位申請書は、学位規程様式第６による。
10）３月に課程を修了する者は、１月20日までに博士論文を提出しなければならない。
その審査ならびに最終試験は２月末日までにこれを行う。９月修了者については、博
士論文提出の期限は７月末日までとし、その審査ならびに最終試験は８月末日までに
これを行う。
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（論文提出による学位）
本学大学院の博士後期課程を経ないで博士の学位を得ようとするときの論文の提出

方法、論文の審査と最終試験の実施方法は、本学学位規程と内規による。
（論文審査、最終試験および学位の授与）
１）博士論文の審査と最終試験は、研究科委員会において選出された３名以上の審査委
員（内１名は主査）が構成する学位審査委員会がこれを行う。最終試験は、論文審査
が終わった後、博士論文の内容を中心として、これに関連する学識と研究能力につい
て、口頭で行う。ただし、筆答試験を併せて行うことができる。
２）最終試験の日程および方法については、指導教授を通じて指示される。
３）博士論文は、専攻分野について研究者として自立して研究活動を行う、または、そ
の他の高度な専門的業務に従事するに必要な高度の研究能力を有することを示すもの
をもって合格とする。
４）学長は、学位審査委員会の報告に基づいて、学位を授与すべき者には学位記を交付
して博士（宗教思想）の学位を授与し、また学位を授与できない者には、その旨通知
する。
５）博士の学位記は、学位規程様式第２による。
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人間文化研究科人類学専攻履修要項

［人類学専攻］

１．博士前期課程
Ⅰ．授業の履修について（2008年度以降入学者に適用）
（1）授業科目

人間文化研究科人類学専攻博士前期課程における授業科目（研究科共通科目、専門
科目、研究指導科目）とその単位数は次のとおりとする。（ ）内は単位数。

（2）履修方法
１）修士の学位を取得しようとする者は、本研究科博士前期課程に２年以上在学し、
所定の科目について30単位以上を修得しなければならない。ただし、在学期間に関
しては、特にすぐれた成績を修め、研究科委員会において承認を得た場合には、１
年以上在学すれば足りるものとする。
２）学生は入学後所定の期間内に文化人類学、考古学の２領域から１つの主領域を決
定して指導教員を選び、履修指導全般および研究一般についてその指導に従うもの
とする。

－ 173－
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研究科共通科目

キリスト教的人間論 （２）
人間と言語 （２）
文化資源学研究 （２）

文化表象論 （２）
人間関係論 （２）

研究指導科目

［文化人類学領域］
研究指導Ｉ（文化人類学） （２）
研究指導Ⅲ（文化人類学） （２）
［考古学領域］
研究指導Ⅰ（考古学） （２）
研究指導Ⅲ（考古学） （２）

研究指導Ⅱ（文化人類学） （２）
研究指導Ⅳ（文化人類学） （２）

研究指導Ⅱ（考古学） （２）
研究指導Ⅳ（考古学） （２）

専門科目

［研究基礎科目］
情報処理研究 （２）
［文化人類学領域］
人類学史研究 （２）
歴史人類学研究（世界システム論）（２）
社会人類学研究（宗教変容論） （２）
人類学応用論研究（医療人類学） （２）
人類学演習（文化人類学） （２）
［考古学領域］
考古学理論研究 （２）
地域考古学研究（日本列島先史時代） （２）
地域考古学研究（朝鮮半島・東アジア） （２）
地域考古学研究（中国大陸歴史時代） （２）
環境考古学研究 （２）

科学文化史研究 （２）

民族誌学研究 （２）
歴史人類学研究（ナショナリズム論） （２）
社会人類学研究（民族芸術論） （２）
人類学応用論研究（国際協力論） （２）

考古学方法論研究 （２）
地域考古学研究（東海地方） （２）
地域考古学研究（中国大陸先史時代） （２）
地域考古学研究（東南アジア・オセアニア） （２）
人類学演習（考古学） （２）
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３）博士前期課程の必要修得単位は30単位とし、主領域の「研究指導Ⅰ～Ⅳ」８単位
を必修とする。
４）研究科共通科目のうちから「文化資源学研究」２単位を含め２科目４単位を、専
門科目のうちから主領域の「人類学演習」２単位を含む９科目18単位以上を、修得
しなくてはならない。
５）指導教授が教育上有益と認めるときは、学生が必要単位数を超えて修得した研究
科共通科目および主領域以外の研究指導科目を、８単位を限度として所定の単位数
に充当させることができる。ただし、主領域以外の研究指導科目については「研究
指導Ⅰ～Ⅱ」の４単位までに限る。
６）本研究科委員会が当該学生の研究上特に必要と認めた場合に限り、学生が本学の
他研究科あるいは本研究科の他専攻において修得した科目を所定の単位数に充当さ
せることができる。
７）本研究科委員会が教育上有益と認めるときは、学生が他大学の大学院（外国の大
学院を含む）において修得した単位を本学大学院において修得したものとみなすこ
とができる。
外国の大学の大学院において修得した授業科目（単位を付与されない場合）につ

いては、試験によって本学大学院の単位を修得したものとみなすことができる。
８）本研究科委員会が教育上有益と認めるときは、学生が本学大学院に入学する前に
大学院において修得した単位を本学大学院において修得したものとみなすことがで
きる。
外国の大学の大学院において修得した授業科目（単位を付与されない場合）につ

いては、試験によって本学大学院の単位を修得したものとみなすことができる。
９）必要単位数を超えて修得した研究科共通科目、研究指導科目、他の専攻、研究科、
大学院における修得単位、および入学前の大学院における修得単位は、併せて10単
位を超えないものとする。

Ⅱ．試験について
１）本学大学院における正規の授業を受け、所定の授業科目を履修した者に対しては毎
学期末に試験を行う。ただし、本研究科委員会において平常成績をもって試験の成績
に代えることを認めた授業科目については、この限りではない。
２）履修科目に関する試験の方法は、本研究科委員会が決定する。
３）試験の成績は、秀・優・良・可・不可の５種とし、秀・優・良・可を合格として単
位を与え、不可を不合格とする。

－ 174－

科目群
研究科共通科目

専門科目
18単位

主領域の「人類学演習」を含む９
科目18単位以上

履修要件
「文化資源学研究」を含む２科目
４単位以上

必要単位数

４単位

研究指導科目 主領域の「研究指導Ｉ～Ⅳ」を含
む４科目８単位以上

８単位

修了に必要な単位数 30単位
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４）外国語に関する学力の検定は、各専攻の定める１言語又はそれ以上について行う。
外国語検定の申請は、学位規程様式第８による。
５）外国語に関する学力の検定は、研究科委員会において、大学院入学試験時に行う。
ただし、各専攻課程の決定により、前年又はそれ以前に実施した入学試験のうち、外
国語に関する部分をもってこれに代えることができる。この場合は、外国語検定申請
書は提出する必要はない。

Ⅲ．課程の修了と学位授与
（課程の修了について）
１）博士前期課程の最長在学年限を４カ年とする。

ただし、特別の理由のある者に対しては、本研究科委員会の議を経て、更に１カ年
延長することができる。
２）所定の年限在学して、所定の単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、修
士論文または特定の課題についての研究科の成果（以下、「修士論文等」という）の審
査及び最終試験に合格したときをもって課程を修了したものとする。

（学位論文の提出について）
１）修士論文等は研究指導４単位および文化資源学研究２単位を含む20単位以上修得し
た者が、予め計画書ならびに研究計画書（以下、学位論文計画書等という）を提出し
た上でなければ、これを提出することができない。
２）学位論文計画書等は、６月20日（９月修了の場合は12月20日）までに指導教員の承
認を得て提出しなければならない。春学期休学者は、学位論文計画書等を９月30日
（秋学期休学者は、４月15日）までに教務課に提出しなければならない。
３）学位論文計画書等は、学位規程様式第７による。
４）学位論文計画書等を提出した者が修士論文等を期日に提出せず、次学期以降に修士
論文等を提出する場合は、学位論文計画書等を再提出しなければならない。３月修了
予定者が学位論文提出を中止し、９月修了を希望する場合は４月15日、９月修了予定
者が学位論文提出を中止し、３月修了を希望する場合は９月30日までに教務課に再提
出しなければならない。
５）学位論文計画書は、研究審査委員会の承認を受けなければならない。研究審査委員
会から指摘または修正の指示を受けた学位論文計画書の再提出の期限は、研究科長が
個別に指定する。
６）修士論文等は、１編３部および要旨５部を教務課を経て、研究科委員会に提出する
ものとする。ただし、参考として他の論文を添付することができる。
７）修士論文の表紙は学位規程様式第５による。
８）修士論文等提出の期限は、１月20日とし、その審査ならびに最終試験は２月末日ま
でにこれを行う。９月修了者については修士論文等提出の期限は７月末日とし、その
審査ならびに最終試験は８月末日までにこれを行う。

（学位論文の審査および最終試験について）
１）修士論文等の審査は、本研究科委員会において学位審査委員会を設けて行う。
２）学位審査委員会は、本研究科委員会において選出された教員３名以上の学位審査委
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員（うち１名は主査）をもって組織する。
３）特定の課題についての研究の成果は、当該専門分野一般について、広範な学識と研
究能力を示すに足るものをもって合格とする。
４）修士論文は、当該専門分野における精深な学識と研究能力とを示すに足るものをも
って合格とする。
５）最終試験は、論文審査が終わった後、口頭で行う。ただし、筆答試問を併せて行う
ことができる。
６）最終試験は、学位論文の内容を中心とし、これと関連する学識と研究能力について
行う。
７）学位審査委員会は、修士論文等の審査ならびに最終試験の結果を本研究科委員会に
報告し、研究科委員会は学位を授与すべきか否かを審議決定する。
８）本研究科委員会は、学位の授与についての判定を学長に報告しなければならない。

（学位の授与について）
１）学長は前項第４号の報告に基づいて、学位を授与すべきものについては学位記を交
付して学位を授与し、また学位を授与できない者にはその旨を通知する。
２）修士の学位記は、学位規程様式第２による。
３）本研究科に２年以上在学し、所定の単位を修得し、本研究科において行う最終試験
に合格した者に、修士（人類学）の学位を授与する。

Ⅳ．副領域制度について（2008年度以降入学者から適用）
主領域以外の科目を一定程度修得し、第二の領域においても専門的知識を有するに至

った者に対して、そのことを証するために「副領域履修証明書」を発行する。
１）副領域履修証明書の発行を希望する学生は、文化人類学を副領域とする場合は
「人類学演習（文化人類学）」「民族誌学研究」を含む文化人類学領域科目８単位以上
を、考古学を副領域とする場合は「人類学演習（考古学）」「考古学方法論研究」を
含む考古学領域科目８単位以上を、修得しなければならない。
２）副領域履修証明書の発行を希望する学生は、最終学期の２週目までに教務課に申
請書を提出する。研究科委員会で審議し、認められた者に対して、課程修了時に副
領域履修証明書を発行する。また、修了後においても、本人の求めに応じて副領域
履修証明書を発行する。
３）副領域履修証明書には、学位名に加えて主領域と修得した副領域を記すものとする。
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２．博士後期課程

ⅠⅠ．．授業の履修について授業の履修について
（1）授業科目

人間文化研究科人類学専攻博士後期課程における授業科目（専門科目、研究指導科
目）とその単位数は次のとおりとする。（ ）内は単位数。

（2）履修方法
１）学生は入学後所定の期間内に主たる領域に基づいて指導教授を選び、科目の選択、
論文の作成および研究全般についてその指導に従うものとする。
２）博士後期課程の必要修得単位は18単位とし、研究指導科目12単位を必修とする。

３）標準修業年限は３年を原則とする。ただし、入学時に、修士課程修了後の研究業
績により、１年次の研究指導科目（研究指導Ⅰ～Ⅱ）の単位認定を受けた者につい
ては、標準修業年限を２年とする。また、特に優れた研究業績を上げた者について
は、入学時に研究指導Ⅰ～Ⅱの単位認定を受けていない場合でも、２年以上在学す
れば足りるものとする。
４）本研究科委員会が教育上有益と認めるときは、学生が他大学の大学院（外国の大
学院を含む）において修得した単位を、10単位を上限として本学大学院において修
得したものとみなすことができる。
外国の大学の大学院において修得した授業科目（単位を付与されない場合）につ

いては、試験によって本学大学院の単位を修得したものとみなすことができる。

Ⅱ．試験について
１）本学大学院における正規の授業を受け、所定の授業科目を履修した者に対しては毎
学期末に試験を行う。ただし、本研究科委員会において平常成績をもって試験の成績
に代えることを認めた授業科目については、この限りではない。
２）履修科目に関する試験の方法については、本研究科委員会が決定する。
３）試験の成績は、秀・優・良・可・不可の５種とし、秀・優・良・可を合格として単
位を与え、不可を不合格とする。
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研究指導科目

専門科目
人類学特殊研究（文化人類学）Ａ （２）
人類学特殊研究（考古学）Ａ （２）
人類学特殊研究（地域研究）Ａ （２）

人類学特殊研究（文化人類学）Ｂ （２）
人類学特殊研究（考古学）Ｂ （２）
人類学特殊研究（地域研究）Ｂ （２）

研究指導Ⅰ （２）
研究指導Ⅲ （２）
研究指導Ⅴ （２）

研究指導Ⅱ （２）
研究指導Ⅳ （２）
研究指導Ⅵ （２）

科目群
専門科目

履修要件
・３科目６単位以上

必要単位数
６単位

研究指導科目 ・６科目12単位（研究指導Ⅰ～Ⅵ） 12単位
修了に必要な単位数 18単位
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４）外国語に関する学力の検定は、１言語（英語）について行う。外国語検定の申請は、
学位規程様式第８による。
５）外国語に関する学力の検定は、研究科委員会において、大学院入学試験時に行う。
ただし、各専攻課程の決定により、前年又はそれ以前に実施した入学試験のうち、外
国語に関する部分をもってこれに代えることができる。この場合は、外国語検定申請
書は提出する必要はない。

Ⅲ．課程の修了と学位授与
（課程の修了について）
１）博士後期課程の最長在学年限を６カ年とする。
２）所定の年限以上在学して、外国語（英語）に関する学力検定試験に合格し、所定の
単位を修得し、かつ必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格
したときをもって課程を修了したものとする。
３）所定の年限以上在学して、必修科目を含めて18単位以上を修得し、かつ必要な研究
指導を受け退学した者は、満期退学証明書の交付を受けることができる。

（課程修了による学位）
１）博士論文は、研究指導８単位および専門科目４単位を含む12単位以上を修得し、外
国語（英語）に関する学力検定に合格した者が、予め学位論文計画書を提出した上で
なければ、これを提出することができない。
２）学位論文計画書は、６月20日（９月修了の場合は12月20日）までに指導教員の承認
を得て提出しなければならない。春学期休学者は、学位論文計画書等を９月30日（秋
学期休学者は、４月15日）までに教務課に提出しなければならない。
３）学位論文計画書は、学位規程様式第７による。
４）学位論文計画書等を提出した者が博士論文を期日に提出せず、次学期以降に博士論
文を提出する場合は、学位論文計画書を再提出しなければならない。３月修了予定者
が学位論文提出を中止し、９月修了を希望する場合は４月15日、９月修了予定者が学
位論文提出を中止し、３月修了を希望する場合は９月30日までに教務課に再提出しな
ければならない。
５）学位論文計画書は、研究審査委員会の承認を受けなければならない。研究審査委員
会から指摘または修正の指示を受けた学位論文計画書の再提出の期限は、研究科長が
個別に指定する。
６）博士論文は、１編４部および要旨４部を教務課、研究科委員会を経て学長に提出す
る。ただし、参考として他の論文を添付することができる。
７）博士論文審査のため必要があるときは、提出論文の部数を増し、参考資料または訳
文その他を提出させることがある。
８）学位論文は、学位申請書、論文要旨および履歴書とともに提出しなければならない。
９）学位申請書は、学位規程様式第６による。
10）３月に課程を修了する者は、１月20日までに博士論文を提出しなければならない。
その審査ならびに最終試験は２月末日までにこれを行う。９月修了者については、博
士論文提出の期限は７月末日までとし、その審査ならびに最終試験は８月末日までに
これを行う。

－ 178－－ 178－─ 118 ─ ─ 119 ─



（論文提出による学位）
本学大学院の博士後期課程を経ないで博士の学位を得ようとするときの論文の提出
方法、論文の審査と最終試験の実施方法は、本学学位規程と内規による。

（論文審査、最終試験および学位の授与）
１）博士論文の審査と最終試験は、研究科委員会において選出された３名以上の審査委
員（内１名は主査）が構成する学位審査委員会がこれを行う。最終試験は、論文審査
が終った後、博士論文の内容を中心として、これに関連する学識と研究能力について、
口頭で行う。ただし、筆答試験を併せて行うことができる。
２）最終試験の日程および方法については、指導教授を通じて指示される。
３）博士論文は、専攻分野について研究者として自立して研究活動を行うに必要な高度
の研究能力およびその基礎となる豊かな学識を証示するに足るものをもって合格とす
る。
４）学長は、学位審査委員会の報告に基づいて、学位を授与すべき者には学位記を交付
して博士（人類学）の学位を授与し、また学位を授与できない者には、その旨通知す
る。
５）博士の学位記は、学位規程様式第２による。

－ 179－

人

類

学

─ 118 ─ ─ 119 ─

人

類

学



教
育
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

人 間 文 化 研 究 科

教育ファシリテーション専攻

─ 214 ─ ─ 215 ─

教
育
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン



─ 216 ─ ─ 217 ─



人間文化研究科教育ファシリテーション専攻履修要項

［教育ファシリテーション専攻］

Ⅰ-１．授業の履修について（2012年度以降入学者に適用）
（１）授業科目

人間文化研究科教育ファシリテーション専攻における授業科目（研究科共通科目、
専門科目、研究指導科目）とその単位数は次のとおりとする。（ ）内は単位数。

（２）履修方法
１）修士の学位を取得しようとする者は、本研究科修士課程に２年以上在学し、所定
の科目について30単位以上を修得しなければならない。ただし、在学期間に関して
は、特にすぐれた成績を修め、研究科委員会において承認を得た場合には、１年以
上在学すれば足りるものとする。
２）学生は入学後所定の期間内にその主たる領域に基づいて指導教員を選び、履修指
導全般および研究一般についてその指導に従うものとする。

－ 267－
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専門科目

［研究基礎科目］
教育ファシリテーション論 （２）
［学校教育領域］
教育心理学研究 （２）
臨床心理学研究 （２）
障害児教育実践研究 （２）
［体験学習領域］
体験学習ファシリテーション基礎研究（２）
体験学習ファシリテーション応用研究（２）
ファシリテーション研究Ａ （２）
［関連科目］
教育社会学研究 （２）
キャリア・ガイダンス研究 （２）
組織と集団のマネジメント研究 （２）
心理アセスメント実践研究 （２）

教育ファシリテーション評価研究 （２）

発達心理学研究 （２）
学校心理学研究 （２）
教育臨床研究 （２）

体験学習設計研究 （２）
グループ・アプローチ研究 （２）
ファシリテーション研究Ｂ （２）

カリキュラム研究 （２）
学校カウンセリング実践研究 （２）
身体技法研究 （２）

研究科共通科目

キリスト教的人間論 （２）
人間と言語 （２）
文化資源学研究 （２）

文化表象論 （２）
人間関係論 （２）

研究指導科目

研究指導Ⅰ （２）
研究指導Ⅲ （２）

研究指導Ⅱ （２）
研究指導Ⅳ （２）
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３）修士課程の必要修得単位は30単位とし、研究指導科目８単位、教育ファシリテー
ション論２単位および教育ファシリテーション評価研究２単位を必修とする。
４）主たる領域から８単位、他の領域および関連科目（主たる領域で必要単位数を超
えて修得した科目を含む）から８単位を修得し、研究科共通科目のうちから１科目
２単位を必修選択科目として修得しなければならない。
５）必要単位数を超えて修得した研究科共通科目を所定の単位に充当させることがで
きる。
６）本研究科委員会が当該学生の研究上特に必要と認めた場合に限り、学生が本学の
他研究科あるいは本研究科の他専攻において修得した科目を所定の単位数に充当さ
せることができる。
７）本研究科委員会が教育上有益と認めるときは、学生が他大学の大学院（外国の大
学院を含む）において修得した単位を本学大学院において修得したものとみなすこ
とができる。
外国の大学の大学院において修得した授業科目（単位を付与されない場合）につ

いては、試験によって本学大学院の単位を修得したものとみなすことができる。
８）本研究科委員会が教育上有益と認めるときは、学生が本学大学院に入学する前に
大学院において修得した単位を本学大学院において修得したものとみなすことがで
きる。
９）必要単位数を超えて修得した研究科共通科目の修得単位及び他の専攻、研究科、
大学院における修得単位および入学前の大学院における修得単位は、併せて10単位
を超えない範囲で所定の単位に充当させることができる。

－ 268－

科目群
研究科共通科目
専門科目

20単位

・教育ファシリテーション論
２単位

・教育ファシリテーション評価研究
２単位

・主たる領域 ８単位
・他の領域および関連科目（主た
る領域で必要単位数を超えて修
得した科目を含む） ８単位以上

履修要件
１科目２単位以上

必要単位数
２単位

研究指導科目 ・研究指導Ⅰ～Ⅳ
４科目８単位

８単位

修了に必要な単位数 30単位
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Ⅰ-２．授業の履修について（2008～2011年度入学者に適用）
（１）授業科目

人間文化研究科教育ファシリテーション専攻における授業科目（研究科共通科目、
専門科目、研究指導科目）とその単位数は次のとおりとする。（ ）内は単位数。

（２）履修方法
１）修士の学位を取得しようとする者は、本研究科修士課程に２年以上在学し、所定
の科目について30単位以上を修得しなければならない。ただし、在学期間に関して
は、特にすぐれた成績を修め、研究科委員会において承認を得た場合には、１年以
上在学すれば足りるものとする。
２）学生は入学後所定の期間内にその主たる領域に基づいて指導教員を選び、履修指
導全般および研究一般についてその指導に従うものとする。

－ 269－
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専門科目

［研究基礎科目］
教育ファシリテーション論 （２）
［学校教育領域］
学校教育心理学研究 （２）
臨床心理学研究 （２）
障害児教育実践研究 （２）
［体験学習領域］
体験学習ファシリテーション基礎研究（２）
体験学習ファシリテーション応用研究（２）
ファシリテーション研究（パーソナル･レベル）（２）
［関連科目］
教育社会学研究 （２）
キャリア・ガイダンス研究 （２）
組織と集団のマネジメント研究 （２）

教育ファシリテーション評価研究 （２）

発達心理学研究 （２）
教育計画研究 （２）
教育臨床研究 （２）

体験学習設計研究 （２）
グループ・ダイナミックス研究 （２）
ファシリテーション研究（グループ･レベル）（２）

カリキュラム研究 （２）
カウンセリング実践研究 （２）
身体技法研究 （２）

研究科共通科目

キリスト教的人間論 （２）
人間と言語 （２）
文化資源学研究 （２）

文化表象論 （２）
人間関係論 （２）

研究指導科目

研究指導Ⅰ （２）
研究指導Ⅲ （２）

研究指導Ⅱ （２）
研究指導Ⅳ （２）
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３）修士課程の必要修得単位は30単位とし、研究指導科目８単位、教育ファシリテー
ション論２単位および教育ファシリテーション評価研究２単位を必修とする。
４）主たる領域から８単位、他の領域および関連科目（主たる領域で必要単位数を超
えて修得した科目を含む）から８単位を修得し、研究科共通科目のうちから１科目
２単位を必修選択科目として修得しなければならない。
５）必要単位数を超えて修得した研究科共通科目を所定の単位に充当させることがで
きる。
６）本研究科委員会が当該学生の研究上特に必要と認めた場合に限り、学生が本学の
他研究科あるいは本研究科の他専攻において修得した科目を所定の単位数に充当さ
せることができる。
７）本研究科委員会が教育上有益と認めるときは、学生が他大学の大学院（外国の大
学院を含む）において修得した単位を本学大学院において修得したものとみなすこ
とができる。
外国の大学の大学院において修得した授業科目（単位を付与されない場合）につ

いては、試験によって本学大学院の単位を修得したものとみなすことができる。
８）本研究科委員会が教育上有益と認めるときは、学生が本学大学院に入学する前に
大学院において修得した単位を本学大学院において修得したものとみなすことがで
きる。
９）必要単位数を超えて修得した研究科共通科目の修得単位及び他の専攻、研究科、
大学院における修得単位および入学前の大学院における修得単位は、併せて１０単
位を超えない範囲で所定の単位に充当させることができる。

－ 270－

科目群
研究科共通科目
専門科目

20単位

・教育ファシリテーション論
２単位

・教育ファシリテーション評価研究
２単位

・主たる領域 ８単位
・他の領域および関連科目（主たる
領域で必要単位数を超えて修得し
た科目を含む） ８単位以上

履修要件
１科目２単位以上

必要単位数
２単位

研究指導科目 ・研究指導Ⅰ～Ⅳ
４科目８単位

８単位

修了に必要な単位数 30単位
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Ⅱ．試験について（以下、全員に適用）
１）本学大学院における正規の授業を受け、所定の授業科目を履修した者に対しては毎
学期末に試験を行う。ただし、本研究科委員会において平常成績をもって試験の成績
に代えることを認めた授業科目については、この限りではない。
２）履修科目に関する試験の方法は、本研究科委員会が決定する。
３）試験の成績は、秀・優・良・可・不可の5種とし、秀・優・良・可を合格として単位
を与え、不可を不合格とする。
４）外国語に関する学力の検定は、各専攻の定める１言語又はそれ以上について行う。
外国語検定の申請は、学位規程様式第８による。
５）外国語に関する学力の検定は、研究科委員会において、大学院入学試験時に行う。
ただし、各専攻課程の決定により、前年又はそれ以前に実施した入学試験のうち、外
国語に関する部分をもってこれに代えることができる。この場合は、外国語検定申請
書は提出する必要はない。

Ⅲ．課程の修了と学位授与
（課程の修了について）
１）修士課程の最長在学年限を４カ年とする。ただし、特別の理由のある者に対しては、
本研究科委員会の議を経て、更に１カ年延長することができる。
２）所定の年限在学して、所定の単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、修
士論文または特定の課題についての研究の成果（以下、「修士論文等」という）の審査
及び最終試験に合格したときをもって課程を修了したものとする。

（学位論文の提出について）
１）修士論文等は、研究指導４単位を含む16単位以上修得した者が、予め計画書ならび
に研究計画書（以下、学位論文計画書等という）を提出した上でなければ、これを提
出することができない。
２）学位論文計画書等は、６月20日（９月修了の場合は12月20日）までに指導教員の承
認を得て提出しなければならない。春学期休学者は、学位論文計画書等を９月30日
（秋学期休学者は、４月15日）までに教務課に提出しなければならない。
３）学位論文計画書等は、学位規程様式第７による。
４）学位論文計画書等を提出した者が修士論文等を期日に提出せず、次学期以降に修士
論文等を提出する場合は、学位論文計画書等を再提出しなければならない。３月修了
予定者が学位論文提出を中止し、９月修了を希望する場合は４月15日、９月修了予定
者が学位論文提出を中止し、３月修了を希望する場合は９月30日までに教務課に再提
出しなければならない。
５）学位論文計画書は、研究審査委員会の承認を受けなければならない。研究審査委員
会から指摘または修正の指示を受けた学位論文計画書の再提出の期限は、研究科長が
個別に指定する。
６）修士論文等は、１編３部および要旨３部を教務課を経て、研究科委員会に提出する
ものとする。ただし、参考として他の論文を添付することができる。
７）修士論文の表紙は学位規程様式第５による。
８）修士論文等提出の期限は、１月20日とし、その審査ならびに最終試験は２月末日ま
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でにこれを行う。９月修了者については修士論文等提出の期限を７月末日とし、その
審査ならびに最終試験は８月末日までにこれを行う。

（学位論文の審査および最終試験について）
１）修士論文等の審査は、本研究科委員会において学位審査委員会を設けて行う。
２）学位審査委員会は、本研究科委員会において選出された教員３名以上の学位審査委
員（うち１名は主査）をもって組織する。
３）特定の課題についての研究の成果は、当該専門分野一般について、広範な学識と研
究能力を示すに足るものをもって合格とする。
４）修士論文は、当該専門分野における精深な学識と研究能力とを示すに足るものをも
って合格とする。
５）最終試験は、論文審査が終わった後、口頭で行う。ただし、筆答試問を併せて行う
ことができる。
６）最終試験は、学位論文の内容を中心とし、これと関連する学識と研究能力について
行う。
７）学位審査委員会は、修士論文等の審査ならびに最終試験の結果を本研究科委員会に
報告し、研究科委員会は学位を授与すべきか否かを審議決定する。
８）本研究科委員会は、学位の授与についての判定を学長に報告しなければならない。

（学位の授与について）
１）学長は前項第４号の報告に基づいて、学位を授与すべきものについては学位記を交
付して学位を授与し、また学位を授与できない者にはその旨を通知する。
２）修士の学位記は、学位規程様式第２による。
３）本研究科に２年以上在学し、所定の単位を修得し、本研究科において行う最終試験
に合格した者に、修士（教育ファシリテーション）の学位を授与する。

－ 272－─ 222 ─ ─ 223 ─
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学校心理士（補）資格認定の基礎資格（旧基準）について
（2010年度以前の入学者に適用）

大学院で下記７領域の科目14単位以上修得することで、「学校心理士（補）」の資格認定
のための基礎資格を取得することができる。なお、「学校心理士（補）」の資格認定は、学
校心理士認定運営機構がおこなう。なお、この基準による審査は2014年度（2015年３月31
日）までである。

資格認定の基礎資格取得のために修得すべき科目と本研究科授業科目

各科目とも、２単位ずつ計14単位以上を必修とする。

学校心理士（補）資格認定の基礎資格（新基準）について
（2011年度以降の入学者に適用）

2011年度以降の入学者は、新基準が適用され、大学院で下記８領域の科目および２つの
基礎実習を修得することで、「学校心理士（補）」の資格認定のための基礎資格を取得する
ことができる。なお、「学校心理士（補）」の資格認定は、学校心理士認定運営機構がおこ
なう。

（1）教育心理学に関する科目 学校教育心理学研究

（2）発達心理学に関する科目 発達心理学研究

（4）生徒指導・進路指導（実習を含む）に関する科目 キャリア・ガイダンス研究

（5）教育評価・心理検査（実習を含む）に関する科目 教育ファシリテーション評価研究
（2008～2010年度開講のみ対応）

（6）学校カウンセリング（実習を含む）に関する科目 カウンセリング実践研究

（7）障害児の教育と心理に関する科目 障害児教育実践研究

（3）臨床心理学に関する科目 臨床心理学研究
教育臨床研究

科目領域 新基準での科目 本専攻での対応科目

学校心理学
関連科目
８科目

基礎実習
２科目

学校心理学
教授・学習心理学
発達心理学
臨床心理学
心理教育的アセスメント
学校カウンセリング・コンサルテー
ション
特別支援教育

生徒指導・教育相談・キャリア教育

心理教育的アセスメント基礎実習
学校カウンセリング・コンサルテー
ション基礎実習

学校心理学研究
教育心理学研究
発達心理学研究
臨床心理学研究
心理アセスメント実践研究

学校カウンセリング実践研究

障害児教育実践研究
キャリア・ガイダンス研究
教育心理学研究Ⅰ
心理アセスメント実践研究

学校カウンセリング実践研究

─ 222 ─ ─ 223 ─
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新旧カリキュラム対照表（2008～2011年度入学者）
人間文化研究科教育ファシリテーション専攻履修要項の改正にともない開設された新カリキュラム科目

（2012年度以降入学した学生に適用）と、旧カリキュラム科目（2008年度から2011年度に入学した学生に
適用）との関係は、この新旧カリキュラム対照表のとおりです。

2008年度から2011年度に入学した学生は、新旧カリキュラム対照表に基づいて、新カリキュラムの科目
を履修することで単位の認定を受けることになります。
なお、各科目の開講状況については科目一覧で確認してください。

備　　　考

研究科共通科目

2008～2011年度入学者のカリキュラム
科目名称 単位数

キリスト教的人間論 ２
文化表象論 ２
人間と言語 ２
人間関係論 ２
文化資源学研究 ２

科目名称 単位数
キリスト教的人間論 ２
文化表象論 ２
人間と言語 ２
人間関係論 ２
文化資源学研究 ２

2012年度以降入学者のカリキュラム

備　　　考

専門科目

2008～2011年度入学者のカリキュラム
科目名称 単位数

教育ファシリテーション論 ２
教育ファシリテーション評価研究 ２
学校教育心理学研究 ２
発達心理学研究 ２
臨床心理学研究 ２
教育計画研究 ２
障害児教育実践研究 ２
教育臨床研究 ２
体験学習ファシリテーション基礎研究 ２
体験学習設計研究 ２
体験学習ファシリテーション応用研究 ２
グループ・ダイナミックス研究 ２
ファシリテーション研究（パーソナル・レベル） ２
ファシリテーション研究（グループ・レベル） ２
教育社会学研究 ２
カリキュラム研究 ２
キャリア・ガイダンス研究 ２
カウンセリング実践研究 ２
組織と集団のマネジメント研究 ２
身体技法研究 ２

科目名称 単位数
教育ファシリテーション論 ２
教育ファシリテーション評価研究 ２
教育心理学研究 ２
発達心理学研究 ２
臨床心理学研究 ２
旧科目のまま
障害児教育実践研究 ２
教育臨床研究 ２
体験学習ファシリテーション基礎研究 ２
体験学習設計研究 ２
体験学習ファシリテーション応用研究 ２
グループ・アプローチ研究 ２
ファシリテーション研究Ａ ２
ファシリテーション研究Ｂ ２
教育社会学研究 ２
カリキュラム研究 ２
キャリア・ガイダンス研究 ２
学校カウンセリング実践研究 ２
組織と集団のマネジメント研究 ２
身体技法研究 ２

2012年度以降入学者のカリキュラム

─ 224 ─ ─ 225 ─
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備　　　考

研究指導科目

2008～2011年度入学者のカリキュラム
科目名称 単位数

研究指導Ⅰ ２
研究指導Ⅱ ２
研究指導Ⅲ ２
研究指導Ⅳ ２

科目名称 単位数
研究指導Ⅰ ２
研究指導Ⅱ ２
研究指導Ⅲ ２
研究指導Ⅳ ２

2012年度以降入学者のカリキュラム
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新規履修可能科目（2008～2011年度入学者）
以下の科目は、入学時に配布した履修要項に記載されていませんが、2012年度カリキュラム改正にとも

ない、2008～2011年度入学者も履修可能となる科目です。以下の専門科目は教育ファシリテーション専攻
の［関連科目］として充当されます。
なお、各科目の開講状況については科目一覧で確認してください。

備　　　考

専門科目

科目名称 単位数
学校心理学研究 ２
心理アセスメント実践研究 ２

─ 226 ─ ─ 227 ─



－ 277－

（新旧カリキュラム対照表で「旧科目のまま」の科目のみ表示）

科目一覧（2008～2011年度入学者）

本年度不開講教育計画研究

専門科目

授　業
コード 授 業 科 目 開講形態 単

位
年
次 担 当 者 備 考

─ 226 ─ ─ 227 ─
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言

語

科

学

人 間 文 化 研 究 科

言語科学専攻

─ 268 ─ ─ 269 ─
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（1）博士前期課程
研究科共通科目

─ 270 ─ ─ 271 ─



人間文化研究科履修要項

［言語科学専攻］
１．博士前期課程

Ⅰ．授業の履修について（2008年度以降の入学者に適用）
（１）授業科目

人間文化研究科言語科学専攻博士前期課程における授業科目（研究科共通科目、専
門科目、研究指導科目）とその単位数は次のとおりとする。（ ）内は単位数。

（２）履修方法
ｌ）修士の学位を取得しようとする者は、本研究科博士前期課程に２年以上在学し、
所定の科目について30単位以上を修得しなければならない。ただし、在学期間に関
しては、特にすぐれた成績を修め、研究科委員会において承認を得た場合には、１
年以上在学すれば足りるものとする。
２）学生は入学後所定の期間内に言語学、日本語教育、英語教育の３領域から１つの
主領域を決定して指導教員を選び、履修指導全般および研究一般についてその指導
に従うものとする。

－ 321－
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専門科目

言語運用能力論（英語） （２）
言語学概論 （４）
コミュニケーション論 （２）
統語論概論 （２）
音韻論概論 （２）
言語理論研究Ａ （２）
日本語文法論Ａ （２）
英語文法論Ａ （２）
異文化コミュニケーション論 （２）
第二言語習得概論 （２）
日本語教育研究Ａ （２）
英語教育研究Ａ （２）
コミュニケーション教育研究Ａ （２）
言語習得論研究Ａ （２）

言語運用能力論（日本語） （２）
日本語教育概論 （４）

意味論概論 （２）
心理言語学概論 （２）
言語理論研究Ｂ （２）
日本語文法論Ｂ （２）
英語文法論Ｂ （２）

言語教育工学 （２）
日本語教育研究Ｂ （２）
英語教育研究Ｂ （２）
コミュニケーション教育研究Ｂ （２）
言語習得論研究Ｂ （２）

研究科共通科目

キリスト教的人間論 （２）
人間と言語 （２）
文化資源学研究 （２）

文化表象論 （２）
人間関係論 （２）

研究指導科目

研究指導Ｉ （２）
研究指導Ⅲ （２）

研究指導Ⅱ （２）
研究指導Ⅳ （２）

－ 233－

（1）博士前期課程
研究科共通科目
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３）博士前期課程の必要修得単位は30単位とし、研究指導科目８単位を必修とする。
４）研究科共通科目のうちから２科目４単位を必修選択科目として修得しなければな
らない。
５）必要単位数を超えて修得した研究科共通科目を所定の単位に充当させることがで
きる。
６）本研究科委員会が当該学生の研究上特に必要と認めた場合に限り、学生が本学の
他研究科あるいは本研究科の他専攻において修得した科目を所定の単位数に充当さ
せることができる。
７）本研究科委員会が教育上有益と認めるときは、学生が他大学の大学院（外国の大
学院を含む）において修得した単位を本学大学院において修得したものとみなすこ
とができる。
外国の大学の大学院において修得した授業科目（単位を付与されない場合）につ

いては、試験によって本学大学院の単位を修得したものとみなすことができる。
８）本研究科委員会が教育上有益と認めるときは、学生が本学大学院に入学する前に
大学院において修得した単位を本学大学院において修得したものとみなすことがで
きる。
９）必要単位数を超えて修得した研究科共通科目の修得単位及び他の専攻、研究科、
大学院における修得単位および入学前の大学院における修得単位は、併せて10単位
を超えない範囲で所定の単位に充当させることができる。

－ 322－

科目群
研究科共通科目
専門科目 18単位18単位以上

履修要件
２科目４単位以上

必要単位数
４単位

研究指導科目 ・研究指導Ｉ～Ⅳ
４科目８単位以上

８単位

修了に必要な単位数 30単位
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Ⅱ．試験について
１）本学大学院における正規の授業を受け、所定の授業科目を履修した者に対しては毎
学期末に試験を行う。ただし、本研究科委員会において平常成績をもって試験の成績
に代えることを認めた授業科目については、この限りではない。
２）履修科目に関する試験の方法は、本研究科委員会が決定する。
３）試験の成績は、秀・優・良・可・不可の５種とし、秀・優・良・可を合格として単
位を与え、不可を不合格とする。
４）外国語に関する学力の検定は、各専攻の定める１言語又はそれ以上について行う。
外国語検定の申請は、学位規程様式第８による。
５）外国語に関する学力の検定は、研究科委員会において、大学院入学試験時に行う。
ただし、各専攻課程の決定により、前年又はそれ以前に実施した入学試験のうち、外
国語に関する部分をもってこれに代えることができる。この場合は、外国語検定申請
書は提出する必要はない。

Ⅲ．課程の修了と学位授与
（課程の修了について）
１）博士前期課程の最長在学年限を４カ年とする。

ただし、特別の理由のある者に対しては、本研究科委員会の議を経て、更に１カ年
延長することができる。
２）所定の年限在学して、所定の単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、修
士論文または特定の課題についての研究の成果（以下、「修士論文等」という）の審査
及び最終試験に合格したときをもって課程を修了したものとする。

（学位論文の提出について）
１）修士論文等は、研究指導４単位を含む16単位以上修得した者が、予め計画書ならび
に研究計画書（以下、学位論文計画書等という）を提出した上でなければ、これを提
出することができない。
２）学位論文計画書等は、６月20日（９月修了の場合は12月20日）までに指導教員の承認
を得て提出しなければならない。春学期休学者は、学位論文計画書等を９月30日（秋学
期休学者は、４月15日）までに教務課に提出しなければならない。
３）学位論文計画書等は、学位規程様式第７による。
４）学位論文計画書等を提出した者が修士論文等を期日に提出せず、次学期以降に修士
論文等を提出する場合は、学位論文計画書等を再提出しなければならない。３月修了
予定者が学位論文提出を中止し、９月修了を希望する場合は４月15日、９月修了予定
者が学位論文提出を中止し、３月修了を希望する場合は９月30日までに教務課に再提出
しなければならない。
５）学位論文計画書は、研究審査委員会の承認を受けなければならない。研究審査委員
会から指摘または修正の指示を受けた学位論文計画書の再提出の期限は、研究科長が
個別に指定する。
６）修士論文等は、１編３部および要旨３部を教務課を経て、研究科委員会に提出する
ものとする。ただし、参考として他の論文を添付することができる。
７）修士論文の表紙は学位規程様式第５による。
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８）修士論文等提出の期限は、１月20日とし、その審査ならびに最終試験は２月末日ま
でにこれを行う。９月修了者については修士論文等提出の期限は７月末日とし、その
審査ならびに最終試験は８月末日までにこれを行う。

（学位論文の審査および最終試験について）
１）修士論文等の審査は、本研究科委員会において学位審査委員会を設けて行う。
２）学位審査委員会は、本研究科委員会において選出された教員３名以上の学位審査委
員（うち１名は主査）をもって組織する。
３）特定の課題についての研究の成果は、当該専門分野一般について、広範な学識と研
究能力を示すに足るものをもって合格とする。
４）修士論文は、当該専門分野における精深な学識と研究能力とを示すに足るものをも
って合格とする。
５）最終試験は、論文審査が終わった後、口頭で行う。ただし、筆答試問を併せて行う
ことができる。
６）最終試験は、学位論文の内容を中心とし、これと関連する学識と研究能力について
行う。
７）学位審査委員会は、修士論文等の審査ならびに最終試験の結果を本研究科委員会に
報告し、研究科委員会は学位を授与すべきか否かを審議決定する。
８）本研究科委員会は、学位の授与についての判定を学長に報告しなければならない。

（学位の授与について）
１）学長は前項第４号の報告に基づいて、学位を授与すべきものについては学位記を交
付して学位を授与し、また学位を授与できない者にはその旨を通知する。
２）修士の学位記は、学位規程様式第２による。
３）本研究科に２年以上在学し、所定の単位を修得し、本研究科において行う最終試験
に合格した者に、修士（言語科学）の学位を授与する。

Ⅳ．副領域制度について（2006年度以降入学した学生から適用）
主領域以外の科目を一定程度修得し、第二の領域においても専門的知識を有するに至

った者に対して、そのことを証するために「副領域履修証明書」を発行する。
１）以下に示す「副領域履修要項」に従って副領域の科目を８単位以上修得（見込みを
含む）した学生で、副領域履修証明書の発行を希望する者は、最終学期の２週目まで
に教務課に申請書を提出する。
２）「副領域履修要項」に従って副領域の科目を修得し、研究科委員会で認められた者に
対して、課程修了時に副領域履修証明書を発行する。また、修了後においても本人の
求めに応じて副領域履修証明書を発行する。
３）副領域履修証明書には、学位名に加えて主領域と修得した副領域を記すものとする。

－ 324－─ 274 ─ ─ 275 ─



－ 325－

言

語

科

学

主領域

副領域履修要項（2008年度以降の入学者に適用）

「日本語教育概論」に加え「副領域履修に関係する科目一覧」
のうち☆を付された科目から２科目以上（外国人留学生の場
合は☆１を付された科目を含めることが出来る）
「英語教育研究Ａ、Ｂに加え「副領域履修に関係する科目一覧」
のうち○を付された科目から２科目以上
「言語学概論」に加え「副領域履修に関係する科目一覧」のう
ち◇を付された科目から２科目以上
「英語教育研究Ａ、Ｂ」に加え「副領域履修に関係する科目一
覧」のうち○を付された科目から２科目以上
「言語学概論」に加え「副領域履修に関係する科目一覧」から
◇を付された科目２科目以上
「日本語教育概論」に加え「副領域履修に関係する科目一覧」
のうち☆を付された科目から２科目以上（外国人留学生の場
合は☆１を付された科目を含めることが出来る）

日本語教育

英語教育

言語学

英語教育

言語学

日本語教育

言語学

日本語教育

英語教育

副領域 副領域科目
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副領域履修に関係する科目一覧（2008年度以降の入学者に適用）

★、●、◆は各副領域の必須科目

言語学

日
本
語
教
育

英
語
教
育

言
語
学

英
語
教
育

言
語
学

日
本
語
教
育

日本語教育 英語教育 単位数

○ ○ 言語運用能力論（英語） ２

☆１ ☆１ 言語運用能力論（日本語） ２

◆ ◆ 言語学概論 ４

★ ★ 日本語教育概論 ４

◇ ◇ 統語論概論 ２

◇ ◇ 意味論概論 ２

◇ ◇ 音韻論概論 ２

◇ ◇ 心理言語学概論 ２

◇ ◇ 言語理論研究Ａ ２

☆ ☆ 日本語文法論Ａ ２

☆ ◇ ◇ ☆ 日本語文法論Ｂ ２

○ ○ 英語文法論Ａ ２

○ ◇ ○ ◇ 英語文法論Ｂ ２

☆ ○ 第二言語習得概論 ２

☆ ○ 言語教育工学 ２

☆ ☆ 日本語教育研究Ａ ２

☆ ☆ 日本語教育研究Ｂ ２

● ● 英語教育研究Ａ ２

● ● 英語教育研究Ｂ ２

☆ ○ 言語習得論研究Ａ ２

☆ ○ 言語習得論研究Ｂ ２
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２．博士後期課程

Ⅰ．授業の履修について
（１）授業科目

人間文化研究科言語科学専攻博士後期課程における授業科目（専門科目、研究指導
科目）とその単位数は次のとおりとする。（ ）内は単位数。

（２）履修方法
１）学生は入学後所定の期間内に主たる領域に基づいて指導教授を選び、科目の選択、
論文の作成および研究全般についてその指導に従うものとする。
２）博士後期課程の必要修得単位は18単位とし、研究指導科目12単位を必修とする。

３）標準修業年限は３年を原則とする。ただし、入学時に、修士課程修了後の研究業
績により、１年次の研究指導科目（研究指導Ⅰ～Ⅱ）の単位認定を受けた者につい
ては、標準修業年限を２年とする。また、特に優れた研究業績を上げた者について
は、入学時に研究指導Ⅰ～Ⅱの単位認定を受けていない場合でも、２年以上在学す
れば足りるものとする。
４）本研究科委員会が教育上有益と認めるときは、学生が他大学の大学院（外国の大
学院を含む）において修得した単位を、10単位を上限として本学大学院において修
得したものとみなすことができる。
外国の大学の大学院において修得した授業科目（単位を付与されない場合）につ

いては、試験によって本学大学院の単位を修得したものとみなすことができる。

Ⅱ．試験について
１）本学大学院における正規の授業を受け、所定の授業科目を履修した者に対しては毎
学期末に試験を行う。ただし、本研究科委員会において平常成績をもって試験の成績
に代えることを認めた授業科目については、この限りではない。
２）履修科目に関する試験の方法については、本研究科委員会が決定する。
３）試験の成績は、秀・優・良・可・不可の５種とし、秀・優・良・可を合格として単
位を与え、不可を不合格とする。
４）外国語に関する学力の検定は、１言語（英語）について行う。外国語検定の申請は、

研究指導科目

研究指導Ⅰ （２）
研究指導Ⅲ （２）
研究指導Ⅴ （２）

研究指導Ⅱ （２）
研究指導Ⅳ （２）
研究指導Ⅵ （２）

専門科目

言語科学特殊研究（言語理論）Ａ （２）
言語科学特殊研究（言語表現論）Ａ （２）
言語科学特殊研究（言語習得論）Ａ （２）

言語科学特殊研究（言語理論）Ｂ （２）
言語科学特殊研究（言語表現論）Ｂ （２）
言語科学特殊研究（言語習得論）Ｂ （２）

修了に必要な単位数

〈科目群〉 〈履修要件〉 〈必要単位数〉
専門科目
研究指導科目

・３科目６単位以上
・６科目12単位（研究指導Ⅰ～Ⅵ）

６単位
12単位
18単位
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学位規程様式第８による。
５）外国語に関する学力の検定は、研究科委員会において、大学院入学試験時に行う。
ただし、各専攻課程の決定により、前年又はそれ以前に実施した入学試験のうち、外
国語に関する部分をもってこれに代えることができる。この場合は、外国語検定申請
書は提出する必要はない。

Ⅲ．課程の修了と学位授与
（課程の修了について）
１）博士後期課程の最長在学年限を６カ年とする。
２）所定の年限以上在学して、外国語（英語）に関する学力検定試験に合格し、所定の
単位を修得し、かつ必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格
したときをもって課程を修了したものとする。
３）所定の年限以上在学して、必修科目を含めて18単位以上を修得し、かつ必要な研究
指導を受け退学した者は、満期退学証明書の交付を受けることができる。

（課程修了による学位）
１）博士論文は、研究指導８単位および専門科目４単位を含む12単位以上を修得し、外
国語（英語）に関する学力検定および博士論文提出資格審査に合格した者が、予め学
位論文計画書を提出した上でなければ、これを提出することができない。
２）博士論文提出資格審査は、遅くとも博士論文を提出しようとする学期の直前の学期
に行い、博士論文提出資格論文提出後６週間以内に実施する口述試験をもってその合
否を決定する。
３）博士論文提出資格論文は、春学期に博士論文提出資格審査を受ける場合は４月15日
までに、秋学期に同審査を受ける場合には１月31日までに指導教員の承認を得て提出
しなければならない。
４）学位論文計画書等は、６月20日（９月修了の場合は12月20日）までに指導教員の承
認を得て提出しなければならない。春学期休学者は、学位論文計画書等を９月30日（秋
学期休学者は、４月15日）までに教務課に提出しなければならない。
５）学位論文計画書は、学位規程様式第７による。
６）学位論文計画書等を提出した者が博士論文を期日に提出せず、次学期以降に博士論
文を提出する場合は、学位論文計画書を再提出しなければならない。３月修了予定者
が学位論文提出を中止し、９月修了を希望する場合は４月15日、９月修了予定者が学
位論文提出を中止し、３月修了を希望する場合は９月30日までに教務課に再提出しなけ
ればならない。
７）学位論文計画書は、研究審査委員会の承認を受けなければならない。研究審査委員
会から指摘または修正の指示を受けた学位論文計画書の再提出の期限は、研究科長が
個別に指定する。
８）博士論文は、１編５部および要旨５部を教務課、研究科委員会を経て学長に提出す
る。ただし、参考として他の論文を添付することができる。
９）博士論文審査のため必要があるときは、提出論文の部数を増し、参考資料または訳
文その他を提出させることがある。

10）学位論文は、学位申請書、論文要旨および履歴書とともに提出しなければならない。
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11）学位申請書は、学位規程様式第６による。
12）３月に課程を修了する者は、１月20日までに博士論文を提出しなければならない。
その審査ならびに最終試験は２月末日までにこれを行う。９月修了者については、博
士論文提出の期限は７月末日とし、その審査ならびに最終試験は８月末日までにこれ
を行う。

（論文提出による学位）
本学大学院の博士後期課程を経ないで博士の学位を得ようとするときの論文の提出方

法、論文の審査と最終試験の実施方法は、本学学位規程と内規による。

（論文審査、最終試験および学位の授与）
１）博士論文の審査と最終試験は、研究科委員会において選出された３名以上の審査委
員（内１名は主査）が構成する学位審査委員会がこれを行う。最終試験は、論文審査
が終った後、博士論文の内容を中心として、これに関連する学識と研究能力について、
口頭で行う。ただし、筆答試験を併せて行うことができる。
２）最終試験の日程および方法については、指導教授を通じて指示される。
３）博士論文は、専攻分野について研究者として自立して研究活動を行うに必要な高度の
研究能力およびその基礎となる豊かな学識を証示するに足るものをもって合格とする。
４）学長は、学位審査委員会の報告に基づいて、学位を授与すべき者には学位記を交付
して博士（言語科学）の学位を授与し、また学位を授与できない者には、その旨通知
する。
５）博士の学位記は、学位規程様式第２による。
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国際地域文化研究科国際地域文化専攻履修要項

１．博士前期課程
1 授業科目

国際地域文化研究科国際地域文化専攻博士前期課程における専攻科目（基礎科目、専
門科目、演習科目）とその単位数は次のとおりとする。（ ）内は単位数。
ただし、１週１時間15週の講義又は演習をもって１単位とする。

専門科目

［アメリカ研究領域］
アメリカ文化研究 （２）
英語圏文学研究 （２）
アメリカ民族集団・人種関係研究 （２）
アメリカ経済研究 （２）
日米関係研究 （２）
アメリカ特殊研究 （２）
英語表現研究Ⅱ （２）
［スペイン・ラテンアメリカ研究領域］
スペイン文化研究 （２）
スペイン文学研究 （２）
ラテンアメリカ文化研究 （２）
ラテンアメリカ政治研究 （２）
ブラジル社会・経済研究 （２）
スペイン語表現研究Ⅰ （２）
［アジア・日本研究領域］
アジア・日本文化交流研究 （２）
アジア・日本国際関係研究 （２）
近代日本歴史社会研究 （２）
現代中国社会研究 （２）
東南アジア社会研究 （２）
アジア・日本特殊研究 （２）
中国語表現研究Ⅱ （２）

アメリカ思想・宗教研究 （２）
アメリカ歴史社会研究 （２）
アメリカ政治社会研究 （２）
アメリカ外交研究 （２）
日米比較社会研究 （２）
英語表現研究Ⅰ （２）

スペイン思想研究 （２）
スペイン語圏言語研究 （２）
ラテンアメリカ社会研究 （２）
ラテンアメリカ経済研究 （２）
スペイン・ラテンアメリカ特殊研究（２）
スペイン語表現研究Ⅱ （２）

アジア・日本歴史関係研究 （２）
現代日本社会研究 （２）
近現代日本文学研究 （２）
現代中国文学研究 （２）
東南アジア文化研究 （２）
中国語表現研究Ⅰ （２）

基礎科目

地域研究方法論 （２）
国際関係論 （２）
国際地域文化プロジェクト研究 （２）

国際文化論 （２）
国際交流・協力論 （２）

演習科目

国際地域文化課題演習Ⅰ（文化と思想）（２）
国際地域文化課題演習Ⅰ（国際関係）（２）
国際地域文化課題演習Ⅱ（文化と思想）（２）
国際地域文化課題演習Ⅱ（国際関係）（２）
研究指導Ⅰ （２）
研究指導Ⅲ （２）

国際地域文化課題演習Ⅰ（歴史と社会）（２）

国際地域文化課題演習Ⅱ（歴史と社会）（２）

研究指導Ⅱ （２）
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2 履修方法
１）修士の学位を取得しようとする者は、本学大学院の博士前期課程に２年以上在学し、
所定の科目について30単位以上を修得しなければならない。
２）学生は演習科目として「国際地域文化課題演習Ⅰ・Ⅱ」４単位および「研究指導
Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」６単位を修得し、修士論文作成のため「研究指導」担当者による研究指
導を受けなければならない。なお学生が履修する「研究指導」に基づいて、アメリカ
研究領域､スペイン・ラテンアメリカ研究領域、アジア・日本研究領域の３領域のうち
１領域を学生の主要研究領域とする。
３）基礎科目は、「地域研究方法論」および「国際文化論」を含み、６単位以上修得しな
ければならない。
４）専門科目は、主要研究領域から10単位、その他の領域から４単位、計14単位以上修
得しなければならない。
５）本研究科委員会が研究上有益と認めるときは、学生が本学の他の研究科、他大学の
大学院（外国の大学院を含む）および入学前の大学院において修得した単位を、８単
位を限度として専門科目の単位数に充当することができる。（専門科目主領域への充当
については研究科科目修得単位の振替認定に関する内規を参照のこと。）

3 試験、課程の修了
１）所定の授業科目を履修した者に対しては試験を行う。

ただし、本研究科委員会において平常成績をもって試験の成績に代えることを認め
た授業科目については、この限りでない。
２）履修科目に関する試験の方法については、本研究科委員会が決定する。
３）試験の成績は、秀・優・良・可・不可の５種とし、秀・優・良・可を合格として単
位を与え、不可を不合格とする。
４）博士前期課程の最長在学年限を４カ年とする。

ただし、特別の理由のある者に対しては、本研究科委員会の議を経て、更に１カ年
延長することができる。
５）所定の年限在学して、所定の単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、修
士論文の審査及び最終試験に合格したときをもって課程を修了したものとする。

4 学位及びその授与
Ａ．修士論文提出の方法
１）本研究科各専攻博士前期課程に１年以上在学し、16単位以上取得した者が、予め
論文の主題とその研究計画書（以下、学位論文計画書等という）を指導教員の承認
を得て各専攻主任に提出する。
２）学位論文計画書等は、６月20日（９月修了を希望する場合は12月20日）までに指
導教員の承認を得て提出しなければならない。春学期休学者は、学位論文計画書等
を９月30日（秋学期休学者で９月修了を希望する場合は、４月15日）までに教務課
に提出しなければならない。
３）学位論文計画書を提出した者が修士論文を期日までに提出せず、次学期以降に修
士論文を提出する場合は、学位論文計画書を再提出しなければならない。３月修了
予定者が学位論文提出を中止し、９月修了を希望する場合は４月15日、９月修了予
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定者が学位論文提出を中止し、３月修了を希望する場合は９月30日までに教務課に
再提出しなければならない。
４）学位論文計画書等は、学位規程様式第７による。
５）学位論文計画書は、研究審査委員会の承認を受けなければならない。研究審査委
員会から指摘または修正の指示を受けた学位論文計画書の再提出の期限は、研究科
長が個別に指定する。
６）修士論文は、１編３部および要旨３部を教務課を経て、研究科委員会に提出する
ものとする。
７）修士論文等の表紙は、学位規程様式第５による。
８）学位論文審査のため必要があるときは、提出論文の部数を増し、参考資料又は訳
文その他を提出させることがある。
９）修士論文等の提出時期は、１月20日までとし、その審査並びに最終試験は２月末
日までにこれを行う。

Ｂ．修士論文の審査及び最終試験実施方法
１）修士論文の審査は、本研究科委員会において学位審査委員会を設けて行う。
２）審査委員会は、本研究科委員会において選出された教員３名以上の学位審査委員
会（内１名は主査）をもって組織する。
３）最終試験は、論文審査が終った後、口頭で行う。ただし、筆答試問を併せて行う
ことができる。
４）最終試験は、学位論文等の内容を中心とし、これと関連する学識と研究能力につ
いて行う。

Ｃ．学位の授与の判定
１）修士論文の当該専門分野における精深な学識と研究能力とを示すに足るものをも
って合格とする。
２）学位審査委員会は、修士論文の審査並びに最終試験の結果を本研究科委員会に報
告し、研究科委員会は学位を授与すべきか否かを審議決定する。
３）学位授与を行うには、本研究科委員会委員全員（海外旅行中又は休職中の者を除
く）の３分の２以上が出席し、無記名投票により、その３分の２以上の賛成を必要
とする。
４）本研究科委員会は、学位の授与についての判定を学長に報告しなければならない。
Ｄ．学位の授与
１）学長は前項第４号の報告に基づいて、学位を授与すべき者については学位記を交
付して学位を授与し、また学位を授与できない者にはその旨を通知する。
２）修士の学位記は、学位規程様式第２による。
３）本研究科に２年以上在学し、所定の単位を修得し、本研究科において行う最終試
験に合格した者に、修士（地域研究）の学位を授与する。
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研究科科目修得単位の振替認定に関する内規

１．振替認定の方法
１） 基礎科目あるいは「国際地域文化課題演習」科目についての専門科目への振替認
定について基礎科目あるいは「国際地域文化課題演習」科目について必要単位数を
超えて修得した場合、これを専門科目の単位として認定することができる。ただし、
専門科目のうち主要研究領域あるいはその他の領域のいずれの単位として認定する
かは、学生の申請に基づき研究科が決定する。
２） 特定の専門科目についての他領域専門科目への振替認定についてアメリカ研究領
域で開講されている専門科目「日米関係研究」および「日米比較社会研究」として
修得した単位をアジア・日本研究領域の専門科目の単位数に充当することができる。
３） 上記１），２）ならびに他研究科、他大学における大学院における修得単位を含
め、専門科目のうち主要研究領域に充当できる単位は4単位までを限度とする。

２．振替認定手続き
１） 研究科科目の振替認定を希望する院生は、教務課を経て研究科宛に「国際地域文
化研究科振替科目登録届」を提出する。振替認定の申請にあたっては、指導教員の
承認を必要とする。
２） 提出された上記の届に基づき、研究科委員会で審議のうえ、最終的に単位の振替
を行う。

付　　則
この内規は、2007年４月１日から適用する。
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２．博士後期課程
Ⅰ．授業の履修について

1 授業科目
国際地域文化研究科国際地域文化専攻博士後期課程における授業科目（専門科目、研

究指導科目）とその単位数は次のとおりとする。（）内は単位数。

2 履修方法
１）学生は入学後所定の期間内に主たる領域に基づいて指導教員を選び、科目の選択、論
文の作成および研究全般についてその指導に従うものとする。
２）博士後期課程の必要修得単位は18単位とし、研究指導科目12単位を必修とする。

３）標準修業年限は３年を原則とする。
４）本研究科委員会が教育上有益と認めるときは、学生が他大学の大学院（外国の大学院
を含む）において修得した単位を、10単位を上限として本学大学院において修得したも
のとみなすことができる。 外国の大学の大学院において修得した授業科目（単位を付与
されない場合）については、試験によって本学大学院の単位を修得したものとみなすこ
とができる。

Ⅱ．試験について
1本学大学院における正規の授業を受け、所定の授業科目を履修した者に対しては毎学期
末に試験を行う。ただし、本研究科委員会において平常成績をもって試験の成績に代え
ることを認めた授業科目については、この限りではない。

2履修科目に関する試験の方法については、本研究科委員会が決定する。
3試験の成績は、秀・優・良・可・不可の５種とし、秀・優・良・可を合格として単位を
与え、不可を不合格とする。

4博士論文を提出するには、外国語に関する学力検定（１言語）に合格しなければならな
い。外国語検定の申請は、学位規程様式第８による。

5外国語に関する学力検定は、研究科委員会において、大学院入学試験時に行う。ただし、
研究科の決定により、前年またはそれ以前に実施した入学試験のうち、外国語に関する

研究指導科目

専門科目

文化史Ａ（文化交流史研究）（２）
文学論Ａ（文学・文化研究）（２）
エスニシティ研究Ａ（人種・
民族研究）（２）

文化史Ｂ（近現代史研究）（２）
文学論Ｂ（文学研究）（２）
エスニシティ研究Ｂ（宗教・
社会研究）（２）

文化史Ｃ（物質文化研究）（２）
文学論Ｃ（演劇研究）（２）
エスニシティ研究Ｃ（多民
族社会研究）（２）

研究指導Ⅰ（２）
研究指導Ⅳ（２）

研究指導Ⅱ（２）
研究指導Ⅴ（２）

研究指導Ⅲ（２）
研究指導Ⅵ（２）

〈履修要件〉

・３科目６単位以上

・６科目12単位（研究指導Ⅰ～Ⅵ）

〈科目群〉

専門科目

研究指導科目

修了に必要な単位数

〈必要単位数〉

６単位

12単位

18単位
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部分をもって、これに代えることができる。また、当該研究科委員会が学歴、業績等に
より学力の確認を行ない得ると認めたときは、 試験の全部または一部を免除することが
できる。

Ⅲ．課程の修了と学位授与
（課程の修了について）
1博士後期課程の最長在学年限を６カ年とする。
2所定の年限以上在学して、外国語に関する学力検定試験に合格し、所定の単位を修得し、
かつ必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格したときをもって
課程を修了したものとする。

3所定の年限以上在学して、必修科目を含めて18単位以上を修得し、かつ必要な研究指導
を受け退学した者は、満期退学証明書の交付を受けることができる。

（課程修了による学位）
1博士論文は、研究指導８単位および専門科目４単位を含む12単位以上を修得し、外国語
に関する学力検定に合格した者が、予め学位論文計画書を提出した上でなければ、これ
を提出することができない。なお、研究指導Ⅴ終了時までに、２編以上の論文が公刊さ
れていなければならない（ただし、修士論文もこれに含めることができる）。

2学位論文計画書は、６月20日（９月修了を希望する場合は12月20日）までに指導教員の
承認を得て提出しなければならない。 春学期休学者は、学位論文計画書等を９月30日
（秋学期休学者で９月修了を希望する場合は、４月15日）までに教務課に提出しなければ
ならない。

3学位論文計画書は、学位規程様式第７による。
4学位論文計画書を提出した者が博士論文を期日までに提出せず、次学期以降に博士論文
を提出する場合は、学位論文計画書を再提出しなければならない。３月修了予定者が学
位論文提出を中止し、９月修了を希望する場合は４月15日、９月修了予定者が学位論文
提出を中止し、３月修了を希望する場合は９月30日までに教務課に再提出しなければな
らない。

5学位論文計画書は、研究審査委員会の承認を受けなければならない。研究審査委員会か
ら指摘または修正の指示を受けた学位論文計画書の再提出の期限は、研究科長が個別に
指定する。

6博士論文は、１編５部および要旨５部を教務課、研究科委員会を経て学長に提出する。
ただし、参考として他の論文を添付することができる。

7博士論文審査のため必要があるときは、提出論文の部数を増し、参考資料または訳文そ
の他を提出させることがある。

8学位論文は、学位申請書、論文要旨および履歴書とともに提出しなければならない。
9学位申請書は、学位規程様式第６による。
¡0３月に課程を修了する者は、１月20日までに博士論文を提出しなければならない。その
審査ならびに最終試験は２月末日までにこれを行う。９月修了者については、博士論文
提出の期限は７月末日までとし、その審査ならびに最終試験は８月末日までにこれを行
う。
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（論文提出による学位）
本学大学院の博士後期課程を経ないで博士の学位を得ようとするときの論文の提出方法、
論文の審査と最終試験の実施方法は、本学学位規程と内規による。

（論文審査、最終試験および学位の授与）
1博士論文の審査と最終試験は、研究科委員会において選出された３名以上の審査委員
（内１名は主査）が構成する学位審査委員会がこれを行う。最終試験は、論文審査が終わ
った後、博士論文の内容を中心として、これに関連する学識と研究能力について、口頭
で行う。ただし、筆答試験を併せて行うことができる。

2最終試験の日程および方法については、指導教員を通じて指示される。
3博士論文は、専攻分野について研究者として自立して研究活動を行う、または、その他
の高度な専門的業務に従事するのに必要な研究能力を有することを示すものをもって合
格とする。

4学長は、学位審査委員会の報告に基づいて、学位を授与すべき者には学位記を交付して
博士（地域研究）の学位を授与し、また学位を授与できない者には、その旨通知する。

5博士の学位記は、学位規程様式第２による。
6学位審査を通過し、学位を授与した博士論文については、副本を図書館に寄贈するとと
もに、国際地域文化研究科のＨＰで論文の要旨および審査結果を公開する。
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単位授業科目単位授業科目

経済学研究科経済学専攻履修要項

１．博士前期課程
（１）授業科目

経済学研究科経済学専攻博士前期課程における授業科目およびその単位数は次のと
おりとし、授業科目は、「専攻科目」「基礎科目」「テーマ科目」および「研究指導科目」
に区分される。
ただし、１週１時間15週の講義又は研究指導をもって１単位とする。

－ 561－
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専　攻　科　目
ミクロ経済学
マクロ経済学
理論経済学
情報経済学
計量経済分析
経済統計分析
データ解析
多変量解析
情報システム分析
財政学
金融論
国際経済学
開発経済学
国際金融論
国際経済政策論
労働経済学
社会保障研究
消費社会論
経済学史研究
西洋経済史研究
日本経済史研究
租税法研究
法人税法研究

基　礎　科　目
経済分析とプレゼンテーションの技法Ａ
経済分析とプレゼンテーションの技法Ｂ
経済予測の手法と実践Ａ
経済予測の手法と実践Ｂ
経済分析のための数学Ａ
経済分析のための数学Ｂ
経済政策の基礎Ａ
経済政策の基礎Ｂ
日本と西欧の経済史Ａ

日本と西欧の経済史Ｂ
経済と社会Ａ
経済と社会Ｂ

テ　ー　マ　科　目
統計データで見る世界経済Ａ
統計データで見る世界経済Ｂ
日本経済の現状分析Ａ
日本経済の現状分析Ｂ
日本の通商政策Ａ
日本の通商政策Ｂ
アジアの経済発展と日本Ａ
アジアの経済発展と日本Ｂ
現代社会の理論と分析Ａ
現代社会の理論と分析Ｂ
仕事と社会保障Ａ
仕事と社会保障Ｂ
少子高齢社会の財政と年金Ａ
少子高齢社会の財政と年金Ｂ
人間の尊厳と経済思想Ａ
人間の尊厳と経済思想Ｂ
租税の経済分析Ａ
租税の経済分析Ｂ
特別テーマ講義（経済分析）Ａ
特別テーマ講義（経済分析）Ｂ
特別テーマ講義（経済政策）Ａ
特別テーマ講義（経済政策）Ｂ
特別テーマ講義（経済思想・歴史）Ａ
特別テーマ講義（経済思想・歴史）Ｂ

研 究 指 導 科 目
演習
研究指導

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

2
2
2
2
2
2
2
2
2

2
2
2

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

4
4
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（２）履修方法・試験・課程修了
１）専攻科目の中から専修すべき科目「専修科目」を決定し、この科目の研究指導
科目を担当する教授を指導教授とする。なお、「長期在学コース」の学生は、１年
次においては、専攻主任を指導教授とし、また２年次始めに「専修科目」を決定
することとする。
２）すべての学生は、専攻科目のうちから専修科目を含めての講義８単位、指導教
授の担当する演習４単位、研究指導４単位を必ず修得しなければならない。
３）演習と研究指導の履修については、「課程専修コース」の学生はそれぞれ１年次
と２年次に、「長期在学コース」の学生は２年次と３年次とする。また、「社会人
１年コース」は１年次に演習と研究指導を同時に登録履修することとする。ただ
し、「社会人１年コース」の学生を除いて、演習と研究指導の同時履修は認められ
ない。
４）「社会人１年コース」の学生が、「課程専修コース」へコース変更した場合は、
２年次において、「専攻科目」から４単位以上履修しなければならない。
５）１年間に登録できる授業科目の単位数の上限は、「課程専修コース」では24単位、
「長期在学コース」は14単位とする。なお、この限度を超えて登録を希望する場合
には、自由科目として履修することができる。ただし、「自由科目」は課程の修了
のために必要な単位数には算入されない。
６）専修科目以外の授業科目の履修選択、論文の作成、研究一般については、指導
教授の指導を受けなければならない。
７）指導教授が研究上特に必要と認めた場合に限り、他研究科の授業科目を修了に
必要な単位として８単位を限度に「テーマ科目」として履修することができる。
また、この限度を超えて履修を希望する場合には、「自由科目」として履修するこ
とができる。
８）指導教授が、本研究科博士前期課程での勉学のためには、より一層の経済学の
基礎知識習得が必要であると考える学生に対しては、「自由科目」として経済学部
の授業科目の履修を指導する。
９）修士の学位を取得しようとする学生は、「課程専修コース」の学生は２年以上、
「社会人１年コース」の学生は１年以上、「長期在学コース」では３年以上、それ
ぞれ本研究科博士前期課程に在学し、所定の授業科目について、30単位以上取得
しなければならない。

10）授業科目を履修した学生に対して、試験を行う。試験の成績は、秀・優・良・
可・不可の５種とし、秀・優・良・可を合格として所定の単位を与え、不可を不合
格とする。

11）教育上有益と考えられる場合には、他大学の大学院（外国の大学院を含む）で
の授業科目の履修を認め、それにより修得した単位を10単位まで課程修了に必要
な単位として認めることができる。

12）「社会人１年コース」の学生で、春学期の成績および勉学の進捗状況により、指
導教員が１年での課程修了が困難であると判断し、また学生が１年を超えて在学
を希望する場合には、研究科委員会の議を経て、「課程専修コース」へのコース変
更を行うことができる。

13）博士前期課程の最長在学年限は、「課程専修コース」は４年とする。ただし、特
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別な理由がある者に対しては、研究科委員会の議を経て、更に１年延長すること
ができる。「社会人１年コース」から「課程専修コース」へ変更した学生の最長在
学年限は、「課程専修コース」の基準を適用するが、特別な理由による延長は認め
ない。「長期在学コース」の最長在学年限は、６年とする。

14）本研究科博士前期課程の修了要件は、所定の年限以上在学して、所定の単位を
修得し、かつ必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査および最終試験に合格する
こととする。

15）願いにより退学した者が、退学してから５年以内に再入学を申し出た場合、研
究科委員会が適当と認めたときには、これを許可する。この場合、その在学年数
は、通算して、「課程専修コース」において４年を、「長期在学コース」において
は６年を超えることはできない。

（３）学位論文提出および学位授与
（a）修士論文の提出方法
１）「課程専修コース」および「長期在学コース」の学生で、修士論文を提出しよう
とする者は、その前年度までに、本研究科博士前期課程に「課程専修コース」で
は１年以上在学し、「演習」４単位を含めて合計６単位以上、「長期在学コース」
では２年以上在学し、「演習」４単位を含めて合計16単位以上を修得していなけれ
ばならない。
２）当該年度にはじめて修士論文を提出しようとする学生は、その年度内に休学す
ることはできない。
３）当該年度に修士論文を提出しようとする学生は、指導教授の承認を得て、学位
論文計画書を６月20日までに提出し、学位審査委員会に対して中間報告を行わな
ければ、論文を提出することができない。論文計画書は、学位規程様式第７によ
るものとする。
４）春学期休学者、または９月修了希望者で最終試験に不合格となった者で、当該
年度に学位論文を提出しようとする者の学位論文計画書の提出期限は、９月末日
とする。
５）学位論文計画書等の提出者で、修士論文を期日までに提出しなかったり、最終
試験が不合格となった者が、次年度の９月修了を希望する場合は、学位論文計画
書を４月15日までに、再提出しなければならない。
６）学位論文計画書は、研究審査委員会の承認を受けなければならない。研究審査
委員会から指摘または修正の指示を受けた学位論文計画書の再提出の期限は、研
究科長が個別に指定する。
７）修士論文は、１編３部および要旨３部を教務課を経て、研究科委員会に提出し
なければならない。なお、修士論文の表紙は、学位規程様式第５によるものとす
る。
また、修士論文審査のため必要があるときは、提出論文の部数を増加すること、

または参考資料等を提出させることがある。
８）修士論文提出の期限は、当該年度の１月20日とする。
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（b）修士論文の審査及び最終試験
１）修士論文の審査は、研究科委員会において学位審査委員会を設けて行う。
２）学位審査委員会は、研究科委員会において選出された３名以上の教授（内１名
は主査）をもって構成する。
３）修士論文は、当該専門分野における精深な学識と研究能力とを示すに足るもの
をもって合格とする。
４）最終試験は、論文審査が終了した後、口頭で行う。ただし、筆記試験を併せて
行うことができる。
５）最終試験は、学位論文の内容を中心とし、これと関連する学識と研究能力につ
いて行う。
６）最終試験は、２月末日までにこれを行う。

（c）学位の授与
１）学位審査委員会は、修士論文の審査ならびに最終試験の結果を研究科委員会に
報告し、研究科委員会は学位を授与すべきか否かを審議決定し、その結果を学長
に報告する。
２）学長は当該報告にもとづいて、学位を授与すべき者については学位記を交付し
て学位を授与し、また、学位を授与できない者についてはその旨を通知する。

（d）学位論文の保管
１）学位論文は、１部を本学付属図書館に、１部を本研究科に保管する。
２）図書館に保管された学位論文に関する学外者の閲覧および複写については、本
人の承諾を必要とする。

（４）９月修了者の修士論文提出方法と審査
１）「課程専修コース」および「長期在学コース」において、当該年度までに所定の年
限在学し、すべての必修科目を含めて、24単位以上修得した、もしくは修得予定の
学生で、次年度９月での課程修了を希望する者は、当該年度の12月20日までに論文
計画書を提出し、学位審査委員会に対して中間報告を行った後、７月末日までに論
文を提出しなければならない。
２）秋学期休学者で、次年度９月での課程修了を希望する者の学位論文計画書の提出
期限は、４月15日とする。
３）修士論文の審査および最終試験は、８月末日までにこれを行う。
４）９月での課程修了を希望し、学位論文計画書等を提出した者が、修士論文を期日
までに提出せず、３月修了を希望する場合は、学位論文計画書を９月末日までに、
再提出しなければならない。
５）学位論文計画書は、研究審査委員会の承認を受けなければならない。研究審査委
員会から指摘または修正の指示を受けた学位論文計画書の再提出の期限は、研究科
長が個別に指定する。
６）修士論文は、１編３部および要旨３部を教務課を経て、研究科委員会に提出しな
ければならない。なお、修士論文の表紙は、学位規程様式第５によるものとする。
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参考：コース比較表

４年
ただし、特別な理由が
あり、研究科委員会が
認めた場合には、１年
延長可

１年
ただし、在学年限を越
えて、在学を希望する
場合は、「課程専修コ
ース」への変更可

６年

演習科目
必　修

授
業
科
目
履
修

課程専修コース 社会人１年コース 長期在学コース

修業年限 ２年 １年 ３年以上

在学年限（休学は含まない）

専修科目の研究指導担
当者

４単位（１年次） ４単位（１年次） ４単位（２年次）

４単位（２年次） ４単位（１年次） ４単位（３年次以降）

２単位 ２単位 ２単位

６単位以上 ６単位以上 ６単位以上

０単位以上 ０単位以上 ０単位以上

30単位以上 30単位以上 30単位以上

専修科目の研究指導担
当者

専修科目の研究指導担
当者
１年次は専攻主任

指導教授

演　　習

必　修研究指導

専攻科目
必　修専修科目

基礎科目・テーマ科目

自由科目

計

選　択

選　択他専攻科目

24単位
ただし、自由科目は含
まないが、他大学大学
院での履修は含む。

上限なし

14単位
ただし、自由科目は含
まないが、他大学大学
院での履修は含む。

年間登録単位数上限
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２．博士後期課程

a 授業科目

経済学研究科経済学専攻博士後期課程における授業科目およびその単位数を次のと

おりとする。授業科目は「専攻科目」と「研究指導科目」に区分される。

ただし、１週１時間15週の講義または研究指導をもって1単位とする。

s 履修方法

１）専攻科目の中から専修すべき科目「専修科目」を選定し、この科目の研究指導を

担当する教授を指導教授とする。

２）学生は専修科目の講義４単位、研究指導12単位を必ず修得しなければならない。

３）専修科目以外の科目の選択、論文の作成、研究一般については、指導教授の指導

を受ける。

４）博士の学位を取得しようとする者は、博士後期課程に３年以上在学し、所定の科

目について20単位以上を修得し、外国語検定試験に合格しなければならない。

d 試験、課程の修了

１）試験については博士前期課程に準ずる。

２）博士後期課程の最長在学年限を６年とする。所定の単位を修得した者が、一旦退

学したのち、学位論文提出のため再入学を申し出た場合、研究科委員会が適当と認

めたときには、これを許可する。この場合、その在学年数は、通算して６年を超え

ることはできない。

３）所定の年限以上在学して所定の単位を修得し、外国語検定試験に合格しかつ必要

な研究指導を受けた上で、博士論文を提出し、その審査および最終試験に合格した

ときをもって、課程を修了したものとする。

４）他大学の大学院（外国の大学の大学院を含む）の授業科目について修得した単位

授業科目 単位 授業科目 単位

専　攻　科　目

ミクロ経済学特殊研究

マクロ経済学特殊研究

計量経済学特殊研究

経済統計論特殊研究

財政学特殊研究

金融論特殊研究

経済政策論特殊研究

国際経済学特殊研究

開発経済学特殊研究

労働経済学特殊研究

社会保障論特殊研究

経済社会学特殊研究

経済学史特殊研究

西洋経済史特殊研究

日本経済史特殊研究

特別テーマ研究

研　究　指　導　科　目

研究指導Ⅰ

研究指導Ⅱ

研究指導Ⅲ

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

２

４

４

４
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は、試験によって、本学大学院において修得したものとみなすことができる。ただ

し、研究科委員会の定めるところによって、試験を省略することがある。

外国の大学の大学院において授業科目を修得した場合（単位を付与されなかった

場合）については、試験によって本学大学院の単位を修得したものとみなすことが

ある。

f 学位論文提出および学位授与

A 課程修了による学位

a 論文提出の方法

１）博士後期課程を１年以内に修了する見込の者で、博士論文を提出しようとす

る者は、指導教授の承認を受けて、６月20日までに学位論文計画書を提出し、

学位審査委員会の中間審査をうけなければならない。論文計画書は、学位規程

様式第７による。

２）学位論文計画書等を提出した者が博士論文を期日までに提出せず、次学期以

降に博士論文を提出する場合は、学位論文計画書を再提出しなければならない。

学位論文計画書等の提出者で、博士論文を期日までに提出しなかったり、最終

試験が不合格となった者が、次年度の９月修了を希望する場合は、学位論文計

画書を４月15日までに、再提出しなければならない。

３）春学期休学者で、当該年度に学位論文を提出しようとする者の学位論文計画

書の提出期限は、９月末日とする。

４）学位論文計画書は、研究審査委員会の承認を受けなければならない。研究審

査委員会から指摘または修正の指示を受けた学位論文計画書の再提出の期限は、

研究科長が個別に指定する。

５）博士論文は、１編３部および要旨３部を教務課、研究科委員会を経て学長に

提出するものとする。ただし、参考として他の論文を添付することができる。

なお、博士論文の表紙は、学位規程様式５による。

６）学位論文審査のため必要があるときは、提出論文の部数を増加し、参考資料

または訳文その他を提出させることがある。

７）博士の学位論文は、学位申請書、論文要旨および履歴書とともに提出しなけ

ればならない。学位申請書は学位規程様式第６による。

８）博士論文の審査ならびに最終試験は、当該年度の２月末日までにこれを行な

う。

b 論文の審査ならびに最終試験実施方法

博士論文の審査および最終試験の実施方法は修士の場合に準ずる。

c 学位授与

１）博士論文は、当該専門分野について研究者として自立して研究活動を行うに

必要な高度の研究能力およびその基礎となる豊かな常識を証示するに足るもの

をもって合格とする。
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２）その他については、修士の場合に準ずる。

B 論文提出による学位

a 論文提出の方法

１）本学大学院の博士後期課程を経ずして博士の学位を得ようとする者は、学位

論文を提出して審査を請求することができる。

２）博士論文は、１編３部および要旨３部を教務課、研究科委員会を経て学長に

提出するものとする。ただし、参考として他の論文を添付することができる。

３）学位論文審査のため必要があるときは、提出論文の部数を増加し、参考資料

または訳文その他を提出させることがある。

４）学位論文は、学位審査手数料150,000円を添え、学位申請書、論文要旨、内容

要旨を付した研究業績一覧、住民票等本籍地の記載を証明できる書類（外国人

の場合は国籍を証明できる書類）および履歴書とともに、提出しなければなら

ない。なお、学位申請書は、学位規程様式第５による。

５）学位論文の提出があったときは、学位審査委員会は、博士論文の審査および

最終試験と併せて、学力を確認するための試験を行うものとする。

６）学力を確認するための試験は、その専攻分野に関して筆記または口頭で行い、

外国語については１言語を課する。

ただし、研究科委員会が学歴、業績等により学力の確認を行い得ると認めた

ときは、試験の全部または一部を免除することができる。

７）博士論文の審査、試験ならびに学力の確認は、論文を受理した日から１年以

内に終了するものとする。

b 論文の審査ならびに最終試験実施方法

課程修了による学位の場合の論文の審査および最終試験に準ずる。

c 学位授与

１）博士の学位は、次の要件を満たす者に授与される。

（イ）課程修了による学位授与者と同等の学力があると確認されること

（ロ）研究科において行う博士論文の審査および最終試験に合格すること

２）他は課程修了の場合に準ずる。

g 外国語検定試験

１）博士論文を提出するためには、１言語の外国語検定試験に合格していなければな

らない。

２）試験は、９月と２月に実施する。

３）受験を希望する者は、試験の１ヵ月前までに、教務課に外国語検定申請書を提出

するものとする。
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h ９月修了者の博士論文提出方法と審査

１）当該年度までに所定の年限以上在学して所定の単位を修得または修得予定で、か

つ必要な研究指導を受け、課程に在籍している者が、次年度９月での課程修了を希

望する場合は、当該年度12月20日までに学位論文計画書を提出し、学位審査委員会

の中間審査を受けた後、７月末日までに論文を提出しなければならない。

２）秋学期休学者で、次年度９月での課程修了を希望する者の学位論文計画書の提出

期限は、４月15日とする。

３）博士論文の審査および最終試験は、８月末日までにこれを行う。

４）９月での課程修了を希望し、学位論文計画書等を提出した者が、博士論文を期日

までに提出せず、３月修了を希望する場合は、学位論文計画書を９月末日までに、

再提出しなければならない。

５）学位論文計画書は、研究審査委員会の承認を受けなければならない。研究審査委

員会から指摘または修正の指示を受けた学位論文計画書の再提出の期限は、研究科

長が個別に指定する。

６）博士論文は、１編３部および要旨３部を教務課、研究科委員会を経て、学長に提

出するものとする。ただし、参考として他の論文を添付することができる。なお、

博士論文の表紙は、学位規程様式第５による。

－ 569－
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ビ ジ ネ ス 研 究 科

経営学専攻
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１．博士前期課程

a 授業科目

ビジネス研究科経営学専攻博士前期課程における授業科目およびその単位数

は次のとおりとする。ただし、１週１時間15週の講義又は演習をもって１単位

とする。

－ 633－

経

営

学

ビジネス研究科経営学専攻履修要項

［コア科目］

経営労務論

経営財務論

マーケティング論

財務会計論

［専門科目］

経営学研究方法論

産業・組織心理学

投資論

管理会計論

国際会計論

企業結合会計論

資源と環境

環境の経済評価

経営数学（基礎）

経営数学（応用）

統計学（基礎）

統計学（応用）

データ解析

情報処理論

International Business

オペレーションズ・リサーチ

［演習・研究指導科目］

演習Ⅰ

演習Ⅱ

授 業 科 目 授 業 科 目

４

４

４

４

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

４

４

経営管理論

Corporate Finance

Japanese Business

監査論

企業と法の経済学

技術管理論

現代企業論（理論）

現代企業論（実践）

組織デザインと変革

キャッシュ・フローの分析

Business English

組織学習論

経済的価値による企業評価

日本的経営

人事アセスメント論

流通システム論

経営戦略論

マーケティング・リサーチ

リーダーシップ論

経営史

研究指導Ⅰ

研究指導Ⅱ

４

４

４

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

単 位 単 位
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s 履修方法

１）博士前期課程を修了するためには、博士前期課程に２年以上在学し、32

単位以上を修得し、必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査および最

終試験に合格しなければならない。博士前期課程を修了した者に修士（経

営学）の学位を授与する。

２）経営学専攻博士前期課程の授業科目の中から20単位以上を修得しなけれ

ばならない。

３）以下のコア科目７科目の中から３科目（12単位）以上、そして演習・研

究指導科目の中から４単位以上を修得しなければならない。

［コア科目］

経営労務論 経営財務論

マーケティング論

財務会計論 経営管理論

Corporate Finance Japanese Business

［演習・研究指導科目］

演習Ⅰ 演習Ⅱ

研究指導Ⅰ 研究指導Ⅱ

４）2007年度以降入学生は同一科目の重複履修は認めない。 2006年度以前入

学生については、同一科目の重複履修は、指導教員ならびに担当者の承認

があれば、各科目８単位まで修了に必要な単位として認める。

５）ビジネス研究科で適当と認めたときには、本学の他研究科・他専攻で修

得した単位を８単位まで修了に必要な単位として認める。他大学の大学院

（外国の大学院を含む）で修得した単位は、10単位まで修了に必要な単位と

して認める。外国の大学の大学院で修得したときには、単位を付与されな

い場合でも、試験によって本学大学院の単位を修得したものとみなすこと

ができる。

６）１年間に登録できる単位の上限は、他の研究科および他大学の大学院で

の履修を含め、24単位とする。このほか、学部の授業科目を12単位まで任

意科目（単位数０）として登録することができる。

７）授業科目を履修した者に対し試験を行う。試験の成績は、Ａ＋・Ａ・

Ｂ・Ｃ・Ｆの５種とし、Ａ＋・Ａ・Ｂ・Ｃを合格として単位を与え、Ｆを

不合格とする。

８）博士前期課程の最長在学年限は４か年とする。ただし、特別の理由があ

るときには、研究科委員会でさらに１か年の延長を認めることがある。

９）願いにより退学した者が再入学を願い出た場合は、退学してからの年数

に関係なく、ビジネス研究科で適当と認めたときにはこれを許可する。こ

の場合、その在学年限は特別の理由があるときを除いて、通算して４か年

を超えることはできない。
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d 修了修士論文の提出、審査と最終試験

a 修士論文の提出

１）１年次の10月末日までに修士論文プロポーザル公聴会を受け、「修士論文

プロポーザル」をビジネス研究科事務室に提出しなければならない。（3年

修了予定者は2年次と読み替えることとする。）修士論文プロポーザルは以

下の点について記述すること。

①研究の主要課題

②研究の全体像（アウトライン）

③解決すべき問題・仮説

④修士論文完成までの進行予定

２）学位論文計画書を提出するためには、博士前期課程に１年以上在学し、

前年度までに修士論文プロポーザル公聴会を終え、16単位以上の単位を修

得し、計画書の内容について指導教授の承認を得なければならない。

３）修士論文を提出するときには、６月20日までに学位論文計画書を提出し、

論文提出期限の少なくとも３か月前（10月中）までに学位審査委員会の中

間審査を受けなければならない。春学期休学者の学位論文計画書の扱いに

ついては、研究科が個別に対応して決める。ただし、その計画書の提出を

認める場合は、提出先を教務課とし提出期限を９月30日とする。

４）学位論文計画書等を提出した者が、修士論文を期日までに提出せず、９

月修了を希望する場合は、学位論文計画書を４月15日までに、再提出しな

ければならない。

５）学位論文計画書は、研究審査委員会の承認を受けなければならない。研

究審査委員会から指摘または修正の指示を受けた学位論文計画書の再提出

の期限は、研究科長が個別に指定する。

６）修士論文は、１編４部を教務課を経て、研究科委員会に提出する。修士

論文の表紙は学位規程様式第５による。論文審査のために必要なときには、

論文提出部数の増加や参考資料の提出を求めることがある。

７）修士論文の提出期限は１月20日とし、論文審査と最終試験は２月末日ま

でに行う。

b 修士論文の審査と最終試験

１）修士論文の審査と最終試験は、研究科委員会で選出された教授３名以上

の学位審査委員（内１名は主査）で組織される学位審査委員会でこれを行

う。

２）最終試験は、論文審査が終った後、修士論文の内容を中心として、これ

に関連する学識について、口頭で行う。ただし、必要なときには筆記試験

を併せて行う。

３）修士論文は、専攻分野における研究能力または高度の専門性を要する職

業等に必要な高度の学識を有することを示すものであることを要件とする。
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４）学位審査委員会は修士論文の審査と最終試験の結果を研究科委員会に報

告し、研究科委員会は学位を授与するか否かを審議し、その判定を学長に

報告する。学長は、学位を授与すべき者には学位を授与し、学位を授与で

きない者にはその旨を通知する。

f 中部地区大学院商学・経営学研究科単位互換制度

南山大学は、愛知大学、愛知学院大学、中京大学、名城大学の大学院商学研

究科、経営学研究科と単位互換についての協定を結んでいる。この制度に従っ

て、他大学の大学院授業科目を履修しようとする学生は指導教授と相談の上、

各大学の大学院に問い合わせること。

g 9月修了者の修士論文の提出方法

１）９月修了者の修士論文の提出期限は７月末日とし、論文審査と最終試験は

８月末日までに行う。

２）９月に修了を希望する者は３月までに24単位以上を修得しなければならな

い。３月までに24単位以上修得できる見込みのある者は、前年の12月20日ま

でに学位論文計画書を提出しなければならない。

３）３月に修士論文が不合格となった者、および４月に復学または再入学した

者で、24単位以上の単位を修得している者が９月修了を希望するときには、

学位論文計画書を４月15日までに提出しなければならない。

４）９月での課程修了を希望し、学位論文計画書等を提出した者が、修士論文

を期日までに提出せず、３月修了を希望する場合は、学位論文計画書を９月

末日までに、再提出しなければならない。

５）学位論文計画書は、研究審査委員会の承認を受けなければならない。研究

審査委員会から指摘または修正の指示を受けた学位論文計画書の再提出の期

限は、研究科長が個別に指定する。

６）修士論文は、１編４部を教務課を経て、研究科委員会に提出する。修士論

文の表紙は学位規程様式第５による。論文審査のために必要なときには、論

文提出部数の増加や参考資料の提出を求めることがある。
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２．博士後期課程

a 授業科目

ビジネス研究科経営学専攻博士後期課程における授業科目とその単位数は次の

とおりとする。ただし、１週１時間15週の講義または演習をもって１単位とす

る。

s 履修方法

１）博士後期課程を修了するためには、演習I～IIIの必修12単位を含む16単位以

上を修得し、必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査および最終試験に

合格しなければならない。博士後期課程を修了した者に博士（経営学）の学

位を授与する。

２）博士後期課程の標準修了年限は３年を原則とする。

３）ビジネス研究科で適当と認めたときには、本学の他研究科・他専攻で修得

した単位を８単位まで修了に必要な単位として認める。

４）他大学の大学院（外国の大学院を含む）で修得した単位は、10単位まで修

了に必要な単位として認める。外国の大学の大学院で修得したときには、単

位を付与されない場合でも、試験によって本学大学院の単位を修得したもの

とみなすことができる。

５）授業科目を履修した者に対し試験を行う。試験の成績は、Ａ+・Ａ・Ｂ・

Ｃ・Ｆの５種とし、Ａ+・Ａ・Ｂ・Ｃを合格として単位を与え、Ｆを不合格と

する。

６）博士後期課程の最長在学年限は６か年とする。

［専門科目］

労務論研究

財務論研究

マーケティング論研究

会計学研究

組織論研究

［演習・研究指導科目］

演習Ⅰ

演習Ⅱ

演習Ⅲ

授 業 科 目 授 業 科 目

４

４

４

４

４

４

４

４

経営管理論研究

統計学研究

オペレーションズ・リサーチ研究

経営学特殊研究

研究指導Ⅰ

研究指導Ⅱ

４

４

４

４

２

２

単 位 単 位
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d 博士論文の提出、審査と最終試験

a 博士論文の提出

１）２年次の10月末日までに博士論文プロポーザル公聴会を受け、「博士論文

プロポーザル」をビジネス研究科事務室に提出しなければならない。論文

プロポーザルは以下の点について記述すること。

①研究の主要課題

②研究の全体像（アウトライン）

③解決すべき問題・仮説

④博士論文完成までの進行予定

２）学位論文計画書を提出するためには、博士後期課程に２年以上在学し、

前年度までに博士論文プロポーザル公聴会を終え、12単位以上の単位を修

得し、計画の内容について指導教授の承認を得なければならない。

３）博士論文を提出するときには、６月20日（９月修了の場合は12月20日）

までに学位論文計画書を提出し、論文提出期限の少なくとも３ヶ月前まで

に学位審査委員会の中間審査を受けるとともに、論文提出期限までに外国

語の学力に関する検定（外国語検定試験）に合格していなければならない。

春学期休学者の学位論文計画書の扱いについては、研究科が個別に対応し

て決める。ただし、その計画書の提出を認める場合は、提出先を教務課と

し提出期限を９月30日（秋学期休学者は、４月15日）とする。

４）学位論文計画書等を提出した者が博士論文等を期日に提出せず、次学期

以降に博士論文等を提出する場合は、学位論文計画書等を再提出しなけれ

ばならない。３月修了予定者が学位論文提出を中止し、９月修了を希望す

る場合は４月15日、９月修了予定者が学位論文提出を中止し、３月修了を

希望する場合は９月30日までに教務課に再提出しなければならない。

５）学位論文計画書は、研究審査委員会の承認を受けなければならない。研

究審査委員会から指摘または修正の指示を受けた学位論文計画書の再提出

の期限は、研究科長が個別に指定する。

６）博士論文は、１編４部を教務課、研究科委員会を経て学長に提出する。

博士論文の表紙は学位規程様式第５による。論文審査のために必要なとき

には、論文提出部数の増加や参考資料の提出を求めることがある。

７）博士論文を提出するときには、学位申請書、論文要旨および履歴書を併

せて提出しなければならない。

８）博士後期課程第３年次に在学している者の博士論文の提出期限は１月20

日とし、論文審査と最終試験は２月末日までに行う。ただし、９月修了の

場合は博士論文の提出期限は６月15日とし、論文審査と最終試験は７月15

日までに行う。

b 博士論文の審査と最終試験

１）博士論文の審査と最終試験は、研究科委員会で選出された教授３名以上
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の学位審査委員（内１名は主査）で組織される学位審査委員会でこれを行

う。

２）最終試験は、論文審査が終わった後、博士論文の内容を中心として、こ

れに関連する学識と研究能力について、口頭で行う。ただし、必要なとき

には筆答試問を併せて行う。

３）博士論文は、専攻分野について研究者として自立して研究活動を行い、

またはその他の高度に専門的な業務に従事するのに必要な高度の研究能力

を有することを示すものであることを要件とする。

４）学位審査委員会は博士論文の審査と最終試験の結果を研究科委員会に報

告し、研究科委員会は学位を授与するか否かを審議し、その判定を学長に

報告する。学長は、学位を授与すべき者には学位を授与し、学位を授与で

きない者にはその旨を通知する。

f 外国語検定試験

１）博士論文を提出するためには、専門領域の科目（英作文）１科目の英語検

定試験に合格していなければならない。ただし、既に英語による学術書ない

しは学術論文を公刊している者については、以下の方法による審査によって

外国語検定試験に代えることができるものとする。

研究科への申請により、専門領域の科目（英作文）を当該英語による公刊

物の審査に代えることができる。

２）試験は原則として９月と２月に行う。受験を希望する者は、試験の１ヵ月

前までに受験を希望する旨を教務課に申し出ることとする。なお、専門領域

の科目（英作文）を当該英語による公刊物の審査に代える場合には、随時申

請ができる。

３）試験時間は、60分とする。

４）配点は、100点とし、合格最低点は70点とする。

g 中部地区大学院商学・経営学研究科単位互換制度

南山大学は、愛知大学、愛知学院大学、中京大学、名城大学の大学院商学研

究科、経営学研究科と単位互換についての協定を結んでいる。この制度に従っ

て、他大学の大学院授業科目を履修しようとする学生は指導教授と相談の上、

各大学の大学院に問い合わせること。

h 博士課程を修了しない者の学位論文提出

本学大学院の博士後期課程を経ないで博士の学位を得ようとするときの論文

の提出方法、論文の審査と最終試験の実施方法は、本学学位規程ならびに研究

科の定める「学位（論文博士）審査内規」による。
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新規履修可能科目（2012年度以前入学者）

以下の科目は2013年度カリキュラム改正に伴い、2012年度以前入学者も履修可能となる

科目です。

備　　　考科目名称 単位数
経営史 ２

新規履修可能科目（2011年度以前入学者）

以下の科目は2012年度カリキュラム改正に伴い、2011年度以前入学者も履修可能となる

科目です。

備　　　考科目名称 単位数
統計学（基礎）
統計学（応用）

２
２
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総合政策研究科履修要項

１．博士前期課程（2010年度以降入学生に適用）
（１）授業科目

総合政策研究科総合政策専攻博士前期課程における授業科目は次の通りとする。

－ 7 －
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基礎科目

単位 単位

総合政策の課題と方法 ２
歴史と現代文明 ２

西洋文明史研究 ２
アジア文明交流史研究 ２

総合政策特別研究 ２
（国際政策の現場から）

総合政策特別研究 ２
（公共政策の現場から）

グローバル・ガバナンス研究 ２
人間の安全保障研究 ２
民族紛争研究 ２
国際経済研究 ２
途上国経済政策研究 ２
持続可能な国際社会研究 ２
地球環境システム研究 ２

国際行政研究 ２
安全保障政策研究 ２
途上国のガバナンス研究 ２
国際援助政策研究 ２
ヒトの国際移動研究 ２
国際環境法研究 ２
東アジア研究 ２

行政機構研究 ２
行政法制研究 ２
地方自治研究 ２
公会計制度研究 ２
雇用政策研究 ２
環境行政研究 ２
地域環境保全研究 ２

政策評価研究 ２
地方財政研究 ２
比較産業社会研究 ２
経営管理研究 ２
環境経済研究 ２
生態系保全研究 ２

研究指導Ⅰ ２
研究指導Ⅲ ２

研究指導Ⅱ ２
研究指導Ⅳ ２

専門科目

［総合政策特別研究］

［国際政策領域］

［公共政策領域］

研究指導科目
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（２）履修方法
１）① 本研究科を修了するためには、２年以上在学しなければならない。ただし、と

くに優れた業績をあげた場合には、研究科委員会の審議を経て、１年の在学をも
って修業年限を充たしたものとする。
② １年の在学をもって修業年限を充たしたものと認定されることを希望する学生
は入学時にその旨申請するものとする。なお、「とくに優れた業績」の基準につい
ては別に定める。

２）本研究科における在学年限は４年以内とする。ただし、特別の理由がある場合には、
研究科委員会の審議を経て１年間延長することができる。

3）① 博士前期課程を修了するためには、所定の科目について30単位以上を修得し、か
つ、必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査および最終試験に合格しなければ
ならない。
② 修得単位数については、１年の在学をもって修業年限を充たしたものと認定さ
れる場合にあっても①と同様とする。
③ 学生は入学後、国際政策領域、公共政策領域の２つの研究領域から、主たる研
究領域を決定して指導教員を選び、研究一般についてその指導に従うものとする。
④ 博士前期課程の必要修得単位数は30単位とし、研究指導科目８単位および「総
合政策の課題と方法」２単位を必修とする。
⑤ 専門科目のうち、主たる研究領域から10単位、他の研究領域から４単位を修得
し、「総合政策特別研究」のなかから１科目２単位を必修選択科目として修得しな
ければならない。
⑥ 必修科目および必修選択科目計26単位に加えて、基礎科目、専門科目、他研究
科の科目等から４単位以上を修得しなければならない。
⑦ 本研究科で適当と認めたときには、本学の他の研究科、他大学大学院（外国の
大学院を含む）で修得した単位を、10単位を超えない範囲で修了に必要な単位と
して認める。ただし、外国の大学の大学院で履修し、単位を付与されない場合で
も、試験によって本学大学院の単位を履修したものとみなすことができる。
⑧ 修士論文は、課程の目的に応じ適当と認められるときは、特定課題についての
個人研究または共同研究の成果をもってこれに代えることができる。審査の方法
は修士論文の審査方法に準ずるものとする。

４）研究指導Ⅰ～Ⅳは、研究指導教員として担当者から一人を選択し、それぞれ各学期
２年間にわたって履修しなければならない。なお、本研究科が適当と認めた場合には、
研究指導教員の変更ができるものとする。

（３）学期試験
１）授業科目を履修した者に対し試験を行う。
２）試験の成績は、秀・優・良・可・不可の５種類とし、秀・優・良・可を合格として
単位を与え、不可を不合格とする。

（４）中間報告
１）学位論文計画と中間報告

① 修士論文を提出しようとする者は、６月20日までに指導教員の承認を得て学位
論文計画書を提出し、さらに、９月30日までに中間報告願を提出しなければなら

－ 8 －─ 8 ─ ─ 9 ─



－ 9 －

総

合

政

策

ない。春学期休学者の学位論文計画書の扱いについては、研究科が個別に定める。
ただし、その計画書の提出を認める場合は、提出期限を９月30日（秋学期休学者
は４月15日）以前に設定するものとする。
② 本課程に２年以上在学し、９月に修了しようとする者は、前年の12月20日まで
に指導教員の承認を得て学位論文計画書および中間報告願（以下、学位論文計画
書等）を同時に提出するものとする。また、「１年修了願」を提出した者で、修士
論文を「特定課題の研究成果」に代える場合には当該期限を７月31日とする。
③ 学位論文計画書等で予定された修了学期の修士論文審査に合格しなかった者が、
次学期以降に修士論文を提出するためには、そのための学位論文計画書等を、新
たに提出しなければならない。３月修了のための学位論文計画書等を提出した者
が９月修了希望に変更する場合は４月15日（９月修了のための学位論文計画書等
を提出した者が３月修了希望に変更する場合は、そのための学位論文計画書等を
９月30日）までに提出しなければならない。
④ 学位論文計画書は、研究審査委員会の審査を受けなければならない。研究審査
委員会から指摘または修正の指示を受けた学位論文計画書の再提出の期限は、研
究科長が個別に指定する。
⑤ 中間報告は、原則として、論文提出の３か月前までに実施しなければならない。
実施日程については研究科委員会の議を経るものとする。

２）中間報告の評者は研究指導教員および他の研究科教員２名とし、原則として、修士
論文の学位審査委員と同一とする。
３）中間報告は、原則として、公開とする。
４）中間報告の評者は、所定の様式に基づき、実施報告書をすみやかに研究科長宛提出
しなければならない。

（５）修士論文、審査および最終試験
１）修士論文の提出

① 修士論文は、その要旨３部とともに本文４部を、教務係、研究科委員会を経て
研究科長に提出するものとする。
② 修士論文の提出期限は１月20日とする。ただし、本課程に２年以上在学した後、
９月に修了する者にあっては、これを７月31日とする。

２）修士論文の審査と最終試験
① 修士論文の審査および最終試験は２月末までに行うものとする。ただし、本課
程に２年以上在学した後、９月に修了する者にあっては、これを８月31日とする。
② 修士論文の審査および最終試験は、これを研究科委員会で選出された教員３名
で構成される学位審査委員会によって行うものとする。
③ 修士論文は専攻分野における研究能力または高度な専門性をもつ職業等に必要
な学識を有するかどうかについて審査するものとする。
④ 最終試験は、論文審査の後、口頭によって行う。ただし、筆記試験を併せて行
うことができる。

（６）学位の授与
１）学位審査委員会は、修士論文の審査および最終試験の結果を研究科長に報告しなけ
ればならない。
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２）研究科長は、１）の報告に基づいて学位授与の可否を研究科委員会の審議に付し、
その結果を学長に報告するものとする。
３）学長は、２）の報告に基づいて、学位を授与すべき者には学位を授与し、学位を授
与できない者にはその旨通知するものとする。
４）授与する学位は、修士（総合政策）とする。

（注）上記各期日は、当日が学事日程上の休日となる場合には、当該直後の平日とする。
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２．博士前期課程（2009年度以前の入学生に適用）
（１）授業科目

総合政策研究科総合政策専攻博士前期課程における授業科目は次の通りとする。

基礎科目

単位 単位
現代政治論 ２
公共政策論 ２
総合政策の課題と方法 ２
社会調査法 ２
英語プレゼンテーション ２
現代経済論 ２

現代経済政策論 ２
歴史と現代文明 ２
空間情報の収集と分析 ２
西洋文明史研究 ２
アジア文明交流史研究 ２

総合政策特別研究 ２
（国際経済の現場から）
総合政策特別研究 ２
（ニュー・パブリック・マネジメントの実践）

総合政策特別研究 ２
（持続可能な世界に向かう政策）

グローバル・ガバナンス研究 ２
人間の安全保障研究 ２
民族紛争研究 ２
国際経済研究 ２
途上国経済政策研究 ２
持続可能な国際社会研究 ２
地球環境システム研究 ２

国際行政研究 ２
安全保障政策研究 ２
途上国統治研究 ２
国際援助政策研究 ２
ヒトの国際移動研究 ２
国際環境法研究 ２
東アジア近代史研究 ２

行政機構研究 ２
行政法制研究 ２
地方分権研究 ２
公会計制度研究 ２
雇用政策研究 ２
環境行政研究 ２
地域環境保全研究 ２

政策評価研究 ２
地方財政研究 ２
比較産業社会研究 ２
経営管理研究 ２
環境経済研究 ２
生態系保全研究 ２

研究指導Ⅰ ２
研究指導Ⅲ ２

研究指導Ⅱ ２
研究指導Ⅳ ２

専門科目
［総合政策特別研究］

［国際政策領域］

［公共政策領域］

研究指導科目
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（２）履修方法
１）① 本研究科を修了するためには、２年以上在学しなければならない。ただし、と

くに優れた業績をあげた場合には、研究科委員会の審議を経て、１年の在学をも
って修業年限を充たしたものとする。
② １年の在学をもって修業年限を充たしたものと認定されることを希望する学生
は入学時にその旨申請するものとする。なお、「とくに優れた業績」の基準につい
ては別に定める。

２）本研究科における在学年限は４年以内とする。ただし、特別の理由がある場合には、
研究科委員会の審議を経て１年間延長することができる。
３）① 本研究科を修了するためには、基礎科目４単位以上、専門科目のうち、主たる

領域から10単位以上、その他の領域から４単位以上、総合政策特別研究４単位以
上、計22単位以上、研究指導８単位、計30単位以上を修得し、かつ、必要な研究
指導を受けた上、修士論文の審査および最終試験に合格しなければならない。
なお、科目履修については、必要に応じて、研究指導教員のガイダンスを受け

るものとする。
② 修得単位数については、１年の在学をもって修業年限を充たしたものと認定さ
れる場合にあっても①と同様とする。
③ 本研究科で適当と認めたときには、本学の他の研究科、他大学大学院（外国の
大学院を含む）で修得した単位を、10単位を超えない範囲で修了に必要な単位と
して認める。ただし、外国の大学の大学院で履修し、単位を付与されない場合で
も、試験によって本学大学院の単位を履修したものとみなすことができる。
④ 修士論文は、課程の目的に応じ適当と認められるときは、特定課題についての
個人研究または共同研究の成果をもってこれに代えることができる。審査の方法
は修士論文の審査方法に準ずるものとする。

４）研究指導Ⅰ～Ⅳは、研究指導教員として担当者から一人を選択し、それぞれ各学期
２年間にわたって履修しなければならない。なお、本研究科が適当と認めた場合には、
研究指導教員の変更ができるものとする。

（３）学期試験
１）授業科目を履修した者に対し試験を行う。
２）試験の成績は、秀・優・良・可・不可の５種類とし、秀・優・良・可を合格として
単位を与え、不可を不合格とする。

（４）中間報告
１）学位論文計画と中間報告

① 修士論文を提出しようとする者は、６月20日までに指導教員の承認を得て学位
論文計画書を提出し、さらに、９月30日までに中間報告願を提出しなければなら
ない。春学期休学者の学位論文計画書の扱いについては、研究科が個別に定める。
ただし、その計画書の提出を認める場合は、提出期限を9月30日（秋学期休学者は
４月15日）以前に設定するものとする。
② 本課程に２年以上在学し、９月に修了しようとする者は、前年の12月20日まで
に指導教員の承認を得て学位論文計画書および中間報告願（以下、学位論文計画
書等）を同時に提出するものとする。また、「１年修了願」を提出した者で、修士
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論文を「特定課題の研究成果」に代える場合には当該期限を７月31日とする。
③ 学位論文計画書等で予定された修了学期の修士論文審査に合格しなかった者が、
次学期以降に修士論文を提出するためには、そのための学位論文計画書等を、新
たに提出しなければならない。３月修了のための学位論文計画書等を提出した者
が９月修了希望に変更する場合は４月15日（９月修了のための学位論文計画書等
を提出した者が３月修了希望に変更する場合は、そのための学位論文計画書等を
９月30日）までに提出しなければならない。
④ 学位論文計画書は、研究審査委員会の審査を受けなければならない。研究審査
委員会から指摘または修正の指示を受けた学位論文計画書の再提出の期限は、研
究科長が個別に指定する。
⑤ 中間報告は、原則として、論文提出の３か月前までに実施しなければならない。
実施日程については研究科委員会の議を経るものとする。

（５）修士論文、審査および最終試験
１）修士論文の提出

① 修士論文は、その要旨３部とともに本文４部を、教務係、研究科委員会を経て
研究科長に提出するものとする。
② 修士論文の提出期限は１月20日とする。ただし、本課程に２年以上在学した後、
９月に修了する者にあっては、これを７月31日とする。

２）修士論文の審査と最終試験
① 修士論文の審査および最終試験は２月末までに行うものとする。ただし、本課
程に２年以上在学した後、９月に修了する者にあっては、これを８月31日とする。
② 修士論文の審査および最終試験は、これを研究科委員会で選出された教員３名
で構成される学位審査委員会によって行うものとする。
③ 修士論文は専攻分野における研究能力または高度な専門性をもつ職業等に必要
な学識を有するかどうかについて審査するものとする。
④ 最終試験は、論文審査の後、口頭によって行う。ただし、筆記試験を併せて行
うことができる。

（６）学位の授与
１）学位審査委員会は、修士論文の審査および最終試験の結果を研究科長に報告しなけ
ればならない。
２）研究科長は、１）の報告に基づいて学位授与の可否を研究科委員会の審議に付し、
その結果を学長に報告するものとする。
３）学長は、２）の報告に基づいて、学位を授与すべき者には学位を授与し、学位を授
与できない者にはその旨通知するものとする。
４）授与する学位は、修士（総合政策）とする。

（注）上記各期日は、当日が学事日程上の休日となる場合には、当該直後の平日とする。
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総合政策研究科における「特定課題の研究成果」の取り扱い要領

１．趣旨
本研究科では、国際政策領域および公共政策領域において､問題発見から問題解決への

理論的プロセスの展開とともに政策提言に至るまでの能力を修得することが目的とされ
ている。このような領域または修得すべき能力から見て、そこでの方法および成果物は
多様なものとなる可能性がある。従って、本研究科においては、特定課題の研究成果と
して多様な形態を認め､当該成果を持って修士論文に代えることができるものとする。

２．特定課題の研究成果についての申請
修士論文に代えて特定課題の研究成果の提出を希望する場合には､研究指導教員の承認

を得て１年次の１月末日までに「特定課題研究届」を研究科長宛に提出するものとする。
ただし、「１年修了願」を提出した者については､当該届の提出期限を７月末日とする。

３．特定課題の研究成果の提出
特定課題の研究成果には、その概要を添付しなければならない。

４．特定課題研究選択の取り下げについての申請
「特定課題研究届」を提出した者が、やむを得ない理由により修士論文に変更する場

合には､１年次の３月末日までに研究指導教員の承認を得て「特定課題研究取り消し願」
を研究科長宛に提出するものとする。ただし、「１年修了願」を提出した者については､
当該届の提出期限を８月末日とする。
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３．博士後期課程
（１）授業科目

総合政策研究科総合政策専攻博士後期課程の講義科目とその単位数は次の通りとする。

（２）履修方法
１）①本課程を修了するためには、原則として、３年以上在学しなければならない。

②博士後期課程の最長在学年限は６か年とする。所定の単位を修得した者が、一
旦退学したのち、学位論文提出のため再入学した場合においても、その在学年
限は、通算して６年を超えることができない。
③本課程を修了するためには、総合政策特殊研究Ａ～Ｆのうち４単位以上、研究
指導Ⅰ～Ⅵの12単位、計16単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた
上、博士論文の審査および最終試験に合格しなければならない。

２）研究指導の実施方法は、原則として、次の通りとする。
①研究指導の領域および分野

②分野別複数指導制：　各学生は、上記５分野のなかから１分野を選んで所属分野
とし、当該分野に配置された教員のうち１名を選んで、チーフスーパバイザー
（ＣＳＶ）とする。ＣＳＶは、当該学生の研究指導責任者として、所属分野の全教
員で構成されるスーパバイジングコミティ（ＳＣ）を組織し、ＣＳＶを責任者と
するＳＣが当該学生の研究指導にあたる。具体的な指導方法は、ＣＳＶの主導の
下に、ＳＣが協議して決定するものとする。
③他分野の教員のＳＣ参加について：ＣＳＶは各学生の研究テーマに応じ、他分野
の教員をスーパバイザー（ＳＶ）に加え、当該学生の所属分野ＳＣに参加させる
ことができる。
④時間割：研究指導Ⅰ～Ⅵの時間割は設定しないが、各科目とも週１コマ（90分）
以上、１学期15週以上の研究指導を行なうことを原則とする。

３）３つの節目：「研究指導Ⅰ～Ⅵ」を通じて、学生が計画的に研究を進め、論文完
成・提出の目標を達成することを容易にするため、次の３つの節目を設ける。
①研究計画セミナー：１年次生は、「研究指導Ⅰ」において開催される当セミナーに
おいて、３年間の研究計画を作成し報告しなければならない。報告者は討論を受
けて研究計画を修正するものとする。
②研究進行報告セミナー：２年次生は、「研究指導Ⅳ」において開催される当セミナ

講義科目（国際政策領域） 単位

総合政策特殊研究Ａ（国際政治学） ２

総合政策特殊研究Ｂ（国際経済学） ２

総合政策特殊研究Ｃ（地域研究） ２

研究指導Ⅰ～Ⅵ 各２

講義科目（公共政策領域） 単位

総合政策特殊研究Ｄ（政策科学） ２

総合政策特殊研究Ｅ（行政学） ２

総合政策特殊研究Ｆ（財政学） ２

研究指導Ⅰ～Ⅵ 各２

国際政策領域

国際政治分野

国際ガバナンス分野

地域研究分野

公共政策領域

政治／政策デザイン分野

行政／財政分野
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ーにおいて、過去１年半の研究の進行状況を、前年度に提出した研究計画と対照
しつつ報告しなければならない。これを踏まえた今後１年半の研究計画、博士論
文の構成および執筆計画を参加者全員の討論に付し、報告者の研究進行の過不足、
論文構成等の修正に資するものとする。
③博士論文中間報告セミナー：３年次生は、「研究指導Ⅴ」において開催されるセミ
ナーにおいて研究成果を報告し、参加者の討論、コメント等により論文修正をす
るものとする。
④各セミナーの実施日程については、研究科長が別に定める。

（３）学期試験
１）授業科目を履修した者に対し試験を行なう。
２）試験の成績は、秀・優・良・可・不可の５種類とし、秀・優・良・可を合格とし
て単位を与え、不可を不合格とする。

（４）中間報告
１）学位論文計画と中間報告
①課程博士論文は、研究指導８単位および専門科目４単位を含む12単位以上を習得
し、本研究科の定める基準にもとづく課程博士論文提出資格審査（以下、提出資
格審査）に合格し、かつ学位論文計画書を提出しなければこれを提出することが
できない。
②課程博士論文を提出しようとする者（以下、論文提出予定者）は、指導教員の承
認を得たうえ、研究科長が別に定める期限までに課程博士論文提出資格審査願を
提出しなければならない。
③論文提出予定者は、６月20日までに学位論文計画書および中間報告願（以下、学
位論文計画書等）を提出しなければならない。春学期休学者の学位論文計画書の
扱いについては、研究科が個別に定める。ただし、その計画書の提出を認める場
合は、提出期限を９月30日（秋学期休学者は４月15日）以前に設定するものとす
る。
④本課程に３年以上在学し、９月に修了しようとする者は、前年の12月20日までに
指導教員の承認を得て学位論文計画書等を同時に提出するものとする。
⑤学位論文計画書等で予定された修了学期の博士論文審査に合格しなかった者が、
次学期以降に博士論文を提出するためには、そのための学位論文計画書等を、新
たに提出しなければならない。３月修了のための学位論文計画書等を提出した者
が９月修了希望に変更する場合は４月15日（９月修了のための学位論文計画書等
を提出した者が３月修了希望に変更する場合は、そのための学位論文計画書等を
９月30日）までに提出しなければならない。
⑥学位論文計画書等の提出はＣＳＶの承認を受けなければならない。
⑦学位論文計画書は、研究審査委員会の審査を受けなければならない。研究審査委
員会から指摘または修正の指示を受けた学位論文計画書の再提出の期限は、研究
科長が個別に指定する。
⑧中間報告は前記の中間報告セミナーとして実施するものとする。ただし、９月修
了予定者の中間報告の日程は研究科長が別に定める。

２）中間報告の評者はＣＳＶおよびＳＣから選出された２名以上とし、原則として、
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博士論文の学位審査委員と同一とする。
３）ＣＳＶは、所定の様式に基づき、中間報告実施報告書をすみやかに研究科長宛提
出しなければならない。

（５）博士論文、審査および最終試験
１）単位修得による学位申請の場合
①本課程において３年以上在学して所定の単位を修得し、中間報告を終了した者は
博士論文を提出して審査を請求することができる。
②博士論文は、その要旨３部とともに本文５部を教務係、研究科委員会を経て学長
に提出するものとする。
③博士論文の提出期限は１月20日とする。ただし、本課程に３年以上在学した後、
９月に修了する者にあっては、これを７月31日とする。
④博士論文には、学位申請書および履歴書を添付するものとする。
⑤審査ならびに最終試験の実施方法は博士前期課程の場合に準ずるものとする。

２）単位修得退学ののち一定年数を経過して学位申請をする場合は、研究科事務室お
よび在学時のＣＳＶに照会のこと。
①博士論文は、その要旨３部とともに本文５部を教務係、研究科委員会を経て学長
に提出するものとする。
②博士論文には、学位申請書および履歴書を添付するものとする。
③審査ならびに最終試験の実施方法は博士前期課程の場合に準ずるものとする。
④学位審査手数料は本学学位規程の定めによる。

３）論文提出による学位申請（詳細については研究科事務室に照会のこと。）
①前記１）または２）の場合の他、それと同等以上の学力があると確認された場合
には、博士論文を提出して審査を請求することができる。
②博士論文は、その要旨３部とともに本文５部を教務係、研究科委員会を経て学長
に提出するものとする。
③博士論文には、学位申請書、履歴書、最終学校における単位取得・成績証明書お
よび学位取得証明書を添付するものとする。
④審査ならびに最終試験の実施方法は博士前期課程の場合に準ずるものとする。
⑤学位審査手数料は本学学位規程の定めによる。

４）博士論文の審査と最終試験
①前記１）の場合にあっては、博士論文の審査および最終試験は２月末日までに行
うものとする。ただし、本過程に３年以上在学した後、９月に修了する者にあっ
ては、これを８月31日とする。
②前記２）の場合にあっては、学力の確認の後、博士論文の審査は論文を受理した
日から１年以内に終了するものとする。
③博士論文の審査および最終試験は、これをＣＳＶおよびＳＣから選出された２名
以上で構成される学位審査委員会によって行うものとする。ただし、前記３）の
場合、学位審査委員は研究科委員会において選出する。
④学位審査委員は上記の定めにかかわらず、研究科委員会の議を経て、本学または
他の大学院、研究所等の教授１名以上委嘱することを妨げない。ただし、主査は
本研究科から選任するものとする。
⑤博士論文は、専攻分野におけるきわめて高度な研究能力または学識を有するかど
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うかについて審査するものとする。
⑥最終試験は、論文審査の後、口頭によって行う。

（６）学位の授与
１）学位審査委員会は、博士論文の審査および最終試験の結果を研究科長に報告しな
ければならない。
２）研究科長は、１）の報告に基づいて学位授与の可否を研究科委員会の審議に付し、
その結果を学長に報告するものとする。
３）学長は、研究科長の報告に基づいて、学位を授与すべき者には学位記を交付し、
また学位を授与できない者には、その旨通知する。
４）本研究科で授与する学位は、博士（総合政策）とする。

（注）上記各期日は、当日が学事日程上の休日となる場合には、当該直後の平日とする。
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新旧カリキュラム対照表（2009年度以前の入学生）

2010年度のカリキュラム改正により新規に開講される科目を2009年度以前の入学生が修得した場合、次
の対照表に基づいて2009年度以前の入学生に適用されるカリキュラムの科目を修得したものとみなすこと
ができる。

備　　　考

専門科目

2010年度以降入学生のカリキュラム
科　目　名 単位数

総合政策特別研究
（国際経済の現場から） ２

総合政策特別研究
（公共政策の現場から） ２

東アジア研究 ２
途上国のガバナンス研究 ２
地方自治研究 ２

科　目　名 単位数
総合政策特別研究
（国際政策の現場から） ２

総合政策特別研究
（ニュー・パブリック・マネジメントの実践） ２

東アジア近代史研究 ２
途上国統治研究 ２
地方分権研究 ２

2009年度以前入学生のカリキュラム
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数 理 情 報 研 究 科
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数理情報研究科履修要項

１．博士前期課程（2010年度以降の入学生に適用）
数理情報研究科博士前期課程の専攻およびコースは次のとおりである。

数理情報研究科数理情報専攻の学生は、入学後、上表の数理情報専修、ソフトウェア工学専修
から一つを選び登録を行う。ソフトウェア工学専修を選んだ学生は、数理情報研究科が定める
規定により、ＩＴスペシャリストコース、ソフトウェア工学コースのいずれかに登録を行う。

科目の履修状況に応じて、ＩＴスペシャリストコースに登録した学生に対してソフトウ
ェア工学コースへの登録変更を命じる場合がある。

１－１数理情報専修
（1）授業科目

数理情報研究科数理情報専攻博士前期課程数理情報専修における授業科目及びその
単位数は次の通りとする。（）内は単位数。

－ 167－

数

理

情

報

基礎科目群

解析・線形代数 （２）
プログラミング （２）
科学技術英語 （２）
情報倫理 （２）
情報数学概論 （２）
オペレーションズ・リサーチ概論 （２）

システム工学概論 （２）
数理統計学概論 （２）
情報科学概論 （２）
ソフトウェア工学概論 （２）
通信工学概論 （２）
コンピュータネットワーク概論 （２）

専門科目群

［共通］

［システム運用工学］

［情報分析科学］

［情報工学］

数理情報演習 （２）

ファイナンス工学研究 （２）
制御論研究 （２）

多変量解析研究 （２）
データ解析研究 （２）
数理論理学研究 （２）
数値解析研究 （２）

最適配置研究 （２）
信頼性工学研究 （２）

統計学研究 （２）
微分方程式研究 （２）
応用確率研究 （２）

アルゴリズム研究 （２）
ソフトウェア生産管理研究 （２）

データベース研究 （２）
ソフトウェア生産技術研究 （２）

［通信工学］

通信プロトコル研究 （２）
ネットワークセキュリティ研究 （２）

無線通信工学研究 （２）
ネットワーク設計研究 （２）

数理情報研究科数理
情報専攻

数理情報専修

ソフトウェア工学専修
ＩＴスペシャリストコース
ソフトウェア工学コース

─ 214 ─ ─ 215 ─

数
理
情
報



（2）履修方法
１）博士前期課程を修了するためには、博士前期課程に２年以上在学し、30単位以上
を修得し、必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査および最終試験に合格しな
ければならない。課程の目的に応じ適当と認められるときには、特定の課題につい
ての研究成果をもって修士論文の審査に代えることができる。
ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げた者については、１年以上在学

すれば足りるものとする。
２）学生は入学後、システム運用工学、情報分析科学、情報工学、通信工学の４つの
研究領域から、主たる研究領域を決定しなければならない。
３）学生は、基礎科目群から、「情報倫理」２単位を含め、８単位以上を修得しなけれ
ばならない。
４）学生は、専門科目群から、「数理情報演習」２単位を含め、14単位以上を修得しな
ければならない。ただし、主たる研究領域の科目から「数理情報演習」を含めて４
単位以上、他の研究領域の科目から４単位以上を修得しなければならない。
５）学生は、「研究指導Ⅰ～Ⅳ」８単位を修得しなければならない。
６）数理情報研究科(以下「研究科」という）で適当と認めたときには、本学の他の研
究科、他大学の大学院（外国の大学院を含む）で修得した単位を、10単位を超えな
い範囲で修了に必要な単位として認める。ただし、外国の大学の大学院で履修した
ときには、単位を付与されない場合でも、試験によって本学大学院の単位を修得し
たものとみなすことができる。
７）授業科目を履修した者に対し試験を行う。試験の成績は、秀・優・良・可・不可
の５種とし、秀・優・良・可を合格として単位を与え、不可を不合格とする。
８）博士前期課程の最長在学年限は４か年とする。ただし、特別の理由があるときに
は、研究科委員会でさらに１か年の延長を認めることがある。
９）願い出により退学した者が再入学を願い出た場合は、数理情報学研究科で適当と
認めたときにはこれを許可する。この場合、その在学年限は、通算して４か年を超
えることはできない。

（3）修士論文の提出、審査と最終試験
（a）修士論文の提出
１）修士論文を提出しようとするものは、研究科の定める所定の時期に中間審査を
受けなければならない。
２）修士論文を提出するためには、予め論文の主題とその研究計画書（以下、学位
論文計画書等という）を、その内容について指導教員の承認を得た上で、６月20
日（９月修了の場合は、12月20日）までに提出しなければならない。春学期休学
者の学位論文計画書等の扱いについては、本研究科が個別に対応して決める。た
だし、この提出を認める場合は、提出期限を９月30日（秋学期休学者は４月15日）
以前に設定するものとする。

－ 168－

研究指導科目群

研究指導Ⅰ （２）
研究指導Ⅲ （２）

研究指導Ⅱ （２）
研究指導Ⅳ （２）
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３）学位論文計画書等を提出するためには、博士前期課程に１年以上在学し、16単
位以上の単位を修得していなければならない。ただし、優れた業績を上げた者に
ついては、この限りではない。
４）修士論文を提出するためには、学位論文計画書等の内容について研究審査委員
会の承認を受けなければならない。研究審査委員会から指摘または修正の指示を
受けた学位論文計画書等の再提出の期限は、研究科長が個別に指定する。
５）学位論文計画書等で予定された修了学期の修士論文審査に合格しなかった者が、
次学期以降に修士論文を提出するためには、そのための学位論文計画書等を、新
たに提出しなければならない。９月修了のための学位論文計画書等を提出した者
が３月修了希望に変更する場合は、そのための学位論文計画書等を９月30日（３
月修了のための学位論文計画書等を提出した者が９月修了希望に変更する場合は
４月15日）までに提出しなければならない。
６）修士論文は、１編１部を、研究科委員会に提出する。論文審査のために必要な
ときには、論文提出部数の増加や参考資料の提出を求めることがある。
７）修士論文の提出期限は研究科の定める日とする。

（b）修士論文の審査と最終試験
１）修士論文の審査と最終試験は、研究科委員会が組織する学位審査委員会でこ
れを行う。

２）最終試験は、論文審査が終った後、修士論文の内容を中心として、これに関
連する学識について、口頭で行う。ただし、必要なときには筆記試験を併せて
行う。
３）修士論文は専攻分野における研究能力または高度の専門性を要する職業等に
必要な高度の学識を有することを示すものをもって合格とする。
４）学位審査員会は修士論文の審査と最終試験の結果を研究科委員会に報告し、
研究科委員会は学位を授与するか否かを審議し、その判定を学長に報告する。
学長は、学位を授与すべき者には学位を授与し、学位を授与できない者にはそ
の旨を通知する。
５）９月修了者の論文審査と最終試験は７月15日までに行う。

（4）本研究科で授与する学位は修士（数理情報学）である。

１－２　ソフトウェア工学専修ＩＴスペシャリストコース
（1）授業科目

数理情報研究科数理情報専攻博士前期課程ソフトウェア工学専修ＩＴスペシャリス
トコースにおける授業科目及びその単位数は次の通りとする。（ ）内は単位数。

－ 169－

数

理

情

報

基礎科目群

科学技術英語 （２）
情報倫理 （２）
情報数学概論 （２）
オペレーションズ・リサーチ概論 （２）
アルゴリズムとデータ構造 （２）

システム工学概論 （２）
数理統計学概論 （２）
ソフトウェア工学 （２）
通信工学概論 （２）
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（2）履修方法
１）ＩＴスペシャリストコースを修了するためには、ＩＴスペシャリストコースに２
年以上在学し、30単位以上を修得し、ＯＪＬ成果報告書の審査および最終試験に合
格しなければならない。
２）学生は、基礎科目群から、「ソフトウェア工学」２単位を含め、８単位以上を修得
しなければならない。
３）学生は、ソフトウェア工学科目群から10単位以上を修得しなければならない。
４）学生は、要素技術科目群から４単位以上を修得しなければならない。
５）学生は、「ソフトウェア工学実践研究Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ」８単位を修得しなければな
らない。
６）数理情報研究科（以下「研究科」という）で適当と認めたときには、本学の他の
研究科、他の大学の大学院（外国の大学院を含む）で修得した単位を、10単位を超
えない範囲で修了に必要な単位として認める。ただし、外国の大学の大学院で履修
したときには、単位を付与されない場合でも、試験によって本学大学院の単位を修
得したものとみなすことができる。
７）授業科目を履修した者に対し、試験を行う。試験の成績は、秀・優・良・可・不
可の５種とし、秀・優・良・可を合格として単位を与え、不可を不合格とする。
８）博士前期課程の最長在学年限は４か年とする。ただし、特別の理由があるときに
は、研究科委員会でさらに１か年の延長を認めることがある。
９）願い出により退学した者が再入学を願い出た場合は、数理情報学研究科で適当と
認めた時にはこれを許可する。この場合は、その在学年限は、通算して4か年を超え
ることはできない。

（3）ＯＪＬ成果報告書の提出、審査と最終試験
（ａ）ＯＪＬ成果報告書の提出
１）ＯＪＬ成果報告書を提出しようとするものは、本研究科の定める所定の時期に中
間審査を受けなければならない。
２）ＯＪＬ成果報告書を提出するためには、予め報告書の主題とその研究計画書（以
下、計画書等という）を、その内容について指導教員の承認を得た上で、６月20日
までに提出しなければならない。春学期休学者の計画書等の扱いについては、本研
究科が個別に対応して決める。ただし、この提出を認める場合は、提出期限を９月

－ 170－

ＯＪＬ科目群
ソフトウェア工学実践研究Ⅰ （２）
ソフトウェア工学実践研究Ⅲ （２）

ソフトウェア工学実践研究Ⅱ （２）
ソフトウェア工学実践研究Ⅳ （２）

要素技術科目群

組込みソフトウェア工学 （２）
ネットワーク設計研究 （２）

データベース研究 （２）
通信プロトコル研究 （２）

ソフトウェア工学科目群

ソフトウェア要求工学 （２）
正当性検証と妥当性確認 （２）
ソフトウェア構築と保守 （２）

ソフトウェアアーキテクチャ （２）
ソフトウェアプロジェクト管理 （２）
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30日以前に設定するものとする。
３）ＯＪＬ成果報告書を提出しようとするものは、計画書等の内容について研究審査
委員会の承認を受けなければならない。研究審査委員会から指摘または修正の指
示を受けた計画書等の再提出の期限は、研究科長が個別に指定する。
４）計画書等で予定された修了学期のＯＪＬ成果報告書審査に合格しなかった者が、
次学期以降にＯＪＬ成果報告書を提出するためには、そのための計画書等を、新
たに提出しなければならない。
５）ＯＪＬ成果報告書は、１編１部を、研究科委員会に提出する。論文審査のため
に必要なときには、論文提出部数の増加や参考資料の提出を求めることがある。
６）ＯＪＬ成果報告書の提出期限は研究科の定める日とする。

（ｂ）ＯＪＬ成果報告書の審査と最終試験
１）ＯＪＬ成果報告書の審査と最終試験は、研究科委員会が定めるＯＪＬ審査委員
会により、これを行う。
２）最終試験は成果報告書審査が終わった後、ＯＪＬ成果報告書の内容を中心とし
て、これに関連する学識について、口頭で行う。ただし、必要なときには筆記試
験を伴わせて行う。
３）ＯＪＬ成果報告書は高度の専門性を要する職業等に必要な高度の学識を有する
ことを示すものをもって合格とする。
４）ＯＪＬ審査委員会はＯＪＬ成果報告書の審査と最終試験の結果を研究科委員会
に報告し、研究科委員会は学位を授与するか否かを審議し、その判定を学長に報
告する。学長は、学位を授与すべき者には学位を授与し、学位を授与できない者
にはその旨を通知する。

（4）本研究科で授与する学位は修士（数理情報学）である。

１－３　ソフトウェア工学専修ソフトウェア工学コース
（1）授業科目

数理情報研究科数理情報専攻博士前期課程ソフトウェア工学専修ソフトウェア工学
コースにおける授業科目及びその単位数は次の通りとする。（ ）内は単位数。

－ 171－

数

理

情

報

基礎科目群

解析・線形代数 （２）
プログラミング （２）
科学技術英語 （２）
情報倫理 （２）
情報数学概論 （２）
オペレーションズ・リサーチ概論 （２）

システム工学概論 （２）
数理統計学概論 （２）
ソフトウェア工学 （２）
通信工学概論 （２）
アルゴリズムとデータ構造 （２）

ソフトウェア工学科目群

ソフトウェア要求工学 （２）
正当性検証と妥当性確認 （２）
ソフトウェア構築と保守 （２）

ソフトウェアアーキテクチャ （２）
ソフトウェアプロジェクト管理 （２）

要素技術科目群

組込みソフトウェア工学 （２）
ネットワーク設計研究 （２）

データベース研究 （２）
通信プロトコル研究 （２）
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（2）履修方法
１）ソフトウェア工学コースを修了するためには、ソフトウェア工学コースに２年以
上在学し、30単位以上を修得し、必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査およ
び最終試験に、合格しなければならない。
２）学生は、基礎科目群から、「ソフトウェア工学」２単位を含め、８単位以上を修得
しなければならない。
３）学生は、ソフトウェア工学科目群から10単位以上を修得しなければならない。
４）学生は、要素技術科目群から４単位以上を修得しなければならない。
５）学生は、「ソフトウェア工学研究Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ」８単位を修得しなければならない。
６）数理情報研究科（以下「研究科」という）で適当と認めたときには、本学の他の
研究科、他の大学の大学院（外国の大学院を含む）で修得した単位を、10単位を超
えない範囲で修了に必要な単位として認める。ただし、外国の大学の大学院で履修
したときには、単位を付与されない場合でも、試験によって本学大学院の単位を修
得したものとみなすことができる。
７）授業科目を履修した者に対し、試験を行う。試験の成績は、秀・優・良・可・不
可の５種とし、秀・優・良・可を合格として単位を与え、不可を不合格とする。
８）博士前期課程の最長在学年限は４か年とする。ただし、特別の理由があるときに
は、研究科委員会でさらに１か年の延長を認めることがある。
９）願い出により退学した者が再入学を願い出た場合は、数理情報学研究科で適当と
認めた時にはこれを許可する。この場合は、その在学年限は、通算して４か年を超
えることはできない。

（3）修士論文の提出、審査と最終試験
（ａ）修士論文の提出
１）修士論文を提出しようとするものは、研究科の定める所定の時期に中間審査を
受けなければならない。
２）修士論文を提出するためには、予め論文の主題とその研究計画書（以下、学位
論文計画書等という）を、その内容について指導教員の承認を得た上で、６月20
日までに提出しなければならない。春学期休学者の学位論文計画書等の扱いにつ
いては、本研究科が個別に対応して決める。ただし、この提出を認める場合は、
提出期限を９月30日以前に設定するものとする。
３）学位論文計画書等を提出するためには、博士前期課程に１年以上在学し、16単
位以上の単位を修得していなければならない。ただし、優れた業績を上げた者に
ついては、この限りではない。
４）修士論文を提出するためには、学位論文計画書等の内容について研究審査委員
会の承認を受けなければならない。研究審査委員会から指摘または修正の指示を
受けた学位論文計画書等の再提出の期限は、研究科長が個別に指定する。
５）学位論文計画書等で予定された修了学期の修士論文審査に合格しなかった者が、

－ 172－

研究科目群
ソフトウェア工学研究Ⅰ （２）
ソフトウェア工学研究Ⅲ （２）

ソフトウェア工学研究Ⅱ （２）
ソフトウェア工学研究Ⅳ （２）
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次学期以降に修士論文を提出するためには、そのための学位論文計画書等を、新
たに提出しなければならない。
６）修士論文は、１編１部を、研究科委員会に提出する。論文審査のために必要な
ときには、論文提出部数の増加や参考資料の提出を求めることがある。
７）修士論文の提出期限は研究科の定める日とする。

（ｂ）修士論文の審査と最終試験
１）修士論文の審査と最終試験は、研究科委員会が組織する学位審査委員会でこれ
を行う。
２）最終試験は論文審査が終わった後、修士論文の内容を中心として、これに関連す
る学識について、口頭で行う。ただし、必要なときには筆記試験を伴わせて行う。
３）修士論文は専攻分野における研究能力または高度の専門性を要する職業等に必
要な高度の学識を有することを示すものをもって合格とする。
４）学位審査委員会は修士論文の審査と最終試験の結果を研究科委員会に報告し、
研究科委員会は学位を授与するか否かを審議し、その判定を学長に報告する。学
長は、学位を授与すべき者には学位を授与し、学位を授与できない者にはその旨
を通知する。

（4）本研究科で授与する学位は修士（数理情報学）である。

（5）ＩＴスペシャリストコースからソフトウェア工学コースに登録変更した場合、研究
科で適当と認めたときには、ＩＴスペシャリトコースで修得した単位を、ソフトウェ
ア工学コースの修了に必要な単位として認める。
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「単位互換に関する協定」による単位認定について

（1）名古屋大学大学院情報科学研究科、愛知県立大学大学院情報科学研究科の科目を修得
した場合、次の対応に基づいてソフトウェア工学専修科目の単位として認定すること
ができる。
対応している科目を重複履修した場合は、一方の科目の単位のみを修了に必要な単位
として認める。

（2）名古屋大学大学院情報科学研究科の次の科目を修得した場合、ソフトウェア工学専修
の基礎科目の単位として認定することができる。

（２単位）

（3）名古屋大学大学院情報科学研究科の次の科目を修得した場合、ソフトウェア工学専修
の要素技術科目群の単位として認定することができる。

（２単位）
（２単位）

（4）名古屋大学大学院情報科学研究科の次の科目を修得した場合、数理情報専修のシステ
ム運用工学領域の専門科目群の単位として認定することができる。

（２単位）
（２単位）ア ル ゴ リ ズ ム 特 論

最 適 化 特 論

情報システム開発実践特論
システムプログラム特論

ソフトウェア基礎論特論

名古屋大学大学院科目 ソフトウェア工学専修科目

科　目　名　称 単位 科　目　名　称 単位

プロジェクト管理特論 ２ ソフトウェアプロジェクト管理 ２

ソフトウェア信頼性特論 ２ 正当性検証と妥当性確認 ２

ソフトウェア工学特論 ２ ソフトウェアアーキテクチャ ２

愛知県立大学大学院科目 ソフトウェア工学専修科目

科　目　名　称 単位 科　目　名　称 単位

コードリーディングⅠ ２ ソフトウェア構築と保守 ２
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２．博士後期課程
（1）授業科目

数理情報研究科数理情報専攻博士後期課程における授業科目とその単位数は次のと
おりとする。（ ）内は単位数

（2）履修方法
１）博士後期課程を修了するためには、博士後期課程に３年以上在学し、20単位以上
を修得し、必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査および最終試験に合格しな
ければならない。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者につい
ては、１年以上在学すれば足りるものとする。
２）数理情報研究科で適当と認めたときには、本学の他の研究科、他大学の大学院
（外国の大学院を含む）および入学前に本研究科で修得した単位を10単位を超えない
範囲で修了に必要な単位として認める。ただし、外国の大学の大学院で履修したと
きには、単位を付与されない場合でも、試験によって本学大学院の単位を修得した
ものとみなすことができる。
３）授業科目を履修した者に対し試験を行う。試験の成績は、秀・優・良・可・不可
の５種とし、秀・優・良・可を合格として単位を与え、不可を不合格とする。
４）博士後期課程の最長在学年限は６か年とする。
５）願い出により退学した者が再入学を願い出た場合は、数理情報研究科で適当と認
めたときにはこれを許可する。この場合、その在学年限は通算して６か年をこえる
ことはできない。

（3）課程博士論文の提出、審査と最終試験
（a）課程博士論文の提出
１）博士論文を提出するためには、論文提出期限の３か月前までに学位審査委員会の
中間審査を受けなければならない。
２）博士論文を提出するためには、論文提出期限までに外国語の学力に関する検定
（外国語検定試験）に合格していなければならない。
３）博士論文を提出するためには、予め論文の主題とその研究計画書（以下、学位論
文計画書等という）を、その内容について指導教員の承認を得た上で、６月20日ま
でに提出しなければならない。春学期休学者の学位論文計画書等の扱いについては、
本研究科が個別に対応して決める。ただし、この提出を認める場合は、提出期限を
９月30日以前に設定するものとする。
４）学位論文計画書等を提出するためには、博士後期課程に２年以上在学し、16単位以

専門科目群

システム運用工学研究Ⅰ （２）
情報分析科学研究Ⅰ （２）
情報工学研究Ⅰ （２）
通信工学研究Ⅰ （２）

システム運用工学研究Ⅱ （２）
情報分析科学研究Ⅱ （２）
情報工学研究Ⅱ （２）
通信工学研究Ⅱ （２）

研究指導科目群

研究指導Ⅰ （４）
研究指導Ⅲ （４）

研究指導Ⅱ （４）
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上の単位を修得し、計画書の内容について研究指導教員の承認を得なければならな
い。
５）博士論文を提出するためには、学位論文計画書の内容について、研究審査委員会
の承認を受けなければならない。研究審査委員会から指摘または修正の指示を受け
た学位論文計画書の再提出の期限は、研究科長が個別に指定する。
６）学位論文計画書等で予定された修了学期の博士論文審査に合格しなかった者が、
次学期以降に博士論文を提出するためには、そのための学位論文計画書等を、新た
に提出しなければならない。
７）博士論文は、１編４部を、研究科委員会を経て学長に提出する。論文審査のため
に必要なときには、論文提出部数の増加や参考資料の提出を求めることがある。
８）博士論文を提出するときには、学位申請書、論文要旨および履歴書を併せて提出
しなければならない。
９）博士論文の提出期限は研究科の定める日とし、論文審査と最終試験を受けなけれ
ばならない。

（b）博士論文の審査と最終試験
１）博士論文の審査と最終試験は、研究科委員会で選出された教員３名以上の学位審
査委員（内１名は主査）で組織される学位審査委員会でこれを行う。
２）最終試験は、論文審査が終わった後、博士論文の内容を中心として、これに関連
する学識と研究能力について、口頭で行う。ただし、必要なときには筆頭試問を併
せて行う。
３）博士論文は専攻分野について研究者として自立して研究活動を行い、またはその
他の高度に専門的な業務に従事するのに必要な高度の研究能力を有することを示す
ものをもって合格とする。
４）学位審査委員会は博士論文の審査と最終試験の結果を研究科委員会に報告し、研
究科委員会は学位を授与するか否かを審議し、その判定を学長に報告する。学長は、
学位を授与すべき者には学位を授与し、学位を授与できない者にはその旨を通知す
る。

（4）外国語検定試験
１）博士論文を提出するためには、英語検定試験に合格していなければならない。
２）試験は研究科の定める時期に行う。
３）試験は研究科の定める方法による。

（5）本研究科で授与する学位は博士（数理情報学）である。
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数理情報研究科における［特定の研究課題についての研究の成果］の取扱要領

１．趣旨
数理情報研究科では、工学を基礎とする応用研究も研究課題の一つとして指導の対象

とする。応用研究の成果は必ずしも論文だけでは無いとの観点から、特定の研究課題に
ついての研究成果を小論文と試作物によって代えられるものとする。

２．特定の研究課題についての成果とその提出方法
学生は、学問的または職業上の関心に基づき、特定の研究課題を選定し、その研究成

果を小論文（研究科の定める要旨で2ページ程度のもの）とその研究課題の成果となる試
作物を修士論文に代わり提出できる。試作物については、それがどのようなものである
かを、あらかじめ研究計画書に記述し、研究科で特定の研究課題の成果として妥当であ
るとの判断を受けなければならない。試作物の例としては、ソフトウェアシステム、ハ
ードウェアシステム、アルゴリズムや方法論を記載したもの等が挙げられる。

３．特定の研究課題選択の決定時期
修士論文に代えて、特定の研究課題に関する成果を提出しようとするものは、研究科

の定める研究計画書提出の時期にその旨を計画書に記述し、研究科の判断を受けなけれ
ばならない。提出に際しては、研究指導教員とその内容について事前に相談すること。

４．選択の変更
特定の研究課題を選択した後、変更の必要が生じたときは、研究指導教員と相談の上、

随時研究科に届出て、変更の可否の判断を受けなければならない。
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理 工 学 研 究 科 履 修 要 項

１．博士前期課程
理工学研究科博士前期課程の専攻は次のとおりである。

１－１　システム数理専攻
（1）授業科目

理工学研究科システム数理専攻博士前期課程における授業科目及びその単位数は次
のとおりとする。（）内は単位数。

（2）履修方法
１）博士前期課程を修了するためには、博士前期課程に２年以上在学し、30単位以上
を修得し、必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査および最終試験に合格しな
ければならない。課程の目的に応じ適当と認められるときには、特定の課題につい
ての研究成果をもって修士論文の審査に代えることができる。
ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げた者については、１年以上在学

すれば足りるものとする。
２）学生は入学後所定の期間内に、指導教授を選び、研究一般についてその指導に従
うものとする。
３）学生は、研究科共通科目群のうち、選択必修科目：「システム工学概論」、「オペ
レーションズ・リサーチ概論」、「数理統計学概論」から４単位以上を修得しなけれ
ばならない。

－ 167－
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研究科共通科目群

科学技術と倫理 （２）
科学技術英語 （２）
情報数学概論 （２）
情報科学概論 （２）
物理学概論 （２）
ソフトウェア工学概論 （２）
システム工学概論 （２）

通信工学概論 （２）
オペレーションズ・リサーチ概論 （２）
数理統計学概論 （２）
アルゴリズム研究 （２）
計算数理研究 （２）
微分方程式研究 （２）

専攻科目群

研究指導科目群

最適化モデル研究 （２）
空間解析研究 （２）
多変量解析研究 （２）
統計学研究 （２）
データ解析研究 （２）

研究指導Ⅰ （２）
研究指導Ⅲ （２）

制御論研究 （２）
最適化手法研究 （２）
ソフトウェア生産管理研究 （２）
システム数理演習 （２）

研究指導Ⅱ （２）
研究指導Ⅳ （２）

理工学研究科
システム数理専攻
ソフトウェア工学専攻
機械電子制御工学専攻
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４）学生は、３）の４単位と「科学技術と倫理」２単位を含め、研究科共通科目群か
ら10単位以上を修得しなければならない。
５）学生は、「システム数理演習」２単位を含め、専攻科目群から１２単位以上を修得
しなければならない。
６）学生は、「研究指導Ⅰ～Ⅳ」８単位を修得しなければならない。
７）本研究科委員会が研究上有益と認めるときは、本学の他の研究科、他大学の大学
院（外国の大学院を含む）および入学前に本研究科で修得した単位を、10単位を超
えない範囲で修了に必要な単位として認める。ただし、外国の大学の大学院で履修
したときには、単位を付与されない場合でも、試験によって本学大学院の単位を修
得したものとみなすことができる。
８）所定の授業科目を履修した者に対し試験を行う。試験の成績は、秀・優・良・可・
不可の５種とし、秀・優・良・可を合格として単位を与え、不可を不合格とする。
９）博士前期課程の最長在学年限は４か年とする。ただし、特別の理由があるときに
は、本研究科委員会の議を経て、更に１カ年の延長を認めることがある。

１０）願い出により退学した者が再入学を願い出た場合は、理工学研究科で適当と認め
たときにはこれを許可する。この場合、その在学年限は、通算して４か年を超える
ことはできない。

（3）修士論文の提出、審査と最終試験
（a）修士論文の提出
１）修士論文を提出しようとするものは、本研究科の定める所定の時期に中間審査
を受けなければならない。
２）修士論文を提出するためには、予め論文の主題とその研究計画書（以下、学位
論文計画書等という）を、その内容について指導教員の承認を得た上で、６月20
日（９月修了の場合は、12月20日）までに提出しなければならない。春学期休学
者の学位論文計画書等の扱いについては、本研究科が個別に対応して決める。た
だし、この提出を認める場合は、提出期限を９月30日（秋学期休学者は４月15日）
以前に設定するものとする。
３）学位論文計画書等を提出するためには、博士前期課程に１年以上在学し、16単
位以上の単位を修得していなければならない。ただし、優れた業績を上げた者に
ついては、この限りではない。
４）修士論文を提出するためには、学位論文計画書等の内容について研究審査委員
会の承認を受けなければならない。研究審査委員会から指摘または修正の指示を
受けた学位論文計画書等の再提出の期限は、研究科長が個別に指定する。
５）学位論文計画書等で予定された修了学期の修士論文審査に合格しなかった者が、
次学期以降に修士論文を提出するためには、そのための学位論文計画書等を、新
たに提出しなければならない。９月修了のための学位論文計画書等を提出した者
が３月修了希望に変更する場合は、そのための学位論文計画書等を９月30日（３
月修了のための学位論文計画書等を提出した者が９月修了希望に変更する場合は
４月15日）までに提出しなければならない。
６）修士論文は、１編１部を、研究科委員会に提出する。論文審査のために必要な
ときには、論文提出部数の増加や参考資料の提出を求めることがある。
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７）修士論文の提出期限は研究科の定める日とする。
（b）修士論文の審査と最終試験

１）修士論文の審査と最終試験は、研究科委員会が組織する学位審査委員会でこ
れを行う。
２）最終試験は、論文審査が終った後、修士論文の内容を中心として、これに関
連する学識について、口頭で行う。ただし、必要なときには筆記試験を併せて
行う。
３）修士論文は専攻分野における研究能力または高度の専門性を要する職業等に
必要な高度の学識を有することを示すものをもって合格とする。
４）学位審査委員会は修士論文の審査と最終試験の結果を研究科委員会に報告し、
研究科委員会は学位を授与するか否かを審議し、その判定を学長に報告する。
学長は、学位を授与すべき者には学位を授与し、学位を授与できない者にはそ
の旨を通知する。
５）9月修了者の論文審査と最終試験は7月15日までに行う。

（4）学位
本研究科システム数理専攻で授与する学位は修士（数理科学）である。
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１－２　ソフトウェア工学専攻
（1）授業科目

理工学研究科ソフトウェア工学専攻博士前期課程における授業科目及びその単位数
は次のとおりとする。（）内は単位数。

（2）履修方法
１）博士前期課程を修了するためには、博士前期課程に２年以上在学し、30単位以上
を修得し、必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査および最終試験に合格しな
ければならない。課程の目的に応じ適当と認められるときには、特定の課題につい
ての研究成果をもって修士論文の審査に代えることができる。
ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げた者については、１年以上在学

すれば足りるものとする。
２）学生は入学後所定の期間内に、指導教授を選び、研究一般についてその指導に従
うものとする。
３）学生は、研究科共通科目群のうち、選択必修科目：「情報数学概論」、「情報科学
概論」、「ソフトウェア工学概論」から４単位以上を修得しなければならない。
４）学生は、３）の４単位と「科学技術と倫理」２単位を含め、研究科共通科目群か
ら10単位以上を修得しなければならない。
５）学生は、「ソフトウェア工学演習」２単位を含め、専攻科目群から12単位以上を修
得しなければならない。
６）学生は、「研究指導Ⅰ～Ⅳ」８単位を修得しなければならない。
７）本研究科委員会が研究上有益と認めるときは、本学の他の研究科、他大学の大学
院（外国の大学院を含む）および入学前に本研究科で修得した単位を、10単位を超
えない範囲で修了に必要な単位として認める。ただし、外国の大学の大学院で履修
したときには、単位を付与されない場合でも、試験によって本学大学院の単位を修

－ 170－

研究科共通科目群

科学技術と倫理 （２）
科学技術英語 （２）
情報数学概論 （２）
情報科学概論 （２）
物理学概論 （２）
ソフトウェア工学概論 （２）
システム工学概論 （２）

通信工学概論 （２）
オペレーションズ・リサーチ概論 （２）
数理統計学概論 （２）
アルゴリズム研究 （２）
計算数理研究 （２）
微分方程式研究 （２）

専攻科目群

研究指導科目群

数理論理学研究 （２）
ソフトウェアアーキテクチャ （２）
ソフトウェア要求工学 （２）
ソフトウェア構築と保守 （２）
正当性検証と妥当性確認 （２）

研究指導Ⅰ （２）
研究指導Ⅲ （２）

データベース研究 （２）
組込みシステム工学研究 （２）
ソフトウェア生産管理研究 （２）
ソフトウェア工学演習 （２）

研究指導Ⅱ （２）
研究指導Ⅳ （２）
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得したものとみなすことができる。
８）所定の授業科目を履修した者に対し試験を行う。試験の成績は、秀・優・良・可・
不可の５種とし、秀・優・良・可を合格として単位を与え、不可を不合格とする。
９）博士前期課程の最長在学年限は４か年とする。ただし、特別の理由があるときに
は、本研究科委員会の議を経て、更に１カ年の延長を認めることがある。

１０）願い出により退学した者が再入学を願い出た場合は、理工学研究科で適当と認め
たときにはこれを許可する。この場合、その在学年限は、通算して４か年を超える
ことはできない。

（3）修士論文の提出、審査と最終試験
（ａ）修士論文の提出
１）修士論文を提出しようとするものは、本研究科の定める所定の時期に中間審査
を受けなければならない。
２）修士論文を提出するためには、予め論文の主題とその研究計画書（以下、学位
論文計画書等という）を、その内容について指導教員の承認を得た上で、６月20
日（９月修了の場合は、12月20日）までに提出しなければならない。春学期休学
者の学位論文計画書等の扱いについては、本研究科が個別に対応して決める。た
だし、この提出を認める場合は、提出期限を９月30日（秋学期休学者は４月15日）
以前に設定するものとする。
３）学位論文計画書等を提出するためには、博士前期課程に１年以上在学し、16単
位以上の単位を修得していなければならない。ただし、優れた業績を上げた者に
ついては、この限りではない。
４）修士論文を提出するためには、学位論文計画書等の内容について研究審査委員
会の承認を受けなければならない。研究審査委員会から指摘または修正の指示を
受けた学位論文計画書等の再提出の期限は、研究科長が個別に指定する。
５）学位論文計画書等で予定された修了学期の修士論文審査に合格しなかった者が、
次学期以降に修士論文を提出するためには、そのための学位論文計画書等を、新
たに提出しなければならない。９月修了のための学位論文計画書等を提出した者
が３月修了希望に変更する場合は、そのための学位論文計画書等を９月30日（３
月修了のための学位論文計画書等を提出した者が９月修了希望に変更する場合は
４月15日）までに提出しなければならない。
６）修士論文は、１編１部を、研究科委員会に提出する。論文審査のために必要な
ときには、論文提出部数の増加や参考資料の提出を求めることがある。
７）修士論文の提出期限は研究科の定める日とする。

（ｂ）修士論文の審査と最終試験
１）修士論文の審査と最終試験は、研究科委員会が組織する学位審査委員会でこれ
を行う。
２）最終試験は、論文審査が終った後、修士論文の内容を中心として、これに関連
する学識について、口頭で行う。ただし、必要なときには筆記試験を併せて行う。
３）修士論文は専攻分野における研究能力または高度の専門性を要する職業等に必
要な高度の学識を有することを示すものをもって合格とする。
４）学位審査委員会は修士論文の審査と最終試験の結果を研究科委員会に報告し、
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研究科委員会は学位を授与するか否かを審議し、その判定を学長に報告する。学
長は、学位を授与すべき者には学位を授与し、学位を授与できない者にはその旨
を通知する。
５）9月修了者の論文審査と最終試験は7月15日までに行う。

（4）学位
本研究科ソフトウェア工学専攻で授与する学位は修士（ソフトウェア工学）である。

－ 172－─ 342 ─ ─ 343 ─



１－３　機械電子制御工学専攻
（1）授業科目

理工学研究科機械電子制御工学専攻博士前期課程における授業科目及びその単位数
は次のとおりとする。（）内は単位数。

（2）履修方法
１）博士前期課程を修了するためには、博士前期課程に２年以上在学し、30単位以上
を修得し、必要な研究指導を受けた上、修士論文の審査および最終試験に合格しな
ければならない。課程の目的に応じ適当と認められるときには、特定の課題につい
ての研究成果をもって修士論文の審査に代えることができる。
ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げた者については、１年以上在学

すれば足りるものとする。
２）学生は入学後所定の期間内に、指導教授を選び、研究一般についてその指導に従
うものとする。
３）学生は、研究科共通科目群のうち、選択必修科目：「物理学概論」、「システム工
学概論」、「通信工学概論」から４単位以上を修得しなければならない。
４）学生は、３）の４単位と「科学技術と倫理」２単位を含め、研究科共通科目群か
ら10単位以上を修得しなければならない。
５）学生は、「機械電子制御工学演習」２単位を含め、専攻科目群から12単位以上を修
得しなければならない。
６）学生は、「研究指導Ⅰ～Ⅳ」８単位を修得しなければならない。
７）本研究科委員会が研究上有益と認めるときは、本学の他の研究科、他大学の大学
院（外国の大学院を含む）および入学前に本研究科で修得した単位を、10単位を超
えない範囲で修了に必要な単位として認める。ただし、外国の大学の大学院で履修
したときには、単位を付与されない場合でも、試験によって本学大学院の単位を修
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研究科共通科目群

科学技術と倫理 （２）
科学技術英語 （２）
情報数学概論 （２）
情報科学概論 （２）
物理学概論 （２）
ソフトウェア工学概論 （２）
システム工学概論 （２）

通信工学概論 （２）
オペレーションズ・リサーチ概論 （２）
数理統計学概論 （２）
アルゴリズム研究 （２）
計算数理研究 （２）
微分方程式研究 （２）

専攻科目群

通信プロトコル研究 （２）
電子工学研究 （２）
ネットワーク設計研究 （２）
機械工学研究 （２）
データベース研究 （２）

制御論研究 （２）
組込みシステム工学研究 （２）
機械制御工学研究 （２）
最適化手法研究 （２）
機械電子制御工学演習 （２）

研究指導科目群

研究指導Ⅰ （２）
研究指導Ⅲ （２）

研究指導Ⅱ （２）
研究指導Ⅳ （２）
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得したものとみなすことができる。
８）所定の授業科目を履修した者に対し試験を行う。試験の成績は、秀・優・良・可・
不可の５種とし、秀・優・良・可を合格として単位を与え、不可を不合格とする。
９）博士前期課程の最長在学年限は４か年とする。ただし、特別の理由があるときに
は、本研究科委員会の議を経て、更に１カ年の延長を認めることがある。

１０）願い出により退学した者が再入学を願い出た場合は、理工学研究科で適当と認め
たときにはこれを許可する。この場合、その在学年限は、通算して４か年を超える
ことはできない。

（3）修士論文の提出、審査と最終試験
（ａ）修士論文の提出
１）修士論文を提出しようとするものは、本研究科の定める所定の時期に中間審査
を受けなければならない。
２）修士論文を提出するためには、予め論文の主題とその研究計画書（以下、学位
論文計画書等という）を、その内容について指導教員の承認を得た上で、６月20
日（９月修了の場合は、12月20日）までに提出しなければならない。春学期休学
者の学位論文計画書等の扱いについては、本研究科が個別に対応して決める。た
だし、この提出を認める場合は、提出期限を９月30日（秋学期休学者は４月15日）
以前に設定するものとする。
３）学位論文計画書等を提出するためには、博士前期課程に１年以上在学し、16単
位以上の単位を修得していなければならない。ただし、優れた業績を上げた者に
ついては、この限りではない。
４）修士論文を提出するためには、学位論文計画書等の内容について研究審査委員
会の承認を受けなければならない。研究審査委員会から指摘または修正の指示を
受けた学位論文計画書等の再提出の期限は、研究科長が個別に指定する。
５）学位論文計画書等で予定された修了学期の修士論文審査に合格しなかった者が、
次学期以降に修士論文を提出するためには、そのための学位論文計画書等を、新
たに提出しなければならない。９月修了のための学位論文計画書等を提出した者
が３月修了希望に変更する場合は、そのための学位論文計画書等を９月30日（３
月修了のための学位論文計画書等を提出した者が９月修了希望に変更する場合は
４月15日）までに提出しなければならない。
６）修士論文は、１編１部を、研究科委員会に提出する。論文審査のために必要な
ときには、論文提出部数の増加や参考資料の提出を求めることがある。
７）修士論文の提出期限は研究科の定める日とする。
（ｂ）修士論文の審査と最終試験
１）修士論文の審査と最終試験は、研究科委員会が組織する学位審査委員会でこれ
を行う。
２）最終試験は、論文審査が終った後、修士論文の内容を中心として、これに関連
する学識について、口頭で行う。ただし、必要なときには筆記試験を併せて行う。
３）修士論文は専攻分野における研究能力または高度の専門性を要する職業等に必
要な高度の学識を有することを示すものをもって合格とする。
４）学位審査委員会は修士論文の審査と最終試験の結果を研究科委員会に報告し、
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研究科委員会は学位を授与するか否かを審議し、その判定を学長に報告する。学
長は、学位を授与すべき者には学位を授与し、学位を授与できない者にはその旨
を通知する。
５）9月修了者の論文審査と最終試験は7月15日までに行う。

（4）学位
本研究科機械電子制御工学専攻で授与する学位は修士（制御工学）である。
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－ 176－

「単位互換に関する協定」による単位認定について

名古屋大学大学院情報科学研究科、愛知県立大学大学院情報科学研究科の科目を修得し
た場合、次の対応に基づいて本研究科の単位として認定することができる。対応している
科目を重複履修した場合は、一方の科目の単位のみを修了に必要な単位として認める。

名古屋大学大学院科目 本研究科の科目または科目群
プロジェクト管理特論 ソフトウェア生産管理研究
ソフトウェア信頼性特論 正当性検証と妥当性確認
ソフトウェア工学特論 ソフトウェアアーキテクチャ
ソフトウェア基礎論特論 研究科共通科目群（ソフトウェア工学専攻のみ）
システムプログラム特論 ソフトウェア工学専攻の専攻科目群
情報システム開発実践特論 ソフトウェア工学専攻の専攻科目群
最適化特論 システム数理専攻の専攻科目群
アルゴリズム特論 研究科共通科目群

愛知県立大学大学院科目 本研究科の科目
コードリーディングⅠ ソフトウェア構築と保守
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理工学研究科における［特定の研究課題についての研究の成果］の取扱要領

１．趣旨
理工学研究科では、工学を基礎とする応用研究も研究課題の一つとして指導の対象と

する。応用研究の成果は必ずしも論文だけでは無いとの観点から、特定の研究課題につ
いての研究成果を小論文と試作物によって代えられるものとする。

２．特定の研究課題についての成果とその提出方法
学生は、学問的または職業上の関心に基づき、特定の研究課題を選定し、その研究成

果を小論文（研究科の定める要旨で２ページ程度のもの）とその研究課題の成果となる
試作物を修士論文に代わり提出できる。試作物については、それがどのようなものであ
るかを、あらかじめ研究計画書に記述し、研究科で特定の研究課題の成果として妥当で
あるとの判断を受けなければならない。試作物の例としては、ソフトウェアシステム、
ハードウェアシステム、アルゴリズムや方法論を記載したもの等が挙げられる。

３．特定の研究課題選択の決定時期
修士論文に代えて、特定の研究課題に関する成果を提出しようとするものは、研究科

の定める研究計画書提出の時期にその旨を計画書に記述し、研究科の判断を受けなけれ
ばならない。提出に際しては、研究指導教員とその内容について事前に相談すること。

４．選択の変更
特定の研究課題を選択した後、変更の必要が生じたときは、研究指導教員と相談の上、

随時研究科に届出て、変更の可否の判断を受けなければならない。
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教 職 関 係
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本学研究科が認定された免許状について

大学・大学院において学生が免許状取得に必要な資格を得るには、当該大学の学部・学

科・研究科があらかじめ文部科学大臣より免許教科に関して課程の認定を受けなくてはな

らない。本学研究科は以下の通り課程の認定を受けている。

－ 683－

教職関係科目履修要項

人 間 文 化

経 済 学

ビ ジ ネ ス

総 合 政 策

国際地域文化

数 理 情 報

キリスト教思想

人 類 学

教育ファシリテーション

言 語 科 学

国際地域文化
（社会コース）

国際地域文化
（英語コース）

国際地域文化
（スペイン語コース）

国際地域文化
（中国語コース）

国際地域文化
（国語コース）

経 済 学

経 営 学

総 合 政 策

数 理 情 報
（数学コース）

数 理 情 報
（情報コース）

宗 教

社 会

社 会

英 語

社 会

英 語

ス ペ イ ン 語

中 国 語

国 語

社 会

－－－－－－－－－－－－

社 会

数 学

－－－－－－－－－－－－

宗 教

地 理 歴 史

公 民

地 理 歴 史

公 民

英 語

地 理 歴 史

公 民

英 語

ス ペ イ ン 語

中 国 語

国 語

公 民

商 業

地 理 歴 史

公 民

数 学

情 報

研 究 科 専 攻
認 定 を 受 け た 免 許 状 の 種 類

中 学 校 教 諭
専 修 免 許 状

高等学校教諭
専 修 免 許 状

理 工 学
システム数理

ソフトウェア工学

数 学

－－－－－－－－－－－－

数 学

情 報

研 究 科 専 攻
認 定 を 受 け た 免 許 状 の 種 類

中 学 校 教 諭
専 修 免 許 状

高等学校教諭
専 修 免 許 状

■2006年度以降入学生

■2013年度以降入学生

─ 644 ─ ─ 645 ─
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教 育 職 員 免 許 状 の 授 与 に つ い て

１．教育職員免許状は、一括申請の場合は愛知県教育委員会が授与する。

２．教育職員免許状は、すべての都道府県において効力を有する。

３．既に当該教科の一種免許状に係る所要資格を得ているものは、認定を受けた専攻課程

の修了要件を満たし、指定された科目を24単位以上修得すれば申請によりその教科の

専修免許状を取得することができる。

４．当該教科の一種免許状を持たないものが新しく専修免許状を取得する場合は、学部科

目を聴講･履修し、一種免許状部分の単位を取得する必要があるので、名古屋キャンパ

ス教務課資格担当あるいは瀬戸キャンパス第２課教務係で必ず相談の上、登録･履修す

ること。履修登録期限内に申し出をしなかった場合、介護等体験、教育実習が行えな

い場合があるので、注意すること。

詳しくは学部の『授業科目履修案内－資格取得関連－』を参照すること。

５．専修免許状取得希望者は、「教職課程費」を支払わなければならない。（既に一種免許

状を取得している者は3,000円、一種免許状部分の単位を取得する必要がある者は6,300

円）名古屋キャンパス教務課資格担当、瀬戸キャンパス第２課教務係で確認の上、入

学後すみやかに手続きを行うこと。

６．大学院修了時に専修免許状を取得しようとする者は、教育職員免許状の授与申請の手

続についてガイダンスを行うので必ず出席すること。

・第６回教職課程ガイダンス（９月下旬から10月上旬）

・第７回教職課程ガイダンス（11月下旬から12月上旬）

７．不明な点があれば、名古屋キャンパス教務課資格担当、瀬戸キャンパス第２課教務係

で尋ねること。

教員免許更新制および更新講習について

2007年6月の改正教育職員免許法の成立により、2009年4月より教員免許更新制が導入さ

れた。

１．教員免許更新制について

その時々で教員として必要な知識技能の保持を図るため、制度導入後（2009年４月１

日以降）に授与される免許状（新免許状）に10年の有効期間を定めることとし、免許状

の有効期間の更新を行うためには、期間内に大学等が実施する免許状更新講習を修了す

ることが必要となる。

また、制度導入以前（2009年３月31日まで）に取得された免許状（旧免許状）の所持

者については、10年ごとに免許状更新講習を修了したことの確認を受けなければならず、

期限までに更新講習を修了できなかった者の免許状は、その効力を失う。

２．免許状更新講習について

講習時間は、30時間以上（必修領域「教職についての省察並びに子どもの変化、教育

政策の動向及び学校の内外における連携協力についての理解に関する事項」12時間以上

および選択領域「教科指導、生徒指導その他教育内容の充実に関する事項」18時間以上）

─ 646 ─ ─ 647 ─
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免許状の種類 基礎資格
教育職員免許法施行規則
第 6 6条の６に定める科目

教職に関
する科目

中学校教諭

二種免許状

大学に２年以
上在学し、62
単位以上を修
得すること。

・［＊１］日本国憲法 （２）
・体育実技 （２）
・［＊２］外国語コミュニケー
ションに関する科目 （２）

・［＊３］情報機器の操作に関
する科目 （２）

（31）

教科に関
する科目

（10）

教科又は教職
に関する科目

（４）

中学校教諭
一種免許状
及 び

高等学校教諭
一種免許状

学士の学位を
有すること。

・［＊１］日本国憲法 （２）
・体育実技 （２）
・［＊２］外国語コミュニケー
ションに関する科目 （２）

・［＊３］情報機器の操作に関
する科目 （２）

中学
（31）

高校
（27）

（20）

中学
（８）

高校
（12）

中学校教諭
専修免許状
及 び

高等学校教諭
専修免許状

イ．修士の学
位を有する
こと。

又は、
ロ．大学の専
攻科または
大学院に１
年以上在学
し、30単位
以上を修得
すること。

［＊４］
大学院（24）

［＊１-３］教育職員免許法施行規則第66条の６に定める科目
詳しくは学部の『授業科目履修案内－資格取得関連－』を参照すること。

［＊４］「教科又は教職に関する科目」の中の大学院（24）単位について（専修免許部分）
一種免許状取得者は、指定された科目を24単位以上修得すれば専修免許状を申請できる。

一種免許状を取得していないものは、指定された科目を24単位以上修得する他に学部で取得

すべき一種免許状部分の単位を全て履修すること。

2004年度以降の入学生

各研究科の該当科目を24単位以上修得すること。

となっており、各講習の課程の修了に当たっては修了認定試験が行われる。

受講対象者は教員等教育の職にある者（現職教員、常勤・非常勤の別は問わない）、教

員になる予定の者。教育の職に就いていない者（ペーパーティーチャー）は更新講習を

受講することができない。

※教員免許更新制・更新講習の詳細については、文部科学省のWebページなどで確認する

こと

（ ）内は単位数

学
　
　
部

大

学

院

・2000年度以降学部入学者対象（1999年度以前の学部入学者でも、学部卒業後学籍
が一時途絶えた学生はこの表を適用のこと）
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大学院「教科又は教職に関する科目」（専修部分）一覧

最低単位数科　　目 授業科目（ ）内は単位数

24

宗教の教科
に関する
科目

教職に
関する科目

聖書神学概論（２）
組織神学概論（２）
諸宗教の神学概論（２）
旧約聖書研究（２）
新約聖書研究（２）
組織神学研究（２）
諸宗教の神学研究（２）
倫理神学研究（２）
実践神学研究（２）
教父思想研究（２）
ｷﾘｽﾄ教精神史研究（２）
ｷﾘｽﾄ教文化研究（２）
古代哲学研究（２）

中世哲学研究（２）
近世・現代哲学研究（２）
宗教史研究（２）
宗教学研究（２）
宗教社会学研究（２）
宗教心理学研究（２）
比較宗教学研究（２）
宗教哲学研究（２）
古典語学（ヘブライ語）（4）
古典語学（ギリシャ語）（4）
古典語学（ラテン語）（4）
研究指導Ⅰ（２）研究指導Ⅱ（２）
研究指導Ⅲ（２）研究指導Ⅳ（２）

教育学研究Ⅰ（２）
教育学研究Ⅱ（２）
教育学研究Ⅲ（２）
教育心理学研究Ⅰ（２）

教育心理学研究Ⅱ（２）
教育心理学研究Ⅲ（２）
授業研究Ⅰ（２）授業研究Ⅱ（２）
授業研究Ⅲ（２）

研究科の
シラバス
参照のこと

人間文化研究科　キリスト教思想専攻（中学専修・高校専修　宗教） （2004年度以降入学者）

最低単位数科　　目 授業科目（ ）内は単位数

24

社会の教科
に関する
科目

教職に
関する科目

キリスト教的人間論（２）
文化資源学研究（２）
科学文化史研究（２）
人類学史研究（２）民族誌学研究（２）
歴史人類学研究（世界システム論）（２）
歴史人類学研究（ナショナリズム論）（２）
社会人類学研究（宗教変容論）（２）
人類学応用論研究（医療人類学）（２）
人類学応用論研究（国際協力論）（２）
人類学演習（文化人類学）（２）
考古学理論研究（２）文化表象論（２）
考古学方法論研究（２）
地域考古学研究（日本列島先史時代）（２）
地域考古学研究（東海地方）（２）
地域考古学研究（朝鮮半島･東アジア）（２）
地域考古学研究（中国大陸先史時代）（２）

地域考古学研究（中国大陸歴史時代）（２）
地域考古学研究（東南アジア･オセアニア）（２）
環境考古学研究（２）人類学演習（考古学）（２）
研究指導Ⅰ（２）（2007年度まで）
研究指導Ⅱ（２）（2007年度まで）
研究指導Ⅲ（２）（2007年度まで）
研究指導Ⅳ（２）（2007年度まで）
研究指導Ⅰ（文化人類学）（２）（2008年度以降）
研究指導Ⅱ（文化人類学）（２）（2008年度以降）
研究指導Ⅲ（文化人類学）（２）（2008年度以降）
研究指導Ⅳ（文化人類学）（２）（2008年度以降）
研究指導Ⅰ（考古学）（２）（2008年度以降）
研究指導Ⅱ（考古学）（２）（2008年度以降）
研究指導Ⅲ（考古学）（２）（2008年度以降）
研究指導Ⅳ（考古学）（２）（2008年度以降）

研究科の
シラバス
参照のこと

人間文化研究科 人類学専攻（中学専修　社会） （2004年度以降入学者）

教育学研究Ⅰ（２）
教育学研究Ⅱ（２）
教育学研究Ⅲ（２）
教育心理学研究Ⅰ（２）
教育心理学研究Ⅱ（２）

教育心理学研究Ⅲ（２）
授業研究Ⅰ（２）
授業研究Ⅱ（２）
授業研究Ⅲ（２）
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最低単位数科　　目 授業科目（ ）内は単位数

24

地理歴史の
教科に
関する科目

教職に
関する科目

文化資源学研究（２）
科学文化史研究（２）
人類学史研究（２）
民族誌学研究（２）
人類学演習（文化人類学）（２）
考古学理論研究（２）
考古学方法論研究（２）
地域考古学研究（日本列島先史時代）（２）
地域考古学研究（東海地方）（２）
地域考古学研究（朝鮮半島･東アジア）（２）
地域考古学研究（中国大陸先史時代）（２）

地域考古学研究（中国大陸歴史時代）（２）
地域考古学研究（東南アジア･オセアニア）（２）
環境考古学研究（２）人類学演習（考古学）（２）
研究指導Ⅰ（２）（2007年度まで）
研究指導Ⅱ（２）（2007年度まで）
研究指導Ⅲ（２）（2007年度まで）
研究指導Ⅳ（２）（2007年度まで）
研究指導Ⅰ（考古学）（２）（2008年度以降）
研究指導Ⅱ（考古学）（２）（2008年度以降）
研究指導Ⅲ（考古学）（２）（2008年度以降）
研究指導Ⅳ（考古学）（２）（2008年度以降）

教育学研究Ⅰ（２）
教育学研究Ⅱ（２）
教育学研究Ⅲ（２）
教育心理学研究Ⅰ（２）
教育心理学研究Ⅱ（２）

教育心理学研究Ⅲ（２）
授業研究Ⅰ（２）
授業研究Ⅱ（２）
授業研究Ⅲ（２）

研究科の
シラバス
参照のこと

人間文化研究科　人類学専攻（高校専修　地理歴史） （2004年度以降入学者）

最低単位数科　　目 授業科目（ ）内は単位数

24

公民の
教科に
関する科目

教職に
関する科目

ｷﾘｽﾄ教的人間論（２）
文化表象論（２）
歴史人類学研究（世界システム論）（２）
歴史人類学研究（ナショナリズム論）（２）
社会人類学研究（宗教変容論）（２）
人類学応用論研究（医療人類学）（２）
人類学応用論研究（国際協力論）（２）
研究指導Ⅰ（２）（2007年度まで）

研究指導Ⅱ（２）（2007年度まで）
研究指導Ⅲ（２）（2007年度まで）
研究指導Ⅳ（２）（2007年度まで）
研究指導Ⅰ（文化人類学）（２）（2008年度以降）
研究指導Ⅱ（文化人類学）（２）（2008年度以降）
研究指導Ⅲ（文化人類学）（２）（2008年度以降）
研究指導Ⅳ（文化人類学）（２）（2008年度以降）

教育学研究Ⅰ（２） 教育心理学研究Ⅲ（２）
教育学研究Ⅱ（２） 授業研究Ⅰ（２）
教育学研究Ⅲ（２） 授業研究Ⅱ（２）
教育心理学研究Ⅰ（２） 授業研究Ⅲ（２）
教育心理学研究Ⅱ（２）

研究科の
シラバス
参照のこと

人間文化研究科　人類学専攻（高校専修　公民） （2004年度以降入学者）
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最低単位数科　　目 授業科目（ ）内は単位数

24
教職に

関する科目

人間関係論（２）
教育ファシリテーション論（２）
教育ファシリテーション実践研究（２）
（2007年度まで）
体験学習ファシリテーション基礎研究（２）
（2008年度以降）
体験学習ファシリテーション応用研究（２）
（2008年度以降）
ファシリテーション研究（パーソナル･レベル）（２）
（2008年度～2011年度）
ファシリテーション研究A（2）（2012年度以降）
ファシリテーション研究（グループ･レベル）（２）
（2008年度～2011年度）
ファシリテーション研究B（2）（2012年度以降）
学校教育心理学研究（２）（2011年度まで）
教育心理学研究（2）（2012年度以降）
発達心理学研究（２）
臨床心理学研究（２）

教育計画研究（２）（2011年度まで）
体験学習設計研究（２）
グループ･ダイナミックス研究（２）（2011年度まで）
グループ・アプローチ研究（２）（2012年度以降）
障害児教育実践研究（２）
子ども青年文化論（２）（2007年度まで）
教育社会学研究（2）（2008年度以降）
教育臨床研究（２）
教育評価研究（２）（2007年度まで）
教育ファシリテーション評価研究（２）
（2008年度以降）
カリキュラム研究（２）
キャリア･ガイダンス研究（２）
カウンセリング実践研究（２）（2011年度まで）
学校カウンセリング実践研究（2）（2012年度以降）
組織と集団のマネジメント研究（２）
研究指導Ⅰ（２）研究指導Ⅱ（２）
研究指導Ⅲ（２）研究指導Ⅳ（２）

教育学研究Ⅰ（２）
教育学研究Ⅱ（２）
教育学研究Ⅲ（２）
教育心理学研究Ⅰ（２）
教育心理学研究Ⅱ（２）

教育心理学研究Ⅲ（２）
授業研究Ⅰ（２）
授業研究Ⅱ（２）
授業研究Ⅲ（２）

研究科の
シラバス
参照のこと

人間文化研究科　教育ファシリテーション専攻（中学専修　社会、高校専修　地理歴史・公民）（2004年度以降入学者）

最低単位数科　　目 授業科目（ ）内は単位数

24

英語の
教科に

関する科目

教職に
関する科目

人間と言語（２）
言語運用能力論（英語）（２）
コミュニケーション論（２）
異文化コミュニケーション論（２）
統語論概論（２）
意味論概論（２）
音韻論概論（２）
英語文法論Ⅰ（２）（2007年度まで）
英語文法論Ａ（２）（2008年度以降）
英語文法論Ⅱ（２）（2007年度まで）
英語文法論Ｂ（２）（2008年度以降）
言語教育工学（２）
英語教育研究Ⅰ（２）（2007年度まで）

英語教育研究Ａ（２）（2008年度以降）
英語教育研究Ⅱ（２）（2007年度まで）
英語教育研究Ｂ（２）（2008年度以降）
コミュニケーション教育研究Ⅰ（２）
（2007年度まで）
コミュニケーション教育研究Ａ（２）
（2008年度以降）
コミュニケーション教育研究Ⅱ（２）
（2007年度まで）
コミュニケーション教育研究Ｂ（２）
（2008年度以降）
研究指導Ⅰ（２）研究指導Ⅱ（２）
研究指導Ⅲ（２）研究指導Ⅳ（２）

教育学研究Ⅰ（２）
教育学研究Ⅱ（２）
教育学研究Ⅲ（２）
教育心理学研究Ⅰ（２）
教育心理学研究Ⅱ（２）

教育心理学研究Ⅲ（２）
授業研究Ⅰ（２）
授業研究Ⅱ（２）
授業研究Ⅲ（２）

研究科の
シラバス
参照のこと

人間文化研究科　言語科学専攻（中学専修・高校専修　英語） （2004年度以降入学者）

─ 650 ─ ─ 651 ─



－ 689－

最低単位数科　　目 授業科目（ ）内は単位数

国際地域文化研究科 国際地域文化専攻〔社会コース〕（中学専修　社会）（2005年度以降入学者）

最低単位数科　　目 授業科目（ ）内は単位数

24

地理歴史の
教科に
関する科目

教職に
関する科目

国際文化論（２）
アメリカ歴史社会研究（２）
ラテンアメリカ文化研究（２）
アジア･日本歴史関係研究（２）
東南アジア社会研究（２）
アジア･日本特殊研究（日韓思想の
相互交渉））（２）（2008年度まで）

アジア･日本特殊研究（２）（2009年度以降）
国際地域文化課題演習Ⅰ（歴史と社会）（２）
国際地域文化課題演習Ⅱ（歴史と社会）（２）
研究指導Ⅰ（２）
研究指導Ⅱ（２）
研究指導Ⅲ（２）

教育学研究Ⅰ（２）
教育学研究Ⅱ（２）
教育学研究Ⅲ（２）
教育心理学研究Ⅰ（２）
教育心理学研究Ⅱ（２）

教育心理学研究Ⅲ（２）
授業研究Ⅰ（２）
授業研究Ⅱ（２）
授業研究Ⅲ（２）
教育心理学研究Ⅱ（２）

研究科の
シラバスを
参照のこと

国際地域文化研究科 国際地域文化専攻〔社会コース〕（高校専修地理歴史） （2005年度以降入学者）

研究科の
シラバス
参照のこと

地域研究方法論（２）
国際文化論（２）
国際関係論（２）
国際交流・協力論（２）
アメリカ思想・宗教研究（２）
アメリカ歴史社会研究（２）
アメリカ外交研究（２）
（2005年度以降）
アメリカ経済研究（２）
日米比較社会研究（２）
ラテンアメリカ文化研究（２）
ラテンアメリカ経済研究（２）
ブラジル社会・経済研究（２）
スペイン･ラテンアメリカ特殊研究（滞日
二世の教育問題）（２）（2008年度まで）

スペイン･ラテンアメリカ特殊研究（２）
（2009年度以降）

アジア･日本歴史関係研究（２）
東南アジア社会研究（２）
アジア・日本特殊研究（日韓思想の
相互交渉）（２）（2008年度まで）
アジア･日本特殊研究（２）（2009年度以降）
国際地域文化課題演習Ⅰ（歴史と社会）（２）
国際地域文化課題演習Ⅱ（歴史と社会）（２）

研究指導Ⅰ（２）
研究指導Ⅱ（２）
研究指導Ⅲ（２）

教育学研究Ⅰ（２）
教育学研究Ⅱ（２）
教育学研究Ⅲ（２）
教育心理学研究Ⅰ（２）
教育心理学研究Ⅱ（２）

教育心理学研究Ⅲ（２）
授業研究Ⅰ（２）
授業研究Ⅱ（２）
授業研究Ⅲ（２）

24

社会の
教科に
関する科目

教職に
関する科目

─ 650 ─ ─ 651 ─

教
職
関
係



－ 690－

最低単位数科　　目 授業科目（ ）内は単位数

国際地域文化研究科 国際地域文化専攻［社会コース］（高校専修　公民）（2005年度以降入学者）

地域研究方法論（２）
国際関係論（２）
国際交流･協力論（２）
アメリカ思想･宗教研究（２）
アメリカ外交研究（２）
（2005年度以降）
アメリカ経済研究（２）
日米比較社会研究（２）
ラテンアメリカ経済研究（２）

ブラジル社会・経済研究（２）
スペイン･ラテンアメリカ特殊研究（滞日
二世の教育問題）（２）（2008年度まで）
スペイン･ラテンアメリカ特殊研究（２）

（2009年度以降）

研究指導Ⅰ（２）
研究指導Ⅱ（２）
研究指導Ⅲ（２）

教育学研究Ⅰ（２）
教育学研究Ⅱ（２）
教育学研究Ⅲ（２）
教育心理学研究Ⅰ（２）
教育心理学研究Ⅱ（２）

教育心理学研究Ⅲ（２）
授業研究Ⅰ（２）
授業研究Ⅱ（２）
授業研究Ⅲ（２）

研究科の
シラバス
参照のこと

24

公民の
教科に

関する科目

教職に
関する科目

─ 652 ─ ─ 653 ─



－ 691－

最低単位数科　　目 授業科目（ ）内は単位数

24

中国語の
教科に
関する科目

教職に
関する科目

国際地域文化プロジェクト研究（２）
アジア･日本国際関係研究（２）
現代中国社会研究（２）
現代中国文学研究（２）
東南ｱｼﾞｱ文化研究（２）

国際地域文化課題演習Ⅰ（国際関係）（２）
国際地域文化課題演習Ⅱ（国際関係）（２）
研究指導Ⅰ（２）
研究指導Ⅱ（２）
研究指導Ⅲ（２）

教育学研究Ⅰ（２）
教育学研究Ⅱ（２）
教育学研究Ⅲ（２）
教育心理学研究Ⅰ（２）
教育心理学研究Ⅱ（２）

教育心理学研究Ⅲ（２）
授業研究Ⅰ（２）
授業研究Ⅱ（２）
授業研究Ⅲ（２）

研究科の
シラバス
参照のこと

国際地域文化研究科　国際地域文化専攻〔中国語コース〕（中学専修・高校専修 中国語）（2004年度以降入学者）

最低単位数科　　目 授業科目（ ）内は単位数

国際地域文化研究科　国際地域文化専攻〔スペイン語コース〕（中学専修・高校専修 スペイン語）（2004年度以降入学者）

最低単位数科　　目 授業科目（ ）内は単位数

国際地域文化研究科　国際地域文化専攻〔英語コース〕（中学専修・高校専修　英語）（2004年度以降入学者）

24

英語の教科
に関する
科目

教職に
関する科目

アメリカ文化研究（２）
英語圏文学研究（２）
アメリカ民族集団･人種関係研究（２）
アメリカ政治社会研究（２）（2005年度以降）
日米関係研究（２）
アメリカ特殊研究（日米交流論）（２）

（2008年度まで）

アメリカ特殊研究（２）（2009年度以降）
英語表現研究Ⅰ（２）（2008年度以降）
英語表現研究Ⅱ（２）（2008年度以降）
研究指導Ⅰ（２）
研究指導Ⅱ（２）
研究指導Ⅲ（２）

教育学研究Ⅰ（２）
教育学研究Ⅱ（２）
教育学研究Ⅲ（２）
教育心理学研究Ⅰ（２）
教育心理学研究Ⅱ（２）

教育心理学研究Ⅲ（２）
授業研究Ⅰ（２）
授業研究Ⅱ（２）
授業研究Ⅲ（２）

研究科の
シラバス
参照のこと

24

スペイン語
の教科に
関する科目

教職に
関する科目

スペイン文化研究（２）
スペイン思想研究（２）
スペイン文学研究（２）
スペイン語圏言語研究（２）
ラテンアメリカ社会研究（２）

ラテンアメリカ政治研究（２）
スペイン語表現研究Ⅰ（２）（2008年度以降）
研究指導Ⅰ（２）
研究指導Ⅱ（２）
研究指導Ⅲ（２）

教育学研究Ⅰ（２）
教育学研究Ⅱ（２）
教育学研究Ⅲ（２）
教育心理学研究Ⅰ（２）
教育心理学研究Ⅱ（２）

教育心理学研究Ⅲ（２）
授業研究Ⅰ（２）
授業研究Ⅱ（２）
授業研究Ⅲ（２）

研究科の
シラバス
参照のこと

─ 652 ─ ─ 653 ─

教
職
関
係



－ 692－

最低単位数科　　目 授業科目（ ）内は単位数

24

国語の教科
に関する
科目

教職に
関する科目

現代日本社会研究（２） 国際地域文化課題演習Ⅰ（文化と思想）（２）
近代日本歴史社会研究（２） 研究指導Ⅰ（２）
近現代日本文学研究（２） 研究指導Ⅱ（２）
アジア･日本文化交流研究（２） 研究指導Ⅲ（２）

教育学研究Ⅰ（２） 教育心理学研究Ⅲ（２）
教育学研究Ⅱ（２） 授業研究Ⅰ（２）
教育学研究Ⅲ（２） 授業研究Ⅱ（２）
教育心理学研究Ⅰ（２） 授業研究Ⅲ（２）
教育心理学研究Ⅱ（２）

研究科の
シラバス
参照のこと

国際地域文化研究科　国際地域文化専攻〔国語コース〕（中学専修・高校専修　国語）（2004年度以降入学者）

─ 654 ─ ─ 655 ─



－ 693－－ 693－

最低単位数科　　目 授業科目（ ）内は単位数

24

教科に
関する
科目

教職に
関する
科目

研究科の
シラバス
参照のこと

経済学研究科　　経済学専攻（中学専修　社会、高校専修　公民） （2004年度以降入学者）

ミクロ経済学（２）
マクロ経済学（２）
理論経済学（２）（2009年度以降）
情報経済学（２）（2009年度以降）
計量経済分析（２）
経済統計分析（２）
データ解析（２）
多変量解析（２）（2008年度以降）
情報システム分析（２）
財政学（２）
金融論（２）
国際経済学（２）
開発経済学（２）
国際金融論（２）
国際経済政策論（２）（2009年度以降）
労働経済学（２）
社会保障研究（２）
消費社会論（２）
経済学史研究（２）
西洋経済史研究（２）
日本経済史研究（２）
租税法研究（２）
法人税法研究（２）
経済分析とプレゼンテーションの技法（２）
（2007年度まで）
経済分析とプレゼンテーションの技法Ａ（２）
（2008年度以降）
経済分析とプレゼンテーションの技法Ｂ（２）
（2008年度以降）
経済予測の手法と実践（２）（2007年度まで）
経済予測の手法と実践Ａ（２）（2008年度以降）
経済予測の手法と実践Ｂ（２）（2008年度以降）
経済分析のための数学（２）（2007年度まで）
経済分析のための数学Ａ（２）（2008年度以降）
経済分析のための数学Ｂ（２）（2008年度以降）
経済政策の基礎（２）（2007年度まで）
経済政策の基礎Ａ（２）（2008年度以降）
経済政策の基礎Ｂ（２）（2008年度以降）
日本と西欧の経済史（２）（2007年度まで）
日本と西欧の経済史Ａ（２）（2008年度以降）

日本と西欧の経済史Ｂ（２）（2008年度以降）
経済と社会（２）（2007年度まで）
経済と社会Ａ（２）（2008年度以降）
経済と社会Ｂ（２）（2008年度以降）
統計データで見る世界経済（２）（2007年度まで）
統計データで見る世界経済Ａ（２）（2008年度以降）
統計データで見る世界経済Ｂ（２）（2008年度以降）
日本経済の現状分析（２）（2007年度まで）
日本経済の現状分析Ａ（２）（2008年度以降）
日本経済の現状分析Ｂ（２）（2008年度以降）
日本の通商政策（２）（2007年度まで）
日本の通商政策Ａ（２）（2008年度以降）
日本の通商政策Ｂ（２）（2008年度以降）
アジアの経済発展と日本（２）（2007年度まで）
アジアの経済発展と日本Ａ（２）（2008年度以降）
アジアの経済発展と日本Ｂ（２）（2008年度以降）
現代社会の理論と分析（２）（2007年度まで）
現代社会の理論と分析Ａ（２）（2008年度以降）
現代社会の理論と分析Ｂ（２）（2008年度以降）
仕事と社会保障（２）（2007年度まで）
仕事と社会保障Ａ（２）（2008年度以降）
仕事と社会保障Ｂ（２）（2008年度以降）
少子高齢社会の財政と年金（２）（2007年度まで）
少子高齢社会の財政と年金Ａ（２）（2008年度以降）
少子高齢社会の財政と年金Ｂ（２）（2008年度以降）
人間の尊厳と経済思想（２）（2007年度まで）
人間の尊厳と経済思想Ａ（２）（2008年度以降）
人間の尊厳と経済思想Ｂ（２）（2008年度以降）
租税の経済分析Ａ（２）（2008年度以降）
租税の経済分析Ｂ（２）（2008年度以降）
特別テーマ講義（経済分析）（２）（2007年度まで）
特別テーマ講義（経済分析）Ａ（２）（2008年度以降）
特別テーマ講義（経済分析）Ｂ（２）（2008年度以降）
特別テーマ講義（経済政策）（２）（2007年度まで）
特別テーマ講義（経済政策）Ａ（２）（2008年度以降）
特別テーマ講義（経済政策）Ｂ（２）（2008年度以降）
特別テーマ講義（経済思想･歴史）（２）（2007年度まで）
演習（４）
研究指導（４）

教育学研究Ⅰ（２）
教育学研究Ⅱ（２）
教育学研究Ⅲ（２）
教育心理学研究Ⅰ（２）
教育心理学研究Ⅱ（２）

教育心理学研究Ⅲ（２）
授業研究Ⅰ（２）
授業研究Ⅱ（２）
授業研究Ⅲ（２）

─ 654 ─ ─ 655 ─

教
職
関
係



－ 694－

最低単位数科　　目 授業科目（ ）内は単位数

24

教科に
関する
科目

教職に
関する
科目

研究科の
シラバス
参照のこと

ビジネス研究科　　経営学専攻（高校専修　商業） （2004年度以降入学者）

経営労務論（４）
経営財務論（４）
マーケティング論（４）
財務会計論（４）
経営学研究方法論（２）
（2007年度以降）
産業･組織心理学（２）
（2007年度以降）
投資論（２）
（2007年度以降）
管理会計論（２）
（2007年度以降）
国際会計論（２）
（2007年度以降）
企業結合会計論（２）
（2007年度以降）
資源と環境（２）
（2007年度以降）
環境の経済評価（２）
（2007年以降）
経営数学（基礎）（２）
（2007年度以降）
経営数学（応用）（２）
（2007年度以降）
データ解析（２）
（2007年度以降）
情報処理論（２）
（2007年度以降）
Corporate Finance（４）
International Business（２）
（2007年度以降）
経営管理論（４）
オペレーションズ･リサーチ（２）
（2007年度以降）
監査論（２）
（2007年度以降）
Japanese Business（４）
企業と法の経済学（２）
（2007年度以降）
技術管理論（２）
（2007年度以降）
現代企業論（理論）（２）
（2007年度以降）
現代企業論（実践）（２）
（2007年度以降）
組織デザインと変革（２）
（2007年度以降）
キャッシュ・フローの分析（２）
（2007年度以降）

教育学研究Ⅰ（２）
教育学研究Ⅱ（２）
教育学研究Ⅲ（２）
教育心理学研究Ⅰ（２）
教育心理学研究Ⅱ（２）

Business English （２）
（2007年以降）
組織学習論（２）
（2007年度以降）
経済的価値による企業評価（２）
（2007年度以降）
日本的経営（２）
（2007年度以降）
人事アセスメント論（２）
（2007年度以降）
流通システム論（２）
（2007年度以降）
経営戦略論（２）
（2007年度以降）
マーケティング・リサーチ（２）
（2007年度以降）
リーダーシップ論（２）
（2007年度以降）
演習Ⅰ（４） 演習Ⅱ（４）
経営学研究方法論（４）
（2006年度まで）
経営組織論（４）
（2006年度まで）
産業･組織心理学（４）
（2006年度まで）
投資論（４）
（2006年度まで）
管理会計論（４）
（2006年度まで）
国際会計論（４）
（2006年度まで）
資源と環境（４）
（2006年度まで）
経営数学（４）
（2006年度まで）
データ解析（４）
（2006年度まで）
情報処理論（４）
（2006年度まで）
International Business（４）
（2006年度まで）
オペレーションズ･リサーチ（４）
（2006年度まで）
監査論（４）
（2006年度まで）
経営学特殊講義Ａ（４）
（2006年度まで）
経営学特殊講義Ｂ（２）
（2006年度まで）

教育心理学研究Ⅲ（２）
授業研究Ⅰ（２）
授業研究Ⅱ（２）
授業研究Ⅲ（２）

─ 656 ─ ─ 657 ─



－ 695－

最低単位数科　　目 授業科目（ ）内は単位数

24

社会の教科
に関する
科目

教職に
関する科目

総合政策の課題と方法（２）政策評価研究（２）
歴史と現代文明（２） 地方自治研究（２）
西洋文明史研究（２） 地方財政研究（２）
アジア文明交流史研究（２）公会計制度研究（２）
東アジア研究（２） 比較産業社会研究（２）
グローバル・ガバナンス研究（２） 雇用政策研究（２）
国際行政研究（２） 環境経済研究（２）
人間の安全保障研究（２）環境行政研究（２）
安全保障政策研究（２） 生態系保全研究（２）
民族紛争研究（２） 地域環境保全研究（２）
途上国のガバナンス研究（２） 経営管理研究（２）
国際経済研究（２） 行政法制研究（２）
国際援助政策研究（２） 総合政策特別研究（国際政策の現場から）（２）
途上国経済政策研究（２）総合政策特別研究（公共政策の現場から）（２）
ヒトの国際移動研究（２）研究指導Ⅰ（２）
持続可能な国際社会研究（２） 研究指導Ⅱ（２）
国際環境法研究（２） 研究指導Ⅲ（２）
地球環境システム研究（２） 研究指導Ⅳ（２）
行政機構研究（２）

教育学研究Ⅰ（２） 教育心理学研究Ⅰ（２） 授業研究Ⅰ（２）
教育学研究Ⅱ（２） 教育心理学研究Ⅱ（２） 授業研究Ⅱ（２）
教育学研究Ⅲ（２） 教育心理学研究Ⅲ（２） 授業研究Ⅲ（２）

研究科の
シラバスを
参照のこと

総合政策研究科　総合政策専攻（中学専修　社会） （2010年度以降の入学者）

最低単位数科　　目 授業科目（ ）内は単位数

24

地理歴史の
教科に
関する科目

教職に
関する
科目

歴史と現代文明（２） 生態系保全研究（２）
西洋文明史研究（２） 地域環境保全研究（２）
アジア文明交流史研究（２） 研究指導Ⅰ（２）
東アジア研究（２） 研究指導Ⅱ（２）
民族紛争研究（２） 研究指導Ⅲ（２）
ヒトの国際移動研究（２） 研究指導Ⅳ（２）
地球環境システム研究（２）

教育学研究Ⅰ（２） 教育心理学研究Ⅰ（２） 授業研究Ⅰ（２）
教育学研究Ⅱ（２） 教育心理学研究Ⅱ（２） 授業研究Ⅱ（２）
教育学研究Ⅲ（２） 教育心理学研究Ⅲ（２） 授業研究Ⅲ（２）

研究科の
シラバスを
参照のこと

総合政策研究科　総合政策専攻（高校専修　地理歴史） （2010年度以降の入学者）

─ 656 ─ ─ 657 ─

教
職
関
係



－ 696－

最低単位数科　　目 授業科目（ ）内は単位数

24

公民の教科
に関する
科目

教職に
関する科目

総合政策の課題と方法（２）地方財政研究（２）
グローバル・ガバナンス研究（２） 公会計制度研究（２）
国際行政研究（２） 比較産業社会研究（２）
人間の安全保障研究（２）雇用政策研究（２）
安全保障政策研究（２） 環境経済研究（２）
民族紛争研究（２） 環境行政研究（２）
途上国のガバナンス研究（２）生態系保全研究（２）
国際経済研究（２） 地域環境保全研究（２）
国際援助政策研究（２） 経営管理研究（２）
途上国経済政策研究（２）行政法制研究（２）
ﾋﾄの国際移動研究（２） 総合政策特別研究（国際政策の現場から）（２）
持続可能な国際社会研究（2）総合政策特別研究（公共政策の現場から）（２）
国際環境法研究（２） 研究指導Ⅰ（２）
地球環境ｼｽﾃﾑ研究（２） 研究指導Ⅱ（２）
行政機構研究（２） 研究指導Ⅲ（２）
政策評価研究（２） 研究指導Ⅳ（２）
地方自治研究（２）

教育学研究Ⅰ（２） 教育心理学研究Ⅰ（２） 授業研究Ⅰ（２）
教育学研究Ⅱ（２） 教育心理学研究Ⅱ（２） 授業研究Ⅱ（２）
教育学研究Ⅲ（２） 教育心理学研究Ⅲ（２） 授業研究Ⅲ（２）

研究科の
シラバスを
参照のこと

総合政策研究科　総合政策専攻（高校専修　公民）（2010年度以降の入学者）

最低単位数科　　目 授業科目（ ）内は単位数

24

社会の教科
に関する
科目

教職に
関する科目

総合政策の課題と方法（２）途上国経済政策研究（２）
歴史と現代文明（２） ヒトの国際移動研究（２）
空間情報の収集と分析（２）持続可能な国際社会研究（２）
現代政治論（２） 国際環境法研究（２）
現代経済論（２） 地球環境システム研究（２）
公共政策論（２） 行政機構研究（２）
現代経済政策論（２） 政策評価研究（２）
社会調査法（２） 地方分権研究（２）
西洋文明史研究（２） 地方財政研究（２）
アジア文明交流史研究（２）公会計制度研究（２）
東アジア近代史研究（２）比較産業社会研究（２）
グローバル・ガバナンス研究（２） 雇用政策研究（２）
国際行政研究（２） 環境経済研究（２）
人間の安全保障研究（２）環境行政研究（２）
安全保障政策研究（２） 生態系保全研究（２）
民族紛争研究（２） 地域環境保全研究（２）
経営管理研究（２） 行政法制研究（２）
途上国統治研究（２） 総合政策特別研究（国際経済の現場から）（２）
国際経済研究（２） 総合政策特別研究（持続可能な世界に向かう政策）（２）
国際援助政策研究（２） 総合政策特別研究

（ニュー・パブリック・マネジメントの実践）（２）
研究指導Ⅰ（２） 研究指導Ⅱ（２） 研究指導Ⅲ（２） 研究指導Ⅳ（２）

教育学研究Ⅰ（２） 教育心理学研究Ⅰ（２） 授業研究Ⅰ（２）
教育学研究Ⅱ（２） 教育心理学研究Ⅱ（２） 授業研究Ⅱ（２）
教育学研究Ⅲ（２） 教育心理学研究Ⅲ（２） 授業研究Ⅲ（２）

研究科の
シラバス
参照のこと

総合政策研究科　総合政策専攻（中学専修　社会） （2009年度入学者）

─ 658 ─ ─ 659 ─



最低単位数科　　目 授業科目（ ）内は単位数

24

公民の教科
に関する
科目

教職に
関する科目

総合政策の課題と方法（２）地方分権研究（２）
現代政治論（２） 地方財政研究（２）
現代経済論（２） 公会計制度研究（２）
公共政策論（２） 比較産業社会研究（２）
現代経済政策論（２） 雇用政策研究（２）
社会調査法（２） 環境経済研究（２）
グローバル・ガバナンス研究（２）環境行政研究（２）
経営管理研究（２） 行政法制研究（２）
国際行政研究（２） 総合政策特別研究
人間の安全保障研究（２）（国際経済の現場から）（２）
安全保障政策研究（２） 総合政策特別研究
途上国統治研究（２） （持続可能な世界に向かう政策）（２）
国際経済研究（２） 総合政策特別研究
国際援助政策研究（２） （ニュー・パブリック・マネジメントの実践）（２）
途上国経済政策研究（２）
持続可能な国際社会研究（２）
国際環境法研究（２）
行政機構研究（２）
政策評価研究（２）

教育学研究Ⅰ（２） 教育心理学研究Ⅰ（２） 授業研究Ⅰ（２）
教育学研究Ⅱ（２） 教育心理学研究Ⅱ（２） 授業研究Ⅱ（２）
教育学研究Ⅲ（２） 教育心理学研究Ⅲ（２） 授業研究Ⅲ（２）

研究科の
シラバス
参照のこと

総合政策研究科　総合政策専攻（高校専修　公民） （2009年度入学者）

－ 697－

最低単位数科　　目 授業科目（ ）内は単位数

24

地理歴史の
教科に
関する科目

教職に
関する
科目

歴史と現代文明（２） 地球環境システム研究（２）
空間情報の収集と分析（２） 生態系保全研究（２）
西洋文明史研究（２） 地域環境保全研究（２）
アジア文明交流史研究（２）
東アジア近代史研究（２）
民族紛争研究（２）
ヒトの国際移動研究（２）

教育学研究Ⅰ（２） 教育心理学研究Ⅰ（２） 授業研究Ⅰ（２）
教育学研究Ⅱ（２） 教育心理学研究Ⅱ（２） 授業研究Ⅱ（２）
教育学研究Ⅲ（２） 教育心理学研究Ⅲ（２） 授業研究Ⅲ（２）

研究科の
シラバス
参照のこと

総合政策研究科　総合政策専攻（高校専修　地理歴史） （2009年度入学者）

─ 658 ─ ─ 659 ─
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最低単位数科　　目 授業科目（ ）内は単位数

24

情報の教科
に関する
科目

教職に
関する科目

情報倫理（２） 研究指導Ⅰ（２）
プログラミング（２） 研究指導Ⅱ（２）
システム工学概論（２） 研究指導Ⅲ（２）
情報科学概論（２） 研究指導Ⅳ（２）
ソフトウェア工学概論（２） 正当性検証と妥当性確認（２）
通信工学概論（２） ソフトウェアアーキテクチャ（２）
コンピュータネットワーク概論（２） ソフトウェアプロジェクト管理（２）
数理情報演習（情報通信学）（２）ソフトウェア要求工学（２）
ファイナンス工学研究（２）ソフトウェア工学（２）
制御論研究（２） ソフトウェア構築と保守（２）
信頼性工学研究（２） 組込みソフトウェア工学（２）
データ解析研究（２） ソフトウェア工学実践研究Ⅰ（２）
データベース研究（２） ソフトウェア工学実践研究Ⅱ（２）
ソフトウェア生産技術研究（２）ソフトウェア工学実践研究Ⅲ（２）
ソフトウェア生産管理研究（２）ソフトウェア工学実践研究Ⅳ（２）
通信プロトコル研究（２） ソフトウェア工学研究Ⅰ（２）
無線通信工学研究（２） ソフトウェア工学研究Ⅱ（２）
ネットワークセキュリティ研究（２）ソフトウェア工学研究Ⅲ（２）
ネットワーク設計研究（２）ソフトウェア工学研究Ⅳ（２）

教育学研究Ⅰ（２） 教育心理学研究Ⅰ（２） 授業研究Ⅰ（２）
教育学研究Ⅱ（２） 教育心理学研究Ⅱ（２） 授業研究Ⅱ（２）
教育学研究Ⅲ（２） 教育心理学研究Ⅲ（２） 授業研究Ⅲ（２）

研究科の
シラバスを
参照のこと

数理情報研究科　数理情報専攻（高校専修　情報）（2010年度以降の入学者）

最低単位数科　　目 授業科目（ ）内は単位数

24

数学の教科
に関する
科目

教職に
関する
科目

解析・線形代数（２） 数理論理学研究（２）
情報数学概論（２） 応用確率研究（２）
オペレーションズ・リサーチ概論（２） 数値解析研究（２）
数理統計学概論（２） アルゴリズム研究（２）
数理情報演習（数理科学）（２） アルゴリズムとデータ構造（２）
最適配置研究（２） 研究指導Ⅰ（２）
多変量解析研究（２） 研究指導Ⅱ（２）
統計学研究（２） 研究指導Ⅲ（２）
微分方程式研究（２） 研究指導Ⅳ（２）

教育学研究Ⅰ（２） 教育心理学研究Ⅰ（２） 授業研究Ⅰ（２）
教育学研究Ⅱ（２） 教育心理学研究Ⅱ（２） 授業研究Ⅱ（２）
教育学研究Ⅲ（２） 教育心理学研究Ⅲ（２） 授業研究Ⅲ（２）

研究科の
シラバスを
参照のこと

数理情報研究科　数理情報専攻（中学専修・高校専修　数学）（2010年度以降の入学者）

─ 660 ─ ─ 661 ─



－ 699－

最低単位数

最低単位数

科　　目

科　　目

授業科目（ ）内は単位数

授業科目（ ）内は単位数

10

14

数学の教科
に関する
科目

教職に
関する科目

最適化モデル研究（２） 空間解析研究（２）
統計学研究（２） 多変量解析研究（２）
データ解析研究（２）

オペレーションズ・リサーチ概論（２）数理統計学概論（２）
情報数学概論（２） 微分方程式研究（２）
アルゴリズム研究（２） 最適化手法研究（２）
システム数理演習（２）

教育学研究Ⅰ（２） 教育学研究Ⅱ（２）
教育学研究Ⅲ（２） 教育心理学研究Ⅰ（２）
教育心理学研究Ⅱ（２） 教育心理学研究Ⅲ（２）
授業研究Ⅰ（２） 授業研究Ⅱ（２）
授業研究Ⅲ（２）

研究科の
シラバスを
参照のこと

理工学研究科　システム数理専攻（中学専修・高校専修　数学）

10

14

情報の教科
に関する
科目

教職に
関する科目

数理論理学研究（２） ソフトウェアアーキテクチャ（２）
ソフトウェア構築と保守（２）正当性検証と妥当性確認（２）
ソフトウェア要求工学（２）

科学技術と倫理（２） システム工学概論（２）
ソフトウェア工学概論（２） 計算数理研究（２）
組込みシステム工学研究（２）ソフトウェア生産管理研究（２）
ソフトウェア工学演習（２）

教育学研究Ⅰ（２） 教育学研究Ⅱ（２）
教育学研究Ⅲ（２） 教育心理学研究Ⅰ（２）
教育心理学研究Ⅱ（２） 教育心理学研究Ⅲ（２）
授業研究Ⅰ（２） 授業研究Ⅱ（２）
授業研究Ⅲ（２）

研究科の
シラバスを
参照のこと

理工学研究科　ソフトウェア工学専攻（高校専修　数学）

─ 660 ─ ─ 661 ─
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学 位 論 文 作 成
外 国 語 検 定 試 験
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本学学位規程を参照してください。

［修士論文］

１．修士論文の提出資格（学位論文計画書提出時）

－ 707－

学 位 論 文 作 成

経済学研究科

人間文化研究科

課程専修コース

キリスト教思想専攻

言語科学専攻

教育ファシリテーション専攻

長期在学コース

人 類 学 専 攻

ビジネス研究科 経 営 学 専 攻

システム数理専攻

ソフトウェア工学専攻

機械電子制御工学専攻

博士前期課程に１年以上在学し、演習４単位

を含めて合計６単位以上修得していること。

博士前期課程に１年以上在学し、研究指導４

単位を含む16単位以上修得していること。

修士課程に１年以上在学し、研究指導４単位

を含む16単位以上修得していること。

博士前期課程に２年以上在学し、演習4単位を

含めて合計16単位以上修得していること。

博士前期課程に１年以上在学し、研究指導４

単位および文化資源学研究２単位を含む20単

位以上修得していること。

博士前期課程に１年以上在学し、前年度まで

に修士論文プロポーザル公聴会を終え、16単

位以上修得していること。

国際地域文化

研 究 科
博士前期課程に１年以上在学し、16単位以上
修得していること。

総合政策研究科
博士前期課程に１年以上在学し、16単位以上

修得していること。

数理情報研究科

理工学研究科

原則として博士前期課程に１年以上在学し、

16単位以上修得していること。

原則として博士前期課程に１年以上在学し、

16単位以上修得していること。

─ 668 ─ ─ 669 ─



－ 708－

２．手続

※修士論文を提出しない者は、その旨を名古屋キャンパス教務課、瀬戸キャン

パス第２課教務係へ届け出てください。

※学位論文計画書提出時期、修士論文提出期限については各研究科・専攻の履

修要項を参照してください。なお、詳細はその都度Webぺージ等でお知らせ

しますので、各自で確認してください。

※総合政策研究科「特定課題の研究成果」・数理情報研究科「特定の研究課題

についての研究の成果」および「OJL成果報告書」・理工学研究科「特定の

研究課題についての研究の成果」については、各研究科の取り扱い要領を参

照してください。

学 位 論 文 計 画 書 提 出

日程および方法については、指導教授を通じて指示
されます。

研究科・専攻により提出期限・提出部数が異なりま
すので注意してください。
修士論文の表紙は、学位規程様式第５による。

指導教授の承認印を得たのち、名古屋キャンパス教
務課、瀬戸キャンパス第２課教務係へ提出してくだ
さい。用紙（学位規程様式７）は名古屋キャンパス
教務課、瀬戸キャンパス第２課教務係で交付します。

修 士 論 文 提 出

最 終 試 験
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※学位論文計画書提出時期、博士論文提出期限については各研究科の履修要項

を参照してください。なお、詳細はその都度Webページ等でお知らせします

ので、各自で確認してください。

２．手続

［博士論文］課程を修了する者（課程博士）

１．博士論文の提出資格（学位論文計画書提出時）

－ 709－

人間文化研究科

経済学研究科

ビジネス研究科
経 営 学 専 攻

総合政策研究科

数理情報研究科

博士後期課程に２年以上在学し、研究指導８単位および専門科
目４単位を含む12単位以上を修得し、外国語に関する学力検定
に合格していること。（言語科学専攻のみ：博士論文提出資格審
査にも合格していること）

博士後期課程に２年以上在学し、所定の科目について20単位以
上修得（見込み）していること。

国際地域文化
研 究 科

博士後期課程に２年以上在学し、研究指導８単位および専門科
目４単位を含む12単位以上を修得し、外国語に関する学力検定
に合格していること。

博士後期課程に２年以上在学し、前年度までに博士論文プロポ
ーザル公聴会を終え、12単位以上を修得していること。

博士後期課程に２年以上在学し、16単位以上を修得（見込み）
していること。

博士後期課程に２年以上在学し、20単位以上を修得（見込み）
していること。

学 位 論 文 計 画 書 提 出

中 間 審 査

指導教授の承認印を得たのち、名古屋キャンパス教
務課、瀬戸キャンパス第２課教務係へ提出してくだ
さい。用紙（学位規程様式７）は名古屋キャンパス
教務課、瀬戸キャンパス第２課教務係で交付します。

研究科・専攻の指示に従ってください。

研究科・専攻により提出期限・提出部数が異なりま
すので注意してください。
博士論文の表紙は、学位規程様式第５による。

日程および方法については、指導教授を通じて指示
されます。

博 士 論 文 提 出

最 終 試 験
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［博士論文］博士課程を修了しない者（論文博士）

本学大学院の博士後期課程を経ないで博士の学位を得ようとするときの論文

の提出方法、論文の審査と最終試験の実施方法は、本学学位規程による。詳細

は教務課で確認してください。

毎年９月と２月に大学院外国語検定試験を下記のとおり実施します。

受験該当者は、教務課窓口で『外国語検定申請書』の交付を受け、必要事項を記入

し捺印のうえ、期間内に申請書を提出してください。課程の修了要件に外国語検定

試験の合格が必要となるかについては、各専攻の履修要項を確認してください。

記

申 請 期 間：７月上旬～８月上旬／１月上旬～下旬

申請受付時間：〈教務課窓口（Ｃ棟３Ｆ）〉月～金曜日　9：00～17：00

試 験 日 程：９月頃／２月頃

＊試験会場・日程等詳細は、教務課Webページ内に掲載しますので各自確認してく

ださい。

－ 710－

大学院外国語検定試験について
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